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○ 大学の概要

（１） 現況

① 大学名 ： 国立大学法人鳥取大学

② 所在地 ： 鳥取県鳥取市湖山町

③ 役員の状況

学長名 ： 道 上 正  （平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

理事数 ： ５名

監事数 ： ２名

④ 学部等の構成

（学 部）地域学部，医学部，工学部，農学部

（研究科）教育学研究科，医学系研究科，工学研究科，農学研究科，連合農学研

究科

附属図書館

（附属学校）附属小学校，附属中学校，附属養護学校，附属幼稚園

（学部附属の教育研究施設）

地域学部 ： 附属芸術文化センター

医 学 部 ： 附属病院，附属脳幹性疾患研究施設

工 学 部 ： ものづくり教育実践センター

農 学 部 ： 附属農場，附属演習林，附属動物病院

（全国共同利用施設） 乾燥地研究センター

（ ） ， ，学内共同教育研究施設 地域共同研究センター 総合メディア基盤センター

， ， ，アドミッションセンター 大学教育総合センター 国際交流センター

， ，生命機能研究支援センター 鳥取地区放射性同位元素等共同利用施設

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，生涯教育総合センター，知的

財産センター

保健管理センター

⑤ 学生数及び教員数（平成16年5月1日現在）

学生総数 ： ６，２６８人 （学部学生総数 ： ５，１５９人）

地域学部 ２０４人

教育地域科学部 ５４２人

教育学部 ４人

医学部 １，１８２人

工学部 ２，１２５人

農学部 １，１０２人

（大学院生総数 ： １，１０９人）

教育学研究科 ９３人

医学系研究科 ３０９人

工学研究科 ４０４人

農学研究科 １４７人

連合農学研究科 １５６人

鳥取大学

教 員 数 ： ７６６人

教授２２０人，助教授１８６人，講師８６人，助手２００人，教諭７４人

職 員 数 ： ８４６人（本務者）

事務職員 ２９０人，技術職員 ５４７人，教務員 ９人

（２） 大学の基本的な目標等

○中期目標の前文

大学の基本的な目標

２１世紀を迎えて本学は教育，研究，社会貢献，診療等の面で大学が発揮すべき機能

を十全に伸展させることを宣言する。

， 「 」 ， 。本学は 理念として 知と実践の融合 を掲げ 以下の３つを教育研究の目標とする

１）社会の中核となりうる教養豊かな人材の養成

２）地球的・人類的・社会的課題解決への先端的研究

３）地域社会の産業と文化等への寄与

大学は非常に多数の学生を収容することとなり，一方社会は大きな構造変革学部教育：

期にある。その中で第１期の学部教育として以下の点を重視していく。①教養教育の再

構築を目指す。②大学教育に課せられる社会的ニーズの変化に対応できるよう，教員の

研修への参加機会を増やす。③基礎学力の向上を図るため，カリキュラムの構成，到達

度等を明確にし，カリキュラムの内容に関しても精査できるシステムの構築を図る。ま

た，④社会へ参画するステップとしても，インターンシップ制度を活発に活用できる方

途を社会と開発していく努力を継続する必要がある。⑤学生，教員相互の授業評価の結

果等を活用して，教授方法に関しても改善が図れるよう，教員の教育業績に関し評価す

るシステムを構築する。これらのことが，十分機能できるよう教育施設・設備の充実を

図る。

本学の大学院は教育研究の特色を反映すべく，複数の形態を取っており，大学院教育：

これらの充実を図る。更に，以下の点も重視する。①大学院大学とは異なる，学部４年

と大学院２年を合わせた６年一貫教育コースという道も探っていきたい。②研究者養成

とともに高度な専門性を有する技術者の養成という面も重視し，社会倫理も含めた高い

内容の教育活動も行うシステムとすることを目標とする。

研究は基本的には個人の能力と努力によるところが大きい領域である。しかし研 究：

また，いろいろな分野の研究者がチームを組んで成果を上げる機会も増えてきた。そこ

で，チームをコーディネートする力も必要となってきた。①大学としてはアイデアとコ

ーディネート能力のある研究者の確保が緊要の課題である。②外部資金導入可能なプロ

ジェクトの養成，プロジェクト研究活動の支援等で大学としての研究能力の向上を図る

方向を目指す。③２１世紀ＣＯＥプログラムに採択された乾燥地研究センター（全国共

同利用施設）を中心とする「乾燥地科学プログラム」は，５年後に世界的水準のレベル

に達するよう大学として支援する。④いくつかの２１世紀ＣＯＥプログラム該当プロジ

ェクトが組まれることを支援する体制の構築を目指す。

①地域共同研究センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー及び地域貢社会貢献：

献推進室を中心に産官学連携による社会貢献，地域住民との連携による社会貢献を促進

する。②生涯教育，ブラッシュアップのための機会提供を拡げる。③出前講義，理科教
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育への関心を高める各種事業の開催，参画，各種研修の開催を行う。④公開講座の開催

を拡大する。

以上の活動の活性化を図るため，ニーズの掘り起こしなど地道な努力を継続させる。

①地域における中核医療機関として位置づける。②最重症患者あるいは遺伝性診 療：

， 。疾患を含む難治性疾患患者の診療に責任を負えるよう 人材の確保と設備の充実を図る

③地域の住民に信頼され，地域の住民の保健と福祉の増進に指導的役割を発揮しつづけ

る。④診療を通して疾病の本態の解明，診断，治療，予防法の開発に努め，医療の進歩

に貢献する。⑤診療支援活動として地域における医療従事者の再教育及び一般社会人に

対する医療に関する社会教育の中心的機関として充分応えられる整備を図る。

設置目的に合った活動を義務づけ，評価全国共同利用施設及び学内共同教育研究施設：

を行い，改善について担当の理事又は副学長は勧告を行うなど，学内外の教育研究等の

支援が活発に行われる施設となることを目指す。

特に，教育研究，教務事務，大学管理運営事務の情報化，能率化に対応すべく，附属

図書館及び総合メディア基盤センターの充実を図る。

学長のリーダーシップの下 Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ・Ａｃｔｉｏｎ Ｐ大学運営： ， （

ＤＣＡ）がうまく機能するシステムを内蔵させ，タイムリーな企画立案，迅速的確な判

断が可能となる効率の良い事務運営組織を作り，上記に示した大学の４つの機能がライ

ンとして有効に働くようなスタッフとしての能力を高めることを目指す。そのために，

専門性が必要な部署への配属者の能力を高めるための研修の機会を増やす。また，各種

インセンティブを付与するシステムの導入も図る。

以上のような大学機能の活性化のために全てに亘って１個人の能力に期待するのでは

なく，各人の役割を明確にし，大学全体として機能の向上を図る。そのために，多様な

人材の確保，多様な職種の設定，多様な勤務形態がとれるよう弾力的な人事制度の活用

を図る。

○大学の特徴等

本学は，昭和２４年に鳥取師範学校，鳥取農林専門学校，米子医科大学などの旧制諸

学校を母体にした新制大学として発足して以来，昭和４０年には工学部が創設されて，

いまや鳥取・米子両キャンパスに４学部を擁する総合大学として着実な発展の歴史を重

ねてきた。

本学は，平成13年度から「知と実践の融合」を大学の教育・研究理念に掲げ，社会の

中核となる教養豊かな人材の育成，地球的・人類的・社会的課題解決への先端的研究及

び地域社会の産業と文化等への寄与を目標に 「教育 ・ 先端的研究 ・ 地域貢献」の， 」「 」「

分野で幅広い取組を実践してきた。個性輝く大学づくり，国際競争力の強化，教養教育

の充実等を目指す大学改革への取組みとして 文部科学省の重点支援事業に応募し 特， ，「

色ある大学教育支援プログラム 「２１世紀ＣＯＥプログラム」及び「地域貢献特別支」，

援事業」の３事業で４件採択されるという全国的にも数少ない高い評価を受けている。

「教育」に関しては，海外を含むフィールドに学習の場を求める現場重視の実践教育

により，学生の学習意欲の向上と早期の動機づけを図る取組みを行い，着実に成果を上

げている。また 「先端的研究」については，社会医学やエネルギー工学分野などの研，

究の知見や技術の融合を図り，例えば，乾燥地科学などのように研究拠点を海外に展開

し，総合的な研究体制を整備しつつ，世界のトップレベルにある研究の遂行と世界をリ

ードする創造的人材育成を行っている。さらに 「地域貢献」に関しては，地域との将，

来にわたる真のパートナーシップの確立を図り 「心」と「風土」をキーワードに地域，

と連携した地域形成，人材育成事業を重点的に実施している。

この様な「教育 「先端的研究 「地域貢献」をとおした現場重視，問題解決型の教」， 」，

育・研究を着実に遂行し，高い評価を受けているところに鳥取大学の教育・研究上の個

性・特色を有している。
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鳥取大学

全 体 的 な 状 況

【中期計画の全体的な進行状況】

共同研究，受託研究を活発化させ，将来への布石を仕込む段階にあることもやむを得国立大学法人鳥取大学の誕生

平成１６年度は，鳥取大学５６年の歴史において，草創期以来の大きな改革の１年 ないと考えている。一方，地方の「官」との連携は，格段の進展をみた。自治体の政

であったと言える。戦後６０年を経過して，産業社会は復興期から高度経済成長期， 策に沿った公募事業への参画や公設の研究機関との共同研究など多くの連携が進展し

更には，成熟社会の安定期へと変化してきた。同時に我が国をとりまく国際環境も， た。

グローバル化，情報化社会へと大きな変化を遂げてきた。このような時代環境，国際

民間的発想のマネジメント手法の導入と学外者の参画環境の中にあって，我が国の大学はいずれも，高い教養，深い知識を欲する国民の希

望とともに，巨大化し，大衆化しつつあった。しかし，人類の歴史に例をみないほど 国立大学法人鳥取大学が「親方日の丸」意識を払拭し，真に自主，自立するために

の速度で人口動態は急変し，少子高齢化社会が到来しつつあり，大学にも，その対応 民間の合理的精神，競争力の源泉たるマネジメント手法を取り入れることとした。

が迫られつつある現状にある。このような時代背景の基に行われた大学の法人化は， 経営の権限と責任の所在を学長等の役員にあることを明確化し，役員会を構成する学

大学の経営改革，組織改革，構成所属員の意識改革，大学が提供するサービス改革な 長及び理事は学長の意志決定に先立ち重要事項を審議，全学的観点から経営資源を最

ど，多くの面で顕著な変化をもたらしたといえる。 大限活用する方策を追求した 中でも 教育・研究のあり方 その投資効果 顧客 学。 ， ， ， （

以下には中期計画記載の各項目別の状況説明に入る前に，国立大学法人としてイメ 生）満足度については，教育研究評議会で集中審議し，経営に関する重要事項は経営

ージされた「新しい時代の大学」に，鳥取大学がどこまで近づきつつあるか検証して 協議会で集中決定されることとなった。従来の学部教授会は学部の中期計画，年度計

みる。 画策定，教育研究活動の状況評価に徹することとした。これによって，責任の所在は

明確化し，決裁はよりスピーディになったと言える。

自己収入拡大など経営努力に対しては，何らかのインセンティブを付与する民間的自立的運営の確立

平成１６年４月１日，鳥取大学は文部科学省の直轄組織から離れ，独立した法人格 発想は十分許容されるところであるが，鳥取大学の現状は，そこまで実績が上がって

を持つ「国立大学法人鳥取大学」となった。鳥取大学の場合は 「知と実践の融合」 いないと言える。自己収入増大とは逆に，コスト削減の発想は，アウトソーシング業，

を理念に掲げ，教育，研究，社会貢献，診療などの面で大学が発揮すべき機能を十全 務の拡大など将来を見据えた検討が始まったし，電力を中心としたエネルギー費の削

に伸展させることを宣言した。これらを具体化した目標として， 減，工事費の削減などは，平成１６年度においても，大いなる縮減効果を上げた。

１）社会の中核となりうる教養豊かな人材を養成すること 財務担当の役員には，非常勤ながら学外有識者・専門家が就任し，２名の監事のう

２）地球的・人類的・社会的課題解決へ先端的研究で応えること ち１名も財界からの就任を実現した。とりわけ，１／２以上の委員が学外委員である

３）地域社会の産業と文化の両面から寄与すること ことを求められている経営協議会には，６名の学外有識者が産官学から加わった。

を実践に移してきた。かつ，これらの目標が確実に達成されるよう 「中期計画」を また，これら学外有識者がそのまま委員を構成する学長選考会議は，今年度が学長，

策定し，更に６年間の各年度に落としこんだ詳細な「年度計画」に基づいた運営を実 選挙実施年であったことから，その機能が存分に発揮された。

施してきた。予算面や組織面での規制は緩和され，自立的運営に向けた環境は整いつ

能力主義に立った人事の実現つあるものの，必要経費の５０％近くを，国庫からの運営費交付金で賄っている実態

は，近い将来も脱皮できる可能性は少ないといわざるを得ない。財政的自主性を確立 教員の個人業績評価は教員の資質向上，社会への説明責任などを目的として，鳥取

する一つの方策として，産官学の連携を一層推進して，多彩な事業を展開することが 大学独自システムの運用に入った。その特徴は自己点検・評価方式の採用と教員の活

考えられる。例としてセコム山陰（株）及び鳥取県と連携した情報セキュリティ事業 動領域割合の自主申告制にある。平成１５年度の試行期を経て，１６年度からは本格

に着手したが，収益事業に育つには不透明な点がある。その点，大学の創造（発明） 実施期に入っている。事務・技術職員の人事評価についても，その能力・業績評価も

が産業財産権を設定し（特許 ，その権利利用（収益）が新産業を育成し，新研究を 自己申告制度を通じて組織の階層上位者から評価されるシステムである点は教員と共）

育成する資金として大学に還流してくる「知的創造サイクル」は，鳥取大学として理 通ながら，職位に応じた評価項目の設定など，平成１６年度の試行を経て，平成１７

想に近い戦略であるが，これが財政面での貢献を果たすまでには，いささか時間を要 年度から本格的実施を行うこととしている。また，これらの評価システムを反映でき

することをも覚悟しなければならない。当面は，産業界からの奨学寄付金を増加させ る給与制度等の検討は今後の課題となっている。
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安全・環境などの教育内容を開設するとともに，特色ある大学教育支援プログラ兼職・兼業などの規制を緩和し，能力・成果を社会に還元することに努めている。

ム「アウエアネスを持った学生づくり教育 「技術経営（ＭＯＴ）教育」など，本現状では，公的機関等の各種審議会委員，学外の非常勤講師や非常勤医師などに派 」，

学の目指す教育理念に対応したカリキュラムを実現できた。遣し，地域に貢献している。

教員の採用は原則公募制とするとともに，積極的に任期制を導入している。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

ノート型パソコンを利用した授業を１５年度から実施しており，専門教育の一部第三者評価の導入と情報公開

では，電子メール活用による課題提出や質疑応答も行われはじめた。図書資料のオ国立大学法人鳥取大学は，評価の充実と情報公開の推進を，きわめて重要な中期目

ンライン目録の作成も２５，０００冊を終え，次年度も継続する。財政事情の厳し標・計画であると認識している。それは，従来ややもすると，学問の自由という美名

い折ではあるが，教育支援体制充実の一環として，電子ジャーナルの拡充，学術資に隠れて，自己点検・評価を回避したり，情報の不透明性をもたらしてきたという反

料費の増額を決断した。一方「教員の個人業績評価システム ，学生，教員相互の省に立っているからである。平成１６年度には，自己点検・評価の一環として 「大， 」

授業評価も本格運用期に入り，ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）研修会学教育に関するアンケート調査」を実施した。これには，外部意見として，多くの卒

参加による教員の資質向上に努めた。業生にも，意見表明を願った。これらの評価結果を含めた教育研究情報を広く公表し

， ， 。ていくことはもちろんであるが 大学としては 社会に向けた広報活動も重要である

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置入学志願者を対象とした広報と，行政を含む産業界を対象とした広報に全学の構成員

学習支援のためのティーチング・アシスタント ＴＡ 活用 オフィスアワー Ｏが責任を果たせるよう努力した。ただし，１６年度は法人化１年目であり，３月末現 （ ） ， （

Ｈ）の設定，教務部会および学級教員などによる個別相談，慢性的単位未修得者に在の決算は出ていないので，財務内容に関する情報開示は平成１７年度に行うことと

対する指導などきめ細かく学習相談に応じた。新入生に対しては，オリエンテーシしている。

ョン，大学入門ゼミ，合宿セミナーを実施し，大学生活全般について手を差し伸べ以上は平成１６年度が国立大学法人鳥取大学にとっていかに変革の年であったかを

ている。学習環境としては，学生が自由に活用できる情報コンセント，講義室への概括したものであるが，以下には中期目標・計画に沿った各項目別の実績を総括した

プロジェクター設置を整備し，課外活動面では，サークル部室の建て替えなどのハい。

ード 「学生活動支援会」などのソフト両面から支援した。，

学生相談機能の向上は，教員の研修に始まり，学生へのメンタル面の支援，奨学【各項目別の状況のポイント】

金制度・修学援助制度・アルバイト情報提供，就職相談など幅広く対応した。日常Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

的なふれあいは，学級教員制，チューター制の実施により，具体的成果を上げつつ１ 教育に関する目標を達成するための措置

ある。（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

全学部にグレード・ポイント・アベレージ（ＧＰＡ）制度を導入し 「全学共通 学生の経済的自立を支援するため，ＴＡ制度，リサーチ・アシスタント（ＲＡ），

科目履修案内」に掲載・公表している。またこれを奨学金受給者，成績優秀者の選 制度を拡大した。留学生に対しては，健康管理，生活指導，留学生交流を通じて情

考・表彰に活用することによって，インセンティブとした。卒業後の進路指導の一 感的配慮をするとともに，社会人に対しても，夜間・休日開講などの便を図った。

環として，各種資格試験に関する情報提供や公務員講座などを開設した。資格取得

２ 研究に関する目標を達成するための措置を目指して，カリキュラムの整備も進めた。教育の成果・効果を検証するための具

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置体的措置として，アンケート調査や公開授業などの工夫を実施した。

本学が先端的研究において世界的水準を目指す方向は，医工学連携や医農学連携

， 。（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 などの推進や本学の特性を生かした分野の促進であるとし 具体例は以下のとおり

一般入試や推薦入試に，アドミッション・オフィス（ＡＯ）入試を加えて，選抜 ・乾燥地科学プログラム（文部科学省：２１世紀ＣＯＥプログラム）

方法を多様化してきた。ＡＯ入試にも，面接の導入，会場の複数化，オープンキ ・染色体工学技術開発の拠点形成（文部科学省：２１世紀ＣＯＥプログラム）

ャンパスの充実等を図るとともに，入学後成績の追跡調査も開始した。本学の教 ・高病原性鳥インフルエンザをはじめとする鳥類疾病に関する研究

育理念を具体化するものとして 「農学少人数ゼミ 「医学早期体験実習」等を導入 ・砂漠化を抑制する乾燥耐性植物の開発， 」，

した。韓国釜慶大学校とのダブル・ディグリー取得制度も，予定を早めて協定調印 ・人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ

に至った。 ・ライムギ系統，多年生のコムギ連野生植物，およびコムギと異属植物の雑種由来

責任意識の高い研究者・技術者・医者・地域のキーパーソンを育成すること 系統

は，本学が進める「知と実践の融合」にとって，不可欠である。このための倫理・ ・抗ウイルス作用を有するドロマイト加工した新素材の開発

・ 山陰地域研究会 「地域文化研究会 「千代川流域圏環境研究」発足「 」， 」，
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・とっとり県民の暮らしをゆたかに（文部科学省：地域貢献特別支援事業） の確保，療養環境と患者サービス，診療の質の確保，看護の適切な提供，病院運営

また，成果を社会に還元する具体策として，新たに「ベンチャー・ビジネス・ラ 管理の合理性など細部に亘っており，病院長のリーダーシップのもと，多くの職員

ボラトリー」と「知的財産センター」を設置し，従来からの「地域共同研究センタ の長期間に亘る準備があったからこそ認定されたものであり，改めて附属病院の見

ー」とともにこれらを「鳥取大学産官学連携推進機構」の傘下に含めた。 直しを行う良い機会となった。

また，鳥取県及び近隣の市町村との連携による救命救急センターの設置，新たな胸部

外科の設置，外来化学療法室，睡眠時無呼吸外来，静脈血栓塞栓症外来等の専門外来の（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

創造的研究を推進するのは人であり，その配置は重要事項である。そのため，プ 設置など，臓器・機能別の診療体制を充実させることは，附属病院の収益性の改善に繋

ロジェクト的研究 異分野融合型研究を奨励するとともに ポストドクター ＲＡ がると同時に，県西部を中心とした地域医療に大いに貢献するものであり，併せて診療， ， ， ，

外国人客員研究員などの充実を図った。研究水準を評価した研究資金の配分システ 機能の分担や大学主導による高度先端医療の推進など，機能的な医療体制の構築に地域

ム構築は平成２０年度の予定であるが，学長裁量経費の配分には，科学研究費の採 との一層の連携強化が必要である。

択状況を勘案している 研究設備面の効率化は機器分析分野 乾燥地研究センター 今後，計画を遂行していく上で，特に平成１６年度から必修化された卒後臨床研。 ， ，

遺伝子探索分野，附属病院などで全学共同利用環境を整えた。農学部では，建物改 修については，卒前・卒後一環教育など教育の場としての充実や高度医療を推進する

修計画に研究環境の整備や共同利用スペースの確保 設備の充実などを盛り込んだ ため，医学部等の学内組織との一層の連携強化や大学全体の理解とバックアップが不可， 。

欠である。

病院経営については， による本院の経営分析結果３ その他の目標を達成するための措置 民間の経営コンサルタント会社

を踏まえつつ，病院長を筆頭とした職域を越えた病院経営改善推進チーム(タスク（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

地域社会との連携は，公開講座，講演会，技術講習会などを駆使して進めた。と フォースチーム)による戦略的な具体策の取り組みを行っているところであり，附

りわけ，地域貢献推進室を窓口として実施した「地域貢献特別支援事業」は，Ｐｌ 属病院の理念である「健康の喜びの共有」が浸透しつつある。その結果が，今日の

ａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ・Ａｃｔｉｏｎ（ＰＤＣＡ）管理のもと，３２の個別事業 平均在院日数の短縮に伴う空床病床の有効利用，適正在庫管理による支出の抑制な

を実行できた 地域教育への支援面では １０年教員経験者研修 中堅保育士研修 どによる病院収入増に繋がっていると言える。。 ， ， ，

社会人ブラッシュアップ講義を実施した。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置産官学連携は，急激にその規模を拡大した。これは従来の教育・研究機能に加え

て 社会貢献が強調されたことにもよる 学内組織としては 産官学連携推進機構 附属学校園４校は従来，教育地域科学部に附属したが，平成１６年度からは大学， 。 ， ，

その中の地域共同研究センター，生命機能研究支援センター，ベンチャー・ビジネ 附属となり，ミッションを鮮明化するとともに，大学・学部との連携も強化の方向

ス・ラボラトリー，知的財産センター，東京リエゾンオフィス，大阪オフィス等が にある。運営面では少子化，公立学校との関連を考慮して，学級数・学級定員の見

鳥取県教育委員会との人事交流協定の締結を行い，人事の活性化を核となり，全学の組織が学外組織との連携を模索した。学外組織としては，鳥取県 直しを進めた。

はもとより，県内市町村，中国経済連合会，県内高等教育機関，鳥取市・米子市・ 資質向上のための研修参加が活発化するとともに，研究成果の公開など地図った。

倉吉市の商工会議所メンバー，商工会連合会，中小企業団体中央会，鳥取大学振興 域貢献活動の活発化にも波及した。

協力会，鳥取県産業振興機構などがある。個別例としては，国土交通省鳥取河川事

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置務所との共同研究，セコム山陰（株 ，鳥取県，本学との三者共同研究等が始動し）

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置た。

留学生交流ほか諸外国の大学との教育研究上の交流は拡大・充実してきた。学術 学長のリーダーシップのもと，法人化に対応した新しい鳥取大学ビジョンの共有化

交流協定締結校との連携強化は，ダブル・ディグリー取得留学制度に結実した。乾 が図られた。運営を機動力あるものとするため，役員会，経営協議会，教育研究評議

燥地研究センターの海外派遣者数は７１名と更に増加し，メキシコ北西部生物学研 会などの役割と権限を明確にした。各学部では教授会に代議員制度を導入し，学部長

。 ，究センター，エジプト・アラブ共和国国立水研究センターなど世界的水準の機関と ・副学部長を中心とした戦略的運営が図られるようになった 以上を縦組織と呼べば

の連携は，文部科学省の「大学国際戦略本部強化事業」への応募と発展した。鳥取 横組織に相当する委員会は全体を整理統合して，１１の常置委員会に集約した。

大学が中心として開催した北東アジア地域学国際会議は，今後も年に 回中国，韓 全学的視点からの経営資源の戦略的配分は困難を伴う問題であるが，学生用図書と1
国，日本の ヶ国持ちまわりで開催することとなった。 電子ジャーナル・文献データベースの充実，教育・研究施設や課外活動施設の整備に3

必要な経費を中央化することにした。

社会の意見を積極的に受け入れるため，経営協議会，役員会，監事に外部有識者を（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

平成１６年１０月に受審した日本医療機能評価機構による機能評価は，順調に 任用した。

認定された。その内容は，附属病院の運営と地域における役割，患者の権利と安全
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２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 １ 外部研究資金その他自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

外部資金の獲得を促進するための取り組みとして，東京・大阪に事務所を設置し，教育研究組織面では，法人化スタートに当たって大きな改廃を実施した。旧教育地

企業ニーズと大学シーズのマッチングを求めた学外拠点として整備するとともに，地域科学部は「地域学部」に発展改組した。一般学部に衣替えすると同時に，政策・教

域産業との連携強化を目的として，鳥取市，山陰合同銀行，鳥取銀行などと協力協定育・文化・環境の地域４学科，附属芸術文化センターもスタートした。大学院教育学

を締結し，学内に地元金融機関の活動拠点を確保し，銀行のネットワークを活用して研究科の再編は構想充実化の段階である。教育実践総合センターを改組して生涯教育

本学のシーズと地域のニーズを結びつけて外部資金の獲得に努めた。県の東部・中部総合センターを，大学院医学系研究科に新たに保健学専攻 修士課程）を，工学部に（

・西部の３会場で各２回企業との交流会も開催した。ものづくり教育実践センターを，学内共同教育研究施設として，ベンチャー・ビジネ

ス・ラボラトリー，知的財産センターを設置した。附属病院組織では，救命救急セン 組織的には，研究・国際協力部を新たに設置するとともに，ベンチャー・ビジネス・

ター，胸部外科，外来化学療法室，睡眠時無呼吸外来，静脈血栓塞栓症外来等の専門外 ラボラトリー，知的財産センターを新設，さらに，既存のセンターを統括する「産官

来の設置をみた。産官学連携推進機構は従来の共同研究推進機構の衣替えであること 学連携推進機構」を立ち上げ，組織を有機的に結びつけ，外部資金獲得に向けた組織

は先述した。農学部関係の教育組織も２１世紀の「生命の学問」に相応しい改革を準 整備を行った 「研究者総覧」の改訂 「科学技術相談員一覧」をはじめとするシーズ。 ，

備している。 集，ニュースなどを発刊して認知度を高める努力を行った。科学研究費補助金の申請

率・採択率を向上させるための工夫，各種外部資金の導入促進を図るための情報普及

にも努めた。３ 職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

事務・技術職員の人事評価に関する基本方針を定め，試行評価を開始した。高齢者 ２１世紀ＣＯＥ等の競争的資金の獲得については，本学の特色を生かした先端的教育研

雇用について検討するとともに，専門性の高い職種における任期付採用の基準及び次 究を更に発展すべく「乾燥地科学プログラム（ＣＯＥ:１４～１８年度 「アウエアネス）」，

世代育成支援のための行動計画を策定し，裁量労働に関する見なし勤務時間制など弾 (自覚)を持った学生作り教育(特色ある大学教育支援プログラム:１５～１８年度) と」，「

（ 」 ，力的運用を開始した。 っとり県民のくらしを豊かに 地域貢献特別支援事業：１４～１６年度) に加えて

教員の流動性を増すため，任期を付して雇用する教員の職等の範囲を拡大し，外国 新たに２１世紀ＣＯＥプログラムでは「染色体工学技術開発の拠点形成（ＣＯＥ:１６

人・女性などの教員公募採用を促進する方向で 「鳥取大学教員選考に関する基本方 ～２０年度 ，現代的教育ニーズ取組支援プログラムでは，他大学との共同事業とし， ）」

針」の適正運用を図った。 て「大学間連携によるフィールド教育体系の構築－中国・四国地域の農学系学部をモ

ＪＩＣＡ開発パートナー事業「メキシコデルとして－」が採択された。それ以外にも

乾燥地域における農業および農村振興」を継続実施し，外部資金を獲得した。さらな４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

る競争的外部資金の獲得のため，学長の強いリーダーシップの下，競争的な外部資金教育研究の国際化，社会貢献を支えるべく，研究・国際協力部を新設し，そのもと

獲得に係る理事の役割分担を整理し，各担当理事を中心とした競争的資金獲得のために，研究協力課，社会貢献推進課，国際交流課を置いた。総務部の中に秘書室，広報

の体制を構築して１７年度以降の資金獲得に向けた検討に着手した。企画室，内部監査室を置き，機能強化を図った。附属図書館事務部を学術情報部に改

また，財政の約半分を占める附属病院は民間の経営コンサルタント会社による経営組し，従来の図書館情報課に加えて，情報企画推進課を新設した。労働安全衛生関係

分析を実施し，病院長を筆頭とする病院経営改善策を実施したことは附属病院の項でに対処するため，労務・衛生面から労務安全係を人事管理課の中に，環境・安全面か

。 「 」，「 」，「 」，らは企画環境課を施設環境部に置いた。教育地域科学部の改組に伴い，同附属学校園 述べた 地域のニーズに応えた 救命救急センター 胸部外科 外来化学療法室

「睡眠時無呼吸外来 「静脈血栓塞栓症外来」などの設置による医療体制の充実と収は大学附属とし，その業務を担当する附属学校部を設置した。 」，

益改善に繋がる事業を展開した。システムソフト面では，財務会計，物品請求システム，旅費システム，学務支援シ

収入を伴う事業を大学自ら行う具体策として 「鳥取大学触媒キャラクタリゼーシステムを導入し，その運用を開始した。 ，

」 ， 「 」 。ョン・ラボ を開始し エキシマレーザーを利用した 視力矯正 などを事業化した

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置法人移行後の予算においても国からの運営費交付金に大きく依存している状況にある

経費の節減面では，財務会計システム，物品請求システム，学務支援システムを導が，中期計画期間中の運営費交付金は算定ルールに基づく効率化１％及び附属病院の経営

入し業務の効率化を推進するとともに，国立大学法人では全国に先駆けて旅費システ改善２％が１７年度以降減額されることから，国立大学法人鳥取大学が担う使命を中期計

ムを導入して旅費計算業務のアウトソーシングを実現した。また，学長を筆頭に役員画・年度計画に沿って確実に遂行するためには，事業に必要な経費を如何に確保して

自らが構成員となる経費削減推進会議を設置し，両面印刷の励行，使用済み封筒の再いくかが大きな課題である。

利用から会議時間の節約に至るまで，経費節減項目をリストアップするなど，全職員資金の確保をはじめとする財務運営については，役員会，経営協議会を中心に全学

の経費節減に対する意識改革を図った。施設整備の面では，設計から施工に至るまで的な視点から限られた資源を最大限有効に活用すべく審議・検討を行ってきた。しか

合理性・効率性を追求し，大幅な経費節減を行うとともに，より質の高い工事を実施し，法人１年目ということもあり，全てにおいて試行錯誤の財務運営であった。
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環境保全と省エネルギーに配慮した施設整備・管理，豊かなキャンパスづくりを目した。年間契約等については，１７年度に向けて契約電力や委託契約等の契約内容の

標に，施設設備の長期計画の策定，共用スペースの確保，耐震性の確保，老朽施設の徹底的な見直しに着手し，大幅な経費節減が可能な見通しである。

改善，環境美化などを中期計画として定めている。

施設整備の長期計画の策定では，施設環境部で原案を作成し，施設・環境委員会で３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

土地資産の全学的視点に立った効果的運用策について検討し，駐車場の整備を行っ 検討を行っている。

た。また，収支状況により資金に余裕が生じた場合は，国債・定期預金で運用するな 共用スペースの確保では，全学的な施設整備及び有効利用状況に関する調査を実施

ど，投資活動による収益獲得にも努めた。学内に分散している各種計測・分析機器を し，学部ごとの調査結果を報告することを決定し，さらに結果を基に計画の策定に着

有効活用する工夫は，乾燥地研究センターのＮＭＲ，附属病院の共焦点レーザー顕微 手することとした。

鏡などで実現できた。 そのほか，学内交通計画の見直し，駐車場の整備，ゴミ分別活動の開始，職員・学

生に環境手帳を配布，部局単位での環境美化活動の実施などを行った。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

労働安全衛生法等に対応するため，労務・衛生担当の人事管理課，環境・安全担当１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

の企画環境課を設置した。この二つの課を中心に，安全管理・危機管理・事故防止の常置委員会の一つとして，副学長が委員長となる評価委員会が活動を開始した。

ため，安全衛生管理規程の一部改正を行い，また，事業場ごとに安全衛生委員会を立これには，各学部から学部長または副学部長，事務部門からは総務部長，評価監査

ち上げ，労働安全衛生パトロール等を実施してきた。課長，学内共同教育研究施設から選出された教員が委員を構成しており，評価に関す

さらに，学生等の安全確保のため，実験・実習用に安全マニュアル，安全の手引きる全学的統括を行っている。これを支える部局別評価委員会は，各学部，連合農学研

を整備・配布し，周知徹底した。特に，新入生に対しての情報倫理教育の実施，職員究科，附属図書館，附属病院，乾燥地研究センター，大学教育総合センター及び事務

を対象としたセキュリティ研修の実施 「鳥取大学情報セキュリティ基本方針に関す部門に設置している。平成１６年度に扱った主な事項は， ，

る規則」や「鳥取大学附属学校における幼児児童生徒の安全確保及び学校の安全管理・自己点検・評価

に関する規程」を整備した。・機関別認証評価

施設の改善面では，農学部棟の改修工事に着手したこと，総合メディア基盤センタ・事業年度実績評価

ーの電子計算機システムのリプレースを図ったことが特筆される。・教員個人業績評価

・教員業績調査

Ⅵ 予算（人件費見積りを含む ，収支計画及び資金計画などであった。 。）

財務諸表及び決算報告書参照評価結果の活用には，多くの部門の痛みが伴うことから「企画調整会議」で戦略

を練ることとなっている。

Ⅶ 短期借入金の限度額

該当なし２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

， ， ， 。従来 大学はややもすると 広報活動を宣伝活動と混同し 不活発な領域であった

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画今回，総務部企画調整課に広報企画室を新設し，常置委員会の「広報委員会」を設置

附属病院の基幹・環境整備及び眼科用エキシマレーザー治療診断システム（設備）整することにより，ここを拠点に全学の広報マインド醸成に努めた。報道機関など外部

備に必要となる経費の長期借入に伴い，附属病院の敷地を担保に供した。機関を見学し，外部招聘講師の講演会を開催することによって，構成員の意識改革を

Ⅸ 余剰金の使途図ることができた。その結果，各部局毎に実施されていた広報活動が，全学的に統一

該当なし性を帯び，入学志願者，学生，学生報道機関，市町村，一般産業界などへ向けて発信

する情報量が飛躍的に増加した。

Ⅹ その他また，施行が平成１７年４月以降である「個人情報保護法」についても，広報委員

１ 施設・設備に関する計画会で準備した。

（三浦）研究棟改修，災害復旧の一部は平成１７年度に繰り越したが，災害復旧は

，（ ） ， 。Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 平成１７年７月末完了 三浦 研究棟改修は 平成１８年２月末に完了予定である

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

２ 人事に関する計画
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人事評価システム整備の一環として，事務・技術職員の評価に関する基本方針を定

め，システムの試行を開始した。また，柔軟で多様な人事制度構築を目指して，専門

性の高い職種の選考採用について就業規則に定め，兼職・兼業の弾力的運用，多様な

勤務形態の導入を図った。

， ， ，また 教員の流動性を増すため 任期を付して雇用する教員の職等の範囲を拡大し

外国人・女性などの教員公募採用を促進する方向で 「鳥取大学教員選考に関する基，

本方針」の適正運用を図った。

３ 中期目標期間を超える債務負担

長期借入金償還額は年度計画通り，１，５６０百万円であった。またＰＦＩ事業と

リース資産は該当がなかった。

４ 災害復旧に関する計画

平成１６年１０月に発生した台風２３号等により被災した施設は，運営費交付金及

び平成１６年度補正予算により速やかに復旧した。一部については，積雪により工事

ができないため，平成１６年度補正予算を平成１７年度に繰り越し，平成１７年７月

完了予定である。



- 9 -

鳥取大学

項 目 別 の 状 況

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

１ 教育に関する目標

（１）教育の成果に関する目標

１）シラバスに達成目標を記載し，科目毎に成果の評価を行うシステムを導入し，取得単位，グ

（ ）， ， ， ，中 レード・ポイント・アベレージ ＧＰＡ 進級状況 資格取得 卒業などのデータを蓄積し

成果の評価を行い，教育の改善に資する。

２）学生の授業評価，進学や卒業後の進路などから教育成果を評価し教育の改善に資する。期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○教養教育の成果に関する具体的 ○教養教育の成果に関する具体的 ○教養教育の成果に関する具体的目標の設定

目標の設定 目標の設定

１）グレード・ポイント・アベレ １）全学部にグレード・ポイント １）平成１５年度入学生からグレード・ポイント・アベレージ（ＧＰＡ）制度

ージ（ＧＰＡ)制度を導入し具体 ・アベレージ(ＧＰＡ)制度を導 を導入し，優秀学生育成奨学金受給者の選考，学生表彰規則に係る成績優秀

的な基準等を学生に「履修の手 入する。 者の選考等に利用している。

引き」等で公表する。 ［資料編：資料１を参照］

２）出席評価，試験問題の標準解

答（可能な限り）の公表等の評

価基準を明示し，さらに評価デ ２）ＧＰＡ制度の基準を「全学共 ２）ＧＰＡ制度の基準を「全学共通科目履修案内（平成１６年度 」に掲載し公）

ータを公表するシステムを構築 通科目履修案内」に掲載し公表 表している。

する。 する。 ［資料編：資料１を参照］

３）学部，大学それぞれで成績優

秀者，顕著な活動を行った者を

顕彰する現行の制度を継承する ３）シラバスに教育内容や授業計 ３）シラバスに成績の評価方法は掲載しているが，評価基準については平成１。

画に加えて，成績評価の基準を ７年度から掲載する。なお，平成１６年度からＷｅｂ上で閲覧できるように

掲載し，Ｗｅｂ上で閲覧できる している。

ようにする。 ［資料編：資料２を参照］

４ 学生表彰規則に基づき 大学 ４）鳥取大学学生表彰規則等に基づき，３年次終了時点での成績優秀者４人に） ， ，
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学部それぞれで成績優秀者，顕 優秀学生育成奨学金を支給した。また，卒業者の成績優秀者４人を学長表彰

著な活動を行った者を顕彰する したほか，各学部学科等においても成績優秀者を学部長表彰した。。

［資料編：資料３を参照］

○卒業後の進路等に関する具体的 ○卒業後の進路等に関する具体的 ○卒業後の進路等に関する具体的目標の設定

目標の設定 目標の設定

１）各学部において修得した専門 １）各種国家試験や専門性を活か １）各種国家試験や専門性を活かした資格取得試験等の合格率・資格取得率を

的知識を生かして社会貢献でき した資格取得試験等の合格率・ 向上させるため，公務員講座の開設，資格取得に関する情報提供，ゼミの開

るよう 適切な就職・進路指導 資格取得率を向上させるための 講，就職情報の提供，ガイダンス等を行うとともに適切な指導を行い，合格， ，

各種国家試験受験指導等に一層 情報提供やガイダンスを行う。 率・資格取得率の向上に努めた。また，医師，看護師等の国家試験説明会を

努力をする。 開催し，受験に関して適切な指導を行った。

２）資格取得を目指した教育カリ ２）地域学部における日本語教師・保育士，工学部における教員免許，農学部

キュラム等の検討を行う。 における測量士補，技術士補，食品衛生管理者，食品衛生監視員，樹木医，

教員免許などの資格取得を目指した教育カリキュラムを整備した。また，医

学部生命科学科において，バイオ技術の資格取得の合格率向上のため，より

充実したカリキュラムとすべく検討を開始した。

３）就職相談室を設け，就職・進 ３）学生部生活支援課に就職相談室を設置し，就職情報の提供，就職相談 「就，

路指導体制を確立する。 職準備セミナー 「鳥取大学企業合同説明会」等を開催し，学生の就職支援を」

行った。また各学部においても，就職指導委員会を設置して就職指導を行っ

たり，就職相談室の開設（週１回程度 ，情報検索用パソコンの設置・充実，）

就職指導マニュアルの整備や就職担当教員を配置して学生の就職・進路指導

体制が図られている。

４ 就職状況 進学状況を把握し ４）３年次学生を対象に進路希望アンケート調査を実施し，卒業時に就職情報） ， ，

その結果を進路指導等に活用す 統計システムにより就職状況，進学状況を把握して進路指導等に活用してい

る。 る。また，就職指導委員，就職部会で就職情報，就職状況等を把握し，進路

指導に当たっている。

○教育の成果・効果の検証に関す ○教育の成果・効果の検証に関す ○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策

る具体的方策 る具体的方策

） ，１）教育の成果・効果を検証する １）教育の成果・効果を検証する １ 教育の成果・効果を検証する大学教育総合センターの教育研究開発部では

ための方法等を検討する機能を ため，大学教育総合センターの 専任教員を配置する体制は取れなかったが，早急に配置するよう計画中であ

大学教育総合センターに付して 教育研究開発部に専任教員を配 る。なお，医学部においては，教育の成果・効果の検証，向上と，卒前教育

検討・実施を行う。 置する等，体制の充実を図る。 から卒後教育まで総合的に支援する学部教育支援室，大学院教育支援室及び

２ 卒業後の進路の分析を通して 卒後臨床研修センターを統合した「総合医学教育センター（仮称 」の設置に） ， ）

成果の目標の妥当性をチェック ついて，ワーキングを設置し検討を開始した。また，工学部においては，ほ

し改善できる体制を作る。 ぼ全講義に対する授業評価アンケートの実施体制を整えた。受講学生へ講義

の狙い，及び学習すべきことを自覚させるため，シラバスの統一的記載を通

じた内容の充実を積極的に図り，ホームページからの閲覧も可能にした。

受講学生に講義内容の修得度を明示しうるよう，学生への答案の返却，控

えの保管を推進した。
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２）学生の履修状況，単位取得状 ２）教育支援委員会，教授方法改善専門委員会及び大学教育総合センターが協

況，授業評価，卒業後の進路等 力して，授業参観を実施し，その際，参加した学生・教員の双方から授業ア

を分析して，教育の成果・効果 ンケートをとり，比較・検討を行った。大学教育総合センター独自の取組と

を検証するための方法等を検討 して，コーディネーター方式による実験的な公開授業を実施して，これによ

する。 り授業の改善（学生参加型授業の試み）がどの程度実現したかについてのア

ンケート調査を行った。また，工学部においては，３学科において，卒業生

・雇用企業等に対するアンケート調査を実施し，結果をカリキュラムや教育

方法の改善に利用し，農学部においても，学生の履修状況，成績を半期毎に

保護者に送付している。
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鳥取大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

１ 教育に関する目標

（２）教育内容等に関する目標

１）学士課程入試の目標

①多様な選抜方法の導入を図る （一般，推薦，アドミッション・オフィス（ＡＯ）入試等）。

②受験生の能力・適性の多面的評価を行う （ＡＯ入試）。

③受検教科・科目の適正な設定を行う。中

④編入学の活用を図る。

２）教育方法等の目標

①設定した教育目標に即して教育課程を編成し，体系的な授業内容を提供する。期

②講義，演習，実験及び実習を適切にカリキュラムに取り入れる。

③学術知識を実践に結び付けて活用できる機会を提供する。

④学習指導等の改善については，個人のみならず，組織的にも行うことを検討する。目

⑤基礎学力の向上を図る。

⑥技術者教育については，日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）からの認定を受ける。

３）大学院課程の目標標

①専門性を付与する。

②社会との接点の開発を行う。

③国際性を付与する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○アドミッション・ポリシーに応 ○アドミッション・ポリシーに応 ○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策

じた入学者選抜を実現するため じた入学者選抜を実現するため

の具体的方策 の具体的方策

１ 「知」のみならず，強い「実践 １ アドミッション・オフィス Ａ １）アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するために，アドミ） ） （

的マインド」を有する学生の受 Ｏ）入試及び推薦入試など多様 ッション・オフィス（ＡＯ）入試及び推薦入試を実施した。

け入れ方策を適切に講ずる。 な選抜方法による入学者選抜を 学力のみならず，多面的な評価方法を実施することについて，より成果が

２）アドミッションセンターは， 実施することによって，学力の 現れるよう入試に関する委員会を統廃合し，機動性を高めた。また，学部・

各学部から提示されたアドミッ みならず，問題意識，問題解決 学科ごとにアドミッション・オフィス入試及び推薦入試の定員を見直した。

ション・ポリシーに応じた，学 への関心度など，能力・適性を アドミッション・オフィス（ＡＯ）入試については，入試制度専門委員会

生をリクルートすることに務め 多面的に評価して 「実践的マイ 等で議論を重ね，入試方法改善に努力した。また，入試実施後には出願者の，

， ，る。 ンド」を有する学生の確保に努 高等学校及び合格者にアンケート調査を実施し 結果を分析することにより

める。 より信頼性や妥当性の高い入学者選抜方法を構築するための努力を行った。

［資料編：資料４を参照］

２）ＡＯ入試の第１次選考におい ２）ＡＯ入試第１次選考に面接を導入した。面接の導入と並行し，受験者の時

て，面接を導入することによっ 間的・経済的負担を軽減するために，第１次選考の試験会場を東京，大阪，

て各学部・学科のアドミッショ 岡山，福岡の４会場を設けた。ＡＯ入試実施後に行った出願者の高等学校及
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ン・ポリシーに応じた意欲ある び合格者を対象としたアンケート調査では，面接試験導入，地方会場設置に

学生を獲得する方法について更 対して，肯定的な回答を数多く得た。より丁寧な選抜方法を実現させたこと

に検討する。 に加えて，一般的にＡＯ入試導入２年目には減少する傾向にある出願者数を

減少させないという成果を得た。また，県外からの志願者数を増加させた。

［資料編：資料５を参照］

昨年度まで各学部が中心となり実施していた大学説明会をリニューア３）各学部・学科の特色及びアド ３）

ルして，全学実施体制による「オープンキャンパス２００４」を実施しミッション・ポリシーに基づい

た。 による高校訪問や進学説明会等で事前告知をたオープンキャンパスの充実を アドミッションセンター

行い，昨年比約１３０％増の参加者があり，約１００名のボランティア図り，魅力ある内容とすること

学生や学生部・各センター，各学部教職員参加による全学体制で実施しによって参加者が増加するよう

た結果，参加者アンケートから参加者の高い満足度が窺われる成果を得に努める。

た。

医学部においては，医療現場を実際に見学させ，在学中の臨床実習また，

の内容，卒業後の自身の業務・役割等が理解できるように努めたり，大学教

員と保護者並びに高校教師と懇談会を実施した。地域学部及び工学部におい

ても，県下の高校へ学部・学科紹介に赴いた。特に工学部で ，父兄も参加は

する形で学部，学科の教育内容，特色を説明し，研究施設・設備の見学会も

行っている。

［資料編：資料６を参照］

４）アドミッションセンター及び ４）アドミッションセンターを中心に各学部の協力のもと１７３校の高校を訪

各学部は，アドミッション・ポ 問し，進学相談会等に８２回参加し，アドミッション・ポリシー及び本学の

リシーを高等学校等に対して広 特色，入試制度等の告知を行った。また，入試課，アドミッションセンター

報誌，ホームページ等を利用し とセクションに分離して運営していたホームページを一本化し，入学者向け

周知する。 のページへとリニューアルした。また，ホームページについては，学内サー

バーがダウンし復旧が遅れるという万が一の事態にも対応して，外部サーバ

ーによるホスティングを行った。また，民間企業が運営する大学進学情報サ

イト，大学進学情報誌に積極的に大学情報を掲載し，アドミッション・ポリ

シー及び本学の特色等を積極的に告知した。

５）ＡＯ入試及び推薦入試で入学 ５）入学者選抜法研究委員会にワーキンググループを設置し，昨年度まで実施

した学生の追跡調査を行う。 していなかった全学統一フォーマットでの入試区分ごとの入学後成績追跡調

査を，１９９９年から２００３年度の期間について実施し，報告書を作成中

である。

なお，ＡＯ入試については，ＡＯ入試導入１年目であるため，次年度以降

実施する。

［資料編：資料７を参照］

入試電算システムについて，平成１７年度（平成１６年度実施）入試６）多様な選抜方法が円滑に処理 ６）

の多様な選抜試験が円滑に処理できるように，各々の選抜要項に基づいできる入試電算システムを検討

てプログラムの修正等を行い，各選抜試験実施に対応し，問題無く進行する。

している。

○教育理念等に応じた教育課程を ○教育理念等に応じた教育課程を ○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策

編成するための具体的方策 編成するための具体的方策

１）モチベーションの醸成を促す １）モチベーションの醸成を促す １）モチベーションの醸成を促す授業科目として，早期体験実習などの導入，

教育の取り組みを具体化する。 教育の取り組みの具体化を推進 １年生２００名を６名ずつのグループに分け ３０数名の教員が担当する 農， 「
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」 ， 。 ，２）将来，職として専門性を生か する。 学少人数ゼミ を専門基礎科目として開設し 取り組みを進めている また

せる教育課程の編成という狭義 大学入門ゼミ，地域実習関連の授業を通して，少人数制や分野横断的な体制

な視点及びより成熟した社会を を組んできめ細かな教育に取り組んでいる。

目指すために必要であるという

教育課程の編成等多様な視点で

の教育課程編成が可能となる体 ２ 学術交流協定締結校と連携し ２）韓国釜慶大学校とのダブル・ディグリー（Ｄｏｕｂｌｅ Ｄｅｇｒｅｅ：2） ，

制をとる。 ダブル・ディグリー（Ｄｏｕｂ つの学位）取得留学制度に関する協定を締結した。

３）倫理教育，安全教育，環境問 ｌｅ Ｄｅｇｒｅｅ：２つの学 ［資料編：資料８を参照］

題に関する教育を充実し，責任 位）取得留学制度の導入を推進

意識の高い技術者・研究者の養 する。

成を図る。

４）技術系学科では，日本技術者

教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）の ３）教育課程の現状を把握し，倫 ３）各学部において倫理，安全，環境問題等の社会の要請・課題に取り組み，

認定の取得を拡大して，国際的 理，安全，環境問題等の社会の 問題解決する能力を持つ人材育成に資する教育課程となるよう教育課程を見

に通用する技術者の養成を図る 要請・課題に取り組み，問題解 直し，関連科目を開設している。例えば，地域学部における，人権，環境，。

５）技術経営（マネージメント・ 決する能力を持つ人材育成に資 多文化共有，公共性の再構築などの社会の要請に応える内容の充実。医学部

オブ・テクノロジー＝ＭＯＴ） する教育課程となるよう教育課 における，人間関係作り体験実習などの導入，保健学科では新カリキュラム

教育を導入し，高度技術者の養 程を見直し，整備する。 を編成し，倫理関係の講義等を追加。工学部においては，１６年度中に各学

成を図る。 科で 工学倫理 に関する科目の設置もしくはその教育内容を現存の科目 情「 」 （

報リテラシ，大学入門ゼミなどの全学共通科目，あるいは演習科目の一部）

に取り入れる等の教育課程の見直し，整備が進められている。

４）社会が要請している即戦力を ４）医学部ではスペシャリスト養成のためチュートリアルや自習を多用してお

備えた技術者の養成をするため り，工学部・農学部においては特色ある大学教育支援プログラム「アウエア

に，実践的な教育（例えば，も ネスを持った学生づくり教育」の実施，農学部では現代的教育ニーズ取組支

のづくり教育）の充実を図る。 援プログラムの中・四国１０大学による「里山フィールド教育 （分担）の１」

７年度実施予定等により実践的な教育の充実を図っている。また，工学部に

おいては，平成１６年度に「ものづくり教育実践センター」が設置され，よ

り実践的なものづくり教育が行える環境が整備された。さらに平成１６年度

（ ， 。に鳥取大学ベンチャー・ビジネスラ・ボラトリー 以下 ＶＢＬと略記する

）が竣工・開所し，地元産業と密着した活動を展開し始めた。これに関連し

て，大学院対象の「技術経営論 「ＭＯＴプロジェクト研究Ⅰ 「ＭＯＴプロ」 」

ジェクト研究Ⅱ」が平成１７年度から実施されることとなり，実践的な技術

社会の者教育の強化につながることが期待されている。ＶＢＬにおいては，

要請に応えられる高度の専門的職業人の養成の方策としてＭＯＴ教育プログ

ラムを推進し，１６年度はその試行年度として実践プログラムを実施して，

約７０名の受講生，１２名のグループワーク参加者を得た。

［資料編：資料９～１１を参照］

５）技術系学科では，日本技術者 ５）工学部において，平成１４年度に土木工学科，平成１５年度に電気電子工

教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）の 学科，社会開発システム工学科がＪＡＢＥＥより技術者教育プログラムと認

認定の取得を推進する。 定された。さらに，平成１６年度４月より，ＪＡＢＥＥ対応強化のため，工

学部ＪＡＢＥＥ－ＷＧを立ち上げ，工学部全８学科がＪＡＢＥＥ認定を受け

るべく，学科共通の課題である全学共通科目（一般教養科目）の講義資料収

集等，鋭意努力している。

また，農学部においても認定取得に向けて計画中である。

６）技術経営（マネージメント・ ６）工学部では，平成１５年１１月からＭＯＴ教育ワーキングを立ち上げ，鳥
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オブ・テクノロジー＝ＭＯＴ） 取県の活動や地域のニーズと連携しながら，鳥取大学独自のＭＯＴプログラ

教育の導入を検討する。 ムを実施することとなった 「技術経営論」の授業を１６年度に試験的に実施。

し，１７年度から工学研究科（博士前期課程）の共通科目として「技術経営

論 「ＭＯＴプロジェクトⅠ」及び「ＭＯＴプロジェクトⅡ」を教育課程表」，

に掲げ，本格的なカリキュラムをスタートさせた。また，ＶＢＬを中心に，

，ＭＯＴ教育推進のためにＭＯＴイノベーションスクールを１７年度に設置し

社会人を中心に受け入れ，実践的な技術課題及び経営課題解決型のワークシ

ョップを展開する。

○授業形態，学習指導法等に関す ○授業形態，学習指導法等に関す ○授業形態，学習指導法等に関する具体的方策

る具体的方策 る具体的方策

１）大学教育総合センターの教育 １）Ⅰ-１-(１)の「教育の成果・ １）大学教育総合センターにおいて，コミュニケーション英語の共通テキスト

研究開発部の機能を充実させて 効果の検証に関する具体的方策 作成，物理学実験演習及び化学実験演習の実験指導書作成等，教科ごとに推， 」

教材の有効利用及び教科毎の指 に記載したとおり大学教育総合 進している。また，情報リテラシの授業でパソコンを使用し，コミュニケー

導法の研究開発を行う。 センターを充実し，教材の有効 ション英語においてもパソコンを利用してＣＡＬＬ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ Ａ

２）上記開発を踏まえた実践が行 利用及び教科毎の指導法の研究 ｓｓｉｓｔｅｄ Ｌａｎｇｕａｇｅ Ｌｅａｒｎｉｎｇ）を実施している。

われるよう指導し，チェックす 開発を推進する。

。る機関を教育研究評議会に置く

３）情報通信技術（ＩＴ）を活用 ２）総合メディア基盤センターと ２）総合メディア基盤センターと大学教育総合センター及び各学部等の連携を

， ， ，した講義の拡充を図るためにソ 大学教育総合センター等が連携 図りながら シラバス 授業資料のＷｅｂ上での公開ソフトの開発や講義室

フトとハードの両面の整備・活 して，情報通信技術（ＩＴ）を 自習室，コンピュータ演習室等にＬＡＮの設備等の教育用ネットワーク・教

用を図る。 活用した講義の拡充を図るため 育環境の整備を進めている。また，リプレイスによりｅ－Ｌｅａｒｎｉｎｇ

のソフト開発を更に検討すると システムの導入を行い，リプレイス機器の更新とアプリケーション・ソフト

ともに，ハード面の整備に努め ウェアの充実により，専門教育並びに大学院教育における情報教育環境が整

る。 備された。

３）学生が自宅で講義の復習がで ３）１５年度入学生からパソコンの所持を義務づけ，語学教育，教材の補助，

きる遠隔学習システムの構築を 発音練習等に活用されている。また，学生用ｅ－ｍａｉｌを学外から使用で

進める。 きるようになった。さらに，ｅ－Ｌｅａｒｎｉｎｇシステム，英語自習シス

テムｅ－ｓｉａを学外から利用できるシステムの構築，ＣＡＬＬシステムの

学外からの使用方法についても検討している。

○適切な成績評価等の実施に関す ○適切な成績評価等の実施に関す ○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策

る具体的方策 る具体的方策

１）成績評価基準をシラバスに明 １）Ⅰ-1-(１)の「教養教育の成果 １）全学部にＧＰＡ制度を導入している。シラバスは１６年度からＷｅｂ上で

示し，評価基準の妥当性に関し に関する具体的目標の設定」に 閲覧できるようになっており，成績の評価方法は掲載しているが，評価基準

外部評価を受ける。 記載したとおり全学部にＧＰＡ については１７年度から掲載する。

制度を導入し，その成績評価基

準を「シラバス」に掲載すると

ともに，Ｗｅｂ上で閲覧できる

ようにする。

２）ＧＰＡ制度を導入した成果を ２）大学教育総合センターにおいて，不履修者の分析を行い，ＧＰＡ制度を活

分析し，その結果を教授方法改 用した教授方法改善システムを今後検討する。

善に反映させるシステムを検討

する。
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鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

１ 教育に関する目標

（３）教育の実施体制等に関する目標

１）教員採用に当たっては，大学において定めた「教員選考に関する基本方針」の遵守を義務づ

けるとともに，組織の弾力的編成を図る。中

２）教育支援スタッフの活用に関しては，人事委員会で検討し，教育支援体制の充実を図る。期

３）本学における現行の施設有効活用に関する規定等を継承し，施設の有効活用を図る。目

４）わかりやすい講義を行うための創意工夫に取り組む意欲を喚起する仕組みを構築し，実行す標

る。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○適切な職員の配置等に関する具 ○適切な職員の配置等に関する具 ○適切な職員の配置等に関する具体的方策

体的方策 体的方策

） ， ，１）大学として職員の適切な配置 １）大学として職員の適切な配置 １ 人事に関する基本方針の策定に関すること 職員の配置計画に関すること

を決めうる体制を構築する。 を検討する人事委員会等を設置 その他人事に関する重要な事項を審議する人事委員会を設置した。

する。

２）教育支援スタッフの活用に関 ２）平成２０年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

， ，しては 人事委員会等で検討し

教育支援体制の充実を図る。

３）教育支援委員会は，非常勤講 ３）平成１７年度の非常勤講師任用に当たって，各学部等からヒヤリングを行

師の在り方，採用の方針等につ い，今後，非常勤講師の在り方，採用の方針等について検討する。

いて検討する。

○教育に必要な設備，図書館，情 ○教育に必要な設備，図書館，情 ○教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策

報ネットワーク等 の活用・整備 報ネットワーク等の活用・整備

の具体的方策 の具体的方策

１）講義室・演習室の電子管理を １）学生のノート型パソコン必携 １）１５年度入学生からノート型パソコンを必携化し，２年次までが必携とな

行う。 化を促進する。 り，平成１７年度には３年次までが必携となる。

２）図書資料のオンライン目録の

整備充実を図る。
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３ 電子ジャーナルの充実を図る ２）全学共通科目の必修科目「情 ２）ノート型パソコンを利用した授業は１５年度から実施しており，専門教育） 。

４）教育関連の電子掲示板の整備 報リテラシ 「英語ＣＡＬＬ」 における電子メール利用は一部で行われている。例えば，医学部生命科学科」，

を行う。 でノート型パソコンを利用した では，必携パソコンを活用した「構造生物学・バイオフォーマティクス」の

５）学生にパソコンを必携とし， 授業を行うとともに，専門教育 開講，農学部では，大学入門ゼミを始め，作物管理学，作物生産学実験，応

教育研究へのパソコン活用を図 においても電子メールによる課 用生命科学実験，生産環境化学実験等の講義・実験で電子メールによるレポ

る。また，そのための教室，図 題の提出や質疑応答など積極的 ート等の提出，質疑応答を行っている。さらにＨＰを利用した模範解答提示

書館等の設備充実を図る。 な活用を動機づける授業を展開 （植物育種学 ，パワーポイントで作成した講義資料をＣＤあるいはメール添）

する。 付により学生に配布（有機化学，分子生物学など）している。

必携パソコン利用については，総合メディア基盤センター担当の主題科目

Ｅ「インターネット・テクノロジ」では，前期で情報リテラシを受講した学

， 。生を対象に より高度な情報ネットワークの原理・仕組み等を講義している

この際，本講義の出欠確認はもちろん毎回の講義レポート提出，課題レポー

ト提出，Ｑ＆Ａのすべてに対して必携パソコンを利用させている。

） ， ， ，３）総合メディア基盤センターと ３ 学長裁量経費を得て 総合メディア基盤センター 大学教育総合センター

大学教育総合センターが協力し 各学部の教員により「共通教育における情報教育の検討」を行い，報告書を

て次期情報リテラシプログラム 提出した。その報告に基づき，情報教育専門委員会で検討することとなって

の開発及び教科書作成の検討を いる。

行う。 ［資料編：資料１２を参照］

４）附属図書館の学生用パソコン ４）附属図書館情報メディアルーム内のパソコン４０台を更新するとともに，

の更新や共通教育棟・医学部講 情報メディアルーム内の机・椅子を更新し，ハード面ならびに利用環境面の

義棟の講義室の教育用ネットワ 両面からの整備を実施した。また，情報メディアルームのパソコン利用につ

ーク，情報コンセント等ハード いては，個人認証システムを新たに導入し，セキュリティの強化を図った。

面及び教育用ネットワークのセ さらに，医学部講義等への教育用ネットワークの整備を図った。

キュリティーの向上など両面か

らの整備・充実に努める。

５）図書資料のオンライン目録の ５）図書資料のオンライン目録の整備充実を図るため，２５，０００冊のデー

整備充実を図るため，データの タの遡及入力を実施した。平成１７年度も３０，０００冊を目標に継続実施

遡及入力を行う。 する。

６）教育研究の支援体制を充実さ ６）教育研究の支援体制を充実させるため，電子ジャーナル約５，０００誌を

せるため，電子ジャーナルの契 利用できるようにした。平成１７年度に向けては学術資料費の増額ならびに

約対象誌を増やす。 中央経費化を実現させた。

７）学生への授業に関する連絡事 ７）電子掲示板を学生センター（共通教育棟 ，大学会館，医学部に設置し，学）

項や情報の周知を迅速かつ確実 生への授業に関する連絡事項や情報の周知を図っている。また，各学部等に

にするため，ホームページの充 おいてホームページの充実に務めている。

実等を検討する。

８）講義室・演習室を効率的に供 ８）学務支援システムを１７年度から導入するので，このシステムに加えるこ

用するため，電子管理システム とを今後検討する。

を検討する。
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○教育活動の評価及び評価結果を ○教育活動の評価及び評価結果を ○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策

質の改善につなげるための具体 質の改善につなげるための具体

的方策 的方策

） ，１）教員の教育業績評価システム １）評価委員会において，教員の １ 本学評価委員会で教員の個人業績評価システムについて検討・審議を行い

を確立する。それを受けて処遇 個人業績評価システムを作成 「鳥取大学における教員の個人業績評価の実施要項 （平成１５年７月９日評」

） 。 ， 。の方法を定める。 し，その評価が給与等の処遇に 議会決定 を策定した 平成１５年度に試行し 平成１６年度から開始した

２）学生，教員相互の授業評価な 反映されるよう検討する。 その評価の結果が給与等の処遇に反映されるような具現化については，平成

どを踏まえ，評価の有効性など １７年度以降に検討する。

を検討する教員を大学教育総合 ［資料編：資料１３を参照］

センターへ配置する．

３）評価結果を踏まえて，学部長 ２）学生，教員相互の授業評価な ２）学生，教員相互の授業評価などを踏まえ，評価の有効性などを検討する教

は研修必要者にファカルティ・ どを踏まえ，評価の有効性など 員を，大学教育総合センターに配置する体制は取れなかったが，早急に配置

ディベロップメント（ＦＤ）研 を検討する教員を大学教育総合 するよう計画中である。

修会への積極的な出席を促す。 センターへ配置することを検討

する。

３）学部長は研修必要者にファカ ３）各学部において講演会，公開授業などへの出席を促しており，出席をとっ

。 ， ， （ ）ルティ・ディベロップメント ている 例えば 地域学部では 学部独自のＦＤ研修会を開催 参加４４人

（ＦＤ）研修会への出席を促す して学部が抱える教育の問題点を共有する一方，現行のＦＤに関わる諸施策

など教員の資質向上に努める。 を評価し，ＦＤの実施内容について改善に努めている。工学部では，独自の

， 。ＦＤ研修講演会を実施し ＪＡＢＥＥ制度を通じた教育改善の研鑽を図った

優秀授業の教員の顕彰のための評価項目の精査準備に着手している。

４）学生による授業評価を効果的 ４）教授方法改善専門委員会において学生と教員との同時授業評価を行い，学

に利用するための方策を検討す 生評価の客観性の検討を始めた。また，大学教育総合センターにおいて，全

る。 学共通科目に関する授業評価のアンケートを在学生と卒業生に対して行い，

評価の有効性を検証している。

［資料編：資料１４を参照］

○教材，学習指導法等に関する研 ○教材，学習指導法等に関する研 ○教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策

究開発及びＦＤに関する具体的 究開発及びＦＤに関する具体的

方策 方策

１）大学教育総合センターの教育 １）Ⅰ-１-(１)の「教育の成果・ １）大学教育総合センターにおいて，コミュニケーション英語の共通テキスト

研究開発部の機能を充実させ 効果の検証に関する具体的方 の改訂版を作成，物理学実験演習及び化学実験演習の実験指導書作成等，教

て，教材の有効利用及び教科毎 策 ，Ⅰ-1-(２)の「授業形態， 科ごとに推進している。また 「主題科目」等，全学共通科目の改善を図るた」 ，

の指導法の研究開発を行うとと 学習指導法等に関する具体的方 め，見直しワーキング・グループを設けてカリキュラムの再編を始めた。

もに，教育支援委員会において 策」に記載したとおり大学教育

全学的な改善が図れるようなシ 総合センターを充実し，教材の

ステムを構築する。 有効利用及び教科毎の指導法の

２）メディア教育にかかるものに 研究開発を推進するとともに，

ついては，情報委員会，総合メ 教育支援委員会で全学的な改善

ディア基盤センター，大学教育 が図れるシステムの構築を推進

総合センター及び附属図書館で する。

連携をとりながら進めていく。

３）ファカルティ・ディベロップ

メント（ＦＤ）の目標を達成す ２）メディア教育の在り方を継続 ２）新たに学術情報部を新設し，総合メディア基盤センターならびに附属図書

るために教授方法改善専門委員 して検討するため 情報委員会 館の組織的一体化のための整備を行うとともに，大学教育総合センターの授， ，
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会の責任として，次の３項目を 総合メディア基盤センター，大 業である「情報リテラシ」の中で図書・資料検索などを附属図書館職員と連

実施する。 学教育総合センター及び附属図 携して行った。

①ＦＤの研修会等を実施する。 書館の連携体制を整備する。

②教育改善の取り組みの成果の

評価方法とそれをフィードバ

ックするシステムの整備を行 ３）総合メディア基盤センターは ３）総合メディア基盤センター（鳥取地区）及び同サブセンター（米子地区）

う。 職員に対する情報メディア研修 において，教職員を対象に情報セキュリティを含めた研修会を実施した。

③学生による授業評価の効果的 を実施するとともに，教育用コ また，鳥取地区と米子地区ともに，教育用コンテンツの作成を支援する相

な利用のための方策の検討と ンテンツの作成を支援する窓口 談窓口を設置している。

推進を行う。 を開設する。

４）教授方法改善委員会で教育改 ４）教授方法改善専門委員会で今後検討する。

善の取り組みの成果の評価方

法，その結果を活用するシステ

ムを検討する。

５）学生参加型のＦＤ研修会等を ５）教授方法改善専門委員会と大学教育総合センターの共催により６月２９日

企画・実施する。 に学生参加型のＦＤ研修会を実施し，約４００人の学生が参加した。また，

地域学部では，個人を対象とするＦＤを見直し，学科毎のＦＤを促進させる

ため，学科におけるＦＤ実践の交流を図る研修会を行った。

○全国共同教育，学内共同教育等 ○全国共同教育，学内共同教育等 ○全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策

に関する具体的方策 に関する具体的方策

１）スペース・コラボレーション １）スペース・コラボレーション １）スペース・コラボレーション・システム（ＳＣＳ）を利用して，大学教育

・システム（ＳＣＳ）を利用し ・システム（ＳＣＳ）を利用し 総合センターにおいて，中国・四国地区国立大学間共同授業を８月９日から

た教育に積極的に参加する。 て中国・四国地区国立大学間共 １２日にかけて 「世界平和を考える」というテーマで実施した。また，大学，

２）他学部開設講義の受講を推進 同授業を主催する。 院連合農学研究科においても以下のようにＳＣＳを用いたゼミナール等を実

する。 施した。

３）国内外の乾燥地科学を志すポ ①全国の４連合農学研究科合同の「連合一般ゼミナール（日本語）；６月

ストドクター，大学院生，研究 ２４日，２５日」において議長局を務めた。

生等を積極的に受け入れ，海外 ②全国の４連合農学研究科合同の「連合一般ゼミナール（英語）；１１月

基地などにおける教育を通じ ２４～２６日」に参加した。

て，世界に通用する人材育成を ③共通セミナー（特別セミナー）を三構成大学間で実施した （８月４～６。

行うために全国共同利用施設の 日）

乾燥地研究センタ－を活用す

る。

４）情報通信技術・情報メディア ２）米子地区でのＳＣＳ利用につ ２）米子地区でのＳＣＳ利用について，ＳＣＳの映像及び音声を学内ＬＡＮ経

に関連した教育，高速ネットワ いては，学内ＬＡＮを利用する 由で米子キャンパスへ送信し，視聴するテストを実施し，技術的に可能であ

ークを用いた米子キャンパスと 方法などを検討する。 ることを確認した。

の学内共同教育の充実を図るた

め総合メディア基盤センターを

活用する。 ３）他学部開設講義の受講を推進 ３）各学部において，教職科目を中心に実施しているほか，大学院工学研究科

５）各分野の専門性を生かし，各 する。 にＭＯＴ科目を１７年度から開講することとし，今後は，この授業の受講推

学部・大学院と連携して学部・ 進を図る。あるいは，農学部生物資源環境学科では，他学部・他学科等の授

大学院教育及び研究者教育の支 業科目を１０単位まで卒業所要単位として認めていたものを，平成１７年度

援を行う。また 「組換えＤＮＡ 入学生から２０単位まで認めることとした。また，医学部３学科間について，

実験指針 「動物愛護法 「実 は，合同講義を実施している。」， 」，

験動物の飼養及び管理に関する
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基準 「放射線安全管理」及び」，

「特殊機器の利用」を基本とし ４）乾燥地研究センターは，国内 ４）平成１６年度に，国内外の乾燥地科学を志すポストドクター１５名（ＣＯ

た知識・技術の理解と普及を図 外の乾燥地科学を志す，ポスト Ｅ研究員１０名，研究機関研究員４名，日本学術振興会研究員１名 ，大学院）

るため生命機能研究支援センタ ドクター，大学院生，研究生等 生４８名（博士課程１７名，修士課程３１名 ，研究生４名を受け入れた。そ）

ーを活用する。 を積極的に受け入れ，海外の提 のうち，海外教育研究基地である国際乾燥地域農業研究センター（ＩＣＡＲ

６）大学教育の改善のための核と 携機関等における教育を通じ ＤＡ）に，ポストドクター１名，博士課程学生１名を２ヶ月間派遣するとと

して教育目的・目標に即した教 て，乾燥地科学に優れた国際的 もに，ポストドクター１名を派遣期間１年６ヶ月の予定で派遣中である。

育課程の見直しを行い，授業評 な人材の育成を行う。特に博士 また，日本学術振興会の拠点大学交流事業で中国科学院水土保持研究所と

価等を生かした授業実施体制を 課程の学生等に対しては 「乾 実施中の「中国内陸部における砂漠化防止と開発利用に関する基礎研究」の，

組み，それとともにＦＤ活動及 燥地科学プログラム（２１世紀 正式メンバーとしてポストドクター３名，博士課程学生３名を登用した。

び自己点検・評価を積極的に推 ＣＯＥプログラム 」等で開設）

進するために大学教育総合セン する海外研究教育基地における

ターを活用する。 長期インターンシップによる教

育，及び「中国内陸部における

砂漠化防止と開発利用に関する

基礎的研究」等の正式メンバー

への登用を推進する。

５）国内外の国際水準の研究者に ５）国連大学との共催による国際会議，ワークシップ（５月 ，中国科学院水土）

よる公開セミナー等を通じて， 保持研究所との日中合同セミナー（１１月）及び国内外研究者による公開セ

乾燥地科学の専門知識を超えて ミナー（１０回 ，公開勉強会（黄土高原セミナー等６回 ，国外客員セミナ） ）

共有する機会を積極的に増や ー（９回）を開催し，学術レベルの向上を図った。

す。

６ 総合メディア基盤センターは ６）平成１６年４月から，鳥取情報ハイウエイを活用して，鳥取～米子間の情） ，

鳥取情報ハイウエイを有効利用 報通信を行い，遠隔講義，会議，講演などに活用している。

し，鳥取～米子間の遠隔講義の

開設を推進するとともに，安定

稼働するよう措置する。

７）各学部と大学院が連携して学 ７）大学院医学系研究科機能再生医科学専攻では，医学専攻及び生命科学専攻

内共同教育等を推進するための の大学院学生の指導を実施中で，医学科では生命科学科卒業研究学生及び生

システムについて検討する。 命科学専攻学生を，生命科学科では医学専攻学生を受け入れ，指導を実施し

ている。その他の学部については今後検討する。

８）生命機能研究支援センターを ８）生命機能研究支援センターの有効的な活用について，平成１６年度は，Ｖ

有効的に活用するための方策に ＢＬ内に機器分析分野を設けて鳥取地区での拠点を整備し，米子地区と連携

ついて検討する。 した研究支援活動を開始した。

○学部・研究科等の教育実施体制 ○学部・研究科等の教育実施体制 ○学部・研究科等の教育実施体制に関する特記事項

に関する特記事項 に関する特記事項

１）連合農学研究科は，鳥取大学 １）従来の連合農学研究科の設置 １）鳥取大学大学院連合農学研究科の設置および運営に関する構成国立大学法

を設置大学とし，島根大学，山 目的を達成するための教育研究 人間協定書等を締結した（４月 。また，本学が主管校となって全国連合農学）

口大学を参加大学として連合す を継続して実施すると共に，今 研究科長会議（１０月２８，２９日）を開催し，連合農学研究科の在り方，

ることによって，一大学では成 後の連合農学研究科の在り方に 将来構想について検討した。さらに，年１０回の代議委員会，年２回の研究

し得ない高い専門性と国際性を ついて検討する。 科委員会において３大学（鳥取，島根，山口）それぞれの学内の諸状況につ

有し，かつ地域社会に貢献でき いて情報交換を行い，連合形態の維持について検討した。

る高度な農学教育を実施する。 ［資料編：資料１５を参照］
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鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

１ 教育に関する目標

（４）学生への支援に関する目標

１）学習に関する環境や相談体制を整え，学習支援を効果的に行う。

中

２）福利厚生・経済支援・学生相談・就職指導の充実を図る。

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○学習相談・助言・支援の組織的 ○学習相談・助言・支援の組織的 ○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策

対応に関する具体的方策 対応に関する具体的方策

１）学生の理解度に対応した学習 【学習支援体制の充実】 【学習支援体制の充実】

支援体制を充実する （例えばテ １）教育支援委員会において学生 １）全学部において，ティーチング・アシスタントを採用している。また，オ。

ィーチング・アシスタント（Ｔ の理解度に対応した学習支援体 フィスアワーを実施している。例えば，地域学部では，各教員が週１回以上

Ａ）制度の活用やオフィスアワ 制を充実させるための方法（テ のオフィスアワーを実施し，教務部会長及び学級教員，卒論指導教員を中心

ーなど） ィーチング・アシスタントの活 に個別の相談活動を行った。特に，慢性的単位未修得者の単位取得状況を各

２）入学時における大学への適応 用，オフィスアワー等）につい 学級教員に知らせ，相談及び学修の支援活動を行った。工学部では，主とし

支援を行う。 て検討する。 て演習科目にティーチング・アシスタントを重点的に配置し，オフィスアワ

全学共通科目の大学入門ゼミ ーを学生の理解度に対応した学習支援体制として位置付け，学生の積極的な

を通じて入学時における大学教 参加の呼びかけを実施。農学部では，全教員がオフィスアワーを設け，学生

育への適応支援を行う。 掲示板に掲示し，実験・実習を中心にティーチングアシスタントを活用，大

３）鳥取県教育委員会との協定に 学教育総合センターでは，高等学校で履修していなかった者が学ぶことがで

基づき高校教員との連携により きる教養基礎科目の開講，習熟度による２年次の英語のクラス分け，コミュ，

教養基礎科目の充実を図る。 ニケーション英語の当該期の再履修者クラス開設，ＴＯＥＩＣ３００点未満

４）学生に対する相談，助言体制 の学生に対す補習の実施等の学習支援を行っている。

を充実する （例えば学級教員・。

チューター制など）

ＡＯ入試，推薦入学Ⅰの入学予定者を対象に，アドミッションセンタ５）学生のニーズに応える体制の ２）アドミッションセンターは， ２）

ーが中心となり，大学教育総合センター及び各学部の教員・学生の全学充実を図る。 大学教育総合センターと協力

的な実施体制のもと，模擬授業やグループワークを体験する入学前教育６ 学生が行う情報の検索 収集 し，ＡＯ入試及び推薦入学の合） ， ，

合宿イベントを実施した。入学予定者の約９割が参加し，実施後のアン整理 測定 分析 とりまとめ 格者に対して，科目別等の学習， ， ， ，

ケート調査では，参加者から高い満足度を得た。加えて，学習意欲の向提示などを支援する組織・シス 支援，学習意欲及び職業観の向
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上を図る狙いで，プレイスメントテスト（４教科６科目より選択）及びテム・施設・機器等の充実を図 上を図るための入学前教育を実

職業観テストの受検も課した。また，１月から入学までの３カ月間は，る。 施する。

受益者負担での通信添削による入学前教育を実施した。こちらについて７）課外活動の支援を行う。

も９割超の参加者を得た。８）学習支援に寄与する組織（附

属図書館，国際交流センター，

大学教育総合センター，総合メ

ディア基盤センター，生命機能 ３）新入生オリエンテーションに ３）新入生オリエンテーションにおいて，全学共通科目履修指導については各

研究支援センターなど）の連携 おいて 全学共通科目履修指導 学部で，主題科目抽選制度は入学式前に各学部ごとに学生部が説明した。ま， ，

と充実を図る。 主題科目抽選制度，パソコン必 た，パソコン必携化についてはオリエンテーションにおいて，大学教育総合

９）学生相談内容の多様化に対応 携化について説明する。 センター長が，その他の全学共通科目に関する事項とともに説明した。

して，心身ともに健康な学生生

活を個別に支援するために，学

生相談室の充実と専任カウンセ ４）大学教育・生活の不安・悩み ４）平成１６年４月７日から４月３０日までの間，新入学生と職員の話し合い

ラーの確保に努める。 及び問題点等について，新入学 の場として朝食会を催し，新入学生と大学教職員と朝食を共にしながら，学

生と職員の話し合いの場として 生生活について語り合い，その中で修学や生活についての悩みや問題につい

朝食会（約１ヶ月）を実施し， て指導助言等を行った。延べ１０，８００人の参加者があった。また，課外

有意義な学生生活が過ごせるよ 活動クラブの先輩学生による生演奏も行われた。

う指導・助言を行う。

５）各学部においては，新入生の ５）地域学部，医学部及び農学部において，新入生のオリエンテーションを職

オリエンテーション，大学入門 員との合宿方式等で行い，大学教育・生活への適応支援を行うとともに，工

ゼミ等を職員との合宿方式等で 学部では，大学入門ゼミ等を大学生活への適応が速やかに行われる支援策と

行うなど，大学教育・生活への して活用している。また，全新入生を対象として新入生ふれあい朝食会を１

適応支援を行う。 か月間実施した。

［資料編：資料１６を参照］

６）鳥取県教育委員会との連絡協 ６）大学教育総合センターにおいて，鳥取県教育委員会との連絡協議会（８月

議会で，教養基礎科目を充実す １７日）を開催し，１６年度の授業内容等について意見交換を行った。

るため，履修方法，授業内容等

について検討する。

７）図書館を利用するためのオリ ７）図書館オリエンテーションやＯＰＡＣ（オンライン利用者目録 ，電子ジャ）

エンテーション，説明会を行う ーナル・二次資料利用説明などを計２１回実施した。

とともに，情報提供機能を高め

るため電子掲示板の整備等を検

討する。

８）各学部等においては，学生が ８）学生が自由に情報検索，収集等に使用できるＬＡＮ設備の整った自習室等

自由に情報検索，収集等に使用 は，各学部等においては整備しており，今後さらに整備する計画である。例

できるＬＡＮ設備の整った自習 えば，地域学部では，情報コンセントのある自習スペースとして１教室を確

室を設置するなど，学習環境の 保し，学部棟４階ロビーに情報コンセントを整備。工学部では，全学科にＬ

整備を検討する。 ＡＮ設備の整った自習室を整備。農学部では，１６年度に１室設置し，さら

に１７年度からの建物改修により自習室を設けると共に講義室のＬＡＮ設備

を整備。大学教育総合センターでは，共通教育棟２０８講義室前ロビーに自

由に使用できる情報コンセントを設けている。等の学習環境の整備を進めて

いる。
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９）教育支援委員会において，学 ９）国際交流センターと協力して，総合メディア基盤センター，附属図書館の

習支援に寄与する組織（附属図 一部パソコンのＯＳを留学生が使いやすいようにマルチランゲージ版にした

書館，国際交流センター，大学 り，総合メディア基盤センターで全学共通科目「情報リテラシ」の授業の１

教育総合センター，総合メディ コマで「文献と情報の探し方」の実習を含めた講義を担当する等，個々の組

ア基盤センター，生命機能研究 織間では連携しているが，各組織の連携体制については今後検討する。

支援センターなど）が連携し， また，医学部では，教員と学生代表との教育に関する懇談会を開催し，教

より充実した学習支援を行うシ 育内容，教育効果の改善に努めている。

ステムを検討する。

10）学生の課外活動に対する要望 10）学生の課外活動に対する支援として，以下の支援を行った。

を把握し，可能な支援を積極的 ・サ－クル部室の建替による環境支援：学生の要望によりサ－クル部室の建

に行う。 替（１期工事：７０１．４ ２期工事：３９１．９ ）を平成１６年度㎡， ㎡

に１期工事を施工し，３０サ－クルが入居した。

・ 学生活動支援会」の設立による組織充実支援：学生が主体となった地域貢「

献，社会貢献など行う課外活動に対して支援を行う団体で，学内外に積極

的に働きかけ，課外活動を通じて学生の大学生活の充実を図るため設立し

た学生団体である。学生部も積極的に支援

・課外教育活性化プロジェクトによる経済支援：学生が公演，奉仕活動等を

通して地域住民と交わり，そこから学び教えられることにより，正課教育

とは違う人間形成としての教育効果を達成するため，学外で活躍するサ－

クルへ経済支援を行った。

・サ－クルリ－ダ－研修会によるリ－ダ－シップ育成支援： 課外活動サ－ク

ルのリ－ダ－及び課外活動団体の連合体等の役員が一堂に会し，課外活動

の在り方，団体運営の諸問題についての任務を認識させるとともに，サ－

クル活動上の諸問題を解決し得る能力を育成し，併せて相互の理解と親睦

を深めることを目的とした研修会を開催し，課外活動に対する支援を行っ

た。

［資料編：資料１７を参照］

11）総合メディア基盤センターと 11）総合メディア基盤センターが，学務支援システムの導入に協力し，システ

， 。（ 。）学生部が協力して，学務支援シ ムをセンターに設置し 管理体制を強化した 平成１７年４月から稼働する

ステムの導入を図り，情報のワ

ンストップ体制の構築を推進す

る。

12）遺伝子・プロテオーム情報教 12）総合メディア基盤センターとの連携による，遺伝情報解析システムや蛋白

育，放射線安全教育などを充実 構造解析システムなど遺伝子・プロテオーム情報の基盤整備が行われた。

させるために，総合メディア基 来年度以降にはこのシステムを全学的に運用するシステムを整えるととも

盤センターにおいて全学で利用 に，さらに放射線安全教育などのを含めたサーバーやソフトを充実させる。

できるサーバーとソフトを充実

させ，生命機能研究支援センタ

ーが利用に関する助言が行える

システムを構築する。

13）大学教育総合センターが中心 13）大学教育総合センターが中心となる全学共通科目の主題科目の生物系，物

となる生物系，物質系教養教育 質系教養教育に，生命機能研究支援センター教員の協力を得ている。
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に生命機能研究支援センターが

支援する。

【学生相談機能の充実】 【学生相談機能の充実】

１）相談機能を充実するため教育 １）全職員を対象とする学生対応研修会を開催し，相談機能の充実・強化を図

支援課及び生活支援課の業務の り，学生相談の手引を作成し，相談員に配布した。

専門性を高めるとともに，学外 経済的問題への支援として，授業料免除・奨学金制度のみならず，民間金

の諸機関とも連携を図り 修学 融機関等における修学援助（融資）制度，アルバイト情報等の総合的な相談， ，

就職，経済的等の悩み等の相談 及び情報提供を行うようにした。就職支援室においては，随時就職相談を実

体制を充実させる。 施している。また，学外の「とっとり若者仕事プラザ」と連携して，専門的

な相談を受け入れられるよう調整中である。

［資料編：資料１８を参照］

２）学部等においては，学級教員 ２）各学部において，学級教員制等による相談体制を取っている。例えば，地

及びチュータ制度を活用し，日 域学部では，大学入門ゼミや総合演習などの授業科目における学級教員及び

， 。 ， ，常的に学生とふれあう機会を増 チュータの担当により 学生とのふれあう機会を増した 工学部では 学習

やす。 進路などに関する学生の相談に対応するシステムとして，学級教員及びチュ

ーター制度を利用している。農学部では，クラス毎に学級教員を定め，学生

の相談に応じている。また，生物資源環境学科では，１７年度入学生から，

数名の学生毎にチューターを定めて履修の指導などを行う。等の学生とふれ

あう機会を展開している。

３)ニーズを常に把握し，必要に ３）学生の事務部に対する要望等のアンケート調査を実施し，学生ニーズの把

応じ学生部の課・係等の再編も 握に努めるとともに，学生部の課・係等の再編を検討する。

検討する。

４）学生相談内容の多様化に対応 ４）学生相談内容の多様化に対応するため，学生相談室ホ－ムペ－ジの掲示板

するため，ホームページを充実 形式及びメ－ル形式による相談を積極的に利用するようＰＲを行った。これ

するとともに，機会を捉えて積 による相談件数は，昨年に比して増加した。

極的にＰＲを行い，学生が気軽

。 ，に利用できる体制にする また

相談用パソコンの有効利用を図

る。

５）健康問題等の専門的な相談に ５）健康問題等の専門的な相談に対応するため，平成１７年度から保健管理セ

対応するため，保健管理センタ ンターの非常勤カウンセラーを配置することとした。また，保健管理センタ

。ーへのカウンセラー配置を検討 ー米子サブセンターへの恒常的なカウンセラーの配置について検討している

する。

６）疾病構造変化に対する診療体 ６）疾病構造変化に対する診療体制・機能の強化・充実を図るため，引き続き

制・機能の強化・充実を図るた 学校医の増員について検討中である。

めの体制（学校医の採用，委嘱

等）を検討する。

７）各種定期健康診断及び事後処 ７）各種定期健康診断の受診率は，平成１５年度（６６．６％）に比べて平成
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置の二次検査受診率の向上に努 １６年度は７０．６％に上昇した。なお，二次検査受診率は低下したが引き

める。 続き受診率の向上に努力している。

○生活相談・就職支援等に関する ○生活相談・就職支援等に関する ○生活相談・就職支援等に関する具体的方策

具体的方策 具体的方策

１）相談員を始めとする職員の資 【学生支援体制の充実】 【学生支援体制の充実】

質の向上を図る。 １）多様化した学生相談に対応す １）平成１６年１２月から平成１７年３月の間に，計６回の「学生対応に関す

２ 「なんでも相談」の窓口業務の るため，相談員を始め，職員を る研修会」を開催した。全教職員を対象として実施し，鳥取地区及び米子地）

明確化と学内外機関との協力・ 対象に講演会を開催する。 区をＬＡＮ中継で実施した。講師は，本学学生相談室専門相談員２名があた

支援体制の強化を図る。 り，延べ４６０人の参加者があった。さらに，農学部では，外部の講師によ

３）不登校及び成績（修学）不振 る「大学におけるセクハラ問題」に関する講演会を実施した。

者への呼びかけ，相談及び支援 ［資料編：資料１８を参照］

の実施を行う。

） （ ）， 「 」４）相談及び生活情報収集が可能 ２）保健管理センターのカウンセ ２ 学生広報誌 学生部だより 本学ホ－ムペ－ジ等を通して なんでも相談

なスペースの確保・充実に努め リング及び なんでも相談窓口 を周知し，利用のためのＰＲを行った。また，保健管理センター米子サブセ「 」

る。 の業務，利用方法等について， ンターの医師配置時間について，進級生オリエンテーション等の機会にＰＲ

５ ピアサポーター 学生相談員 機会を捉えて積極的にＰＲを行 している。） （ ）

の育成を図る。 い，学生が必要なときに利用で

６）キャリア教育及び資格取得コ きる体制にする。

ースの開設を行う。

７）情報収集能力の強化を図る。 ３）快適な相談，資料提供スペー ３）快適な相談，資料提供スペースを確保するため，平成１６年４月から生活

８）就職相談体制及びガイダンス スを確保するため，生活支援課 支援課を大学会館２階へ移転し，生活支援課内に学生相談のための部屋を設

の充実を図る。 相談室を整備する。 置した。また，工学部では，就職情報コーナーを各学科に設け，就職ガイダ

９）上記実現のためのスタッフの ンス等を通じて就職に対する動機づけの向上を図っている。

充実を図る。

10）セクシュアル・ハラスメント ４）同じ学生という立場からの相 ４）平成１６年１０月２７日に学生相談室専門相談員を講師として，４名のピ

の防止に努める。 談対応を充実させるため，ピア アサポ－タ－に対する研修を実施した。

サポーターに対する研修を行

う。

５）就職支援に係るスタッフの充 ５ 「学生支援センタ－」を「キャリアセンタ－」に改組・拡充し，現在の事務）

実について検討する。 職員２名体制を充実させ，教員２名，事務職員３名体制として整備を要求し

ている。また，工学部では，就職担当教員だけでなく全構成員が求人に関す

る情報の収集に関与し，学生に対する情報公開システムを整備拡充する。

特に，就職試験や面接に関するテクニカルな情報を収集し，きめ細かいガ

イダンスを実施し，就職相談体制の強化を図っている。

６ 就職相談時間帯を拡充する等 ６）相談時間は昨年度まで月・水・金曜日の１３時～１７時であったが，平成） ，

学生の立場に立ったサービスを １６年度から相談時間を平日の９時～１７時と拡充した。

提供する。

７）各種就職担当者セミナー等に ７）人事院，学生支援機構及び就職情報企業主催の就職担当者向けセミナ－等

参加する。 に参加した。

【学生支援内容の充実】 【学生支援内容の充実】

１）安全で充実した学生生活が過 １）安全で充実した学生生活が過ごせるよう，悪質商法などの被害者とならな
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ごせるよう，悪質商法などの被 い生活知識等の情報を学生掲示板，学生広報誌（学生部だより）及び本学ホ

害者とならない生活知識等の情 －ムペ－ジ等を利用し，情報を随時周知した。

報を随時周知する。

２）被害者となった場合は，学外 ２）消費生活センタ－，警察署，鳥取県労働雇用課及び鳥取労働基準局雇用課

の関係機関等と連携し，学生保 等と連携し，対応した。

護に努める。

３）授業担当教員，学級教員及び ３）地域学部，工学部及び農学部においては，各学期毎に学生の成績一覧表を

関係者等の連絡を密にし，不登 学級教員から学生に手渡しており，その際必要に応じて成績不振者へ呼びか

校及び成績（修学）不振者の早 けて，相談及び支援の実施を行っている。医学部では，精神的に問題のある

期発見に努め 適切に対応する 学生が増加しており，早期に発見しメンタルケアを行うための自己診断でき， 。

， 。るチェックリストの配付ついて検討し １７年度に配付することにしている

４）必要に応じ学生相談室専門相 ４）個々の事情に応じ，学生相談室専門相談員及び保健管理センタ－カウンセ

談員及び保健管理センター等と ラ－と連携をとり適切に対応した。

連携し，きめ細やかな，適切な

指導・助言を行う。

５ 「新入生職業観セミナー」の ５）平成１７年度から「キャリア・デザイン入門 （全学共通科目の主題科目：） 」

開設を検討する。 １，２年対象・２単位）を実施することとした。

［資料編：資料１９を参照］

６）公務員等の受験対策講座を開 ６）公務員受験対策講座を実施した （主催：鳥取大学，運営：鳥取大学生協）。

設する。

７）就職ガイダンス，国・自治体 ７）学内において就職ガイダンス８回，国・自治体の採用試験説明会３回，面

・企業等の採用試験の説明会， 接指導３回を実施した。ホ－ムペ－ジにて学内外の各種イベント，企業・公

面接対策指導等を実施するとと 務員等の求人情報を提供した。また，農学部では，外部講師による「これか

もに，ホームページ等を活用し ら始まる就職活動」及び「公務員試験に合格するために」と題する就職ガイ

。就職情報を積極的に提供する。 ダンスを実施した

８）就職ガイドブック及び企業向 ８）就職ガイドブック１，５００部作成（学部３年生，大学院生１年生向けに

けパンフレットを作成する。 配付 ，企業向け大学案内２，０００部作成（１，２５０部を中・四国，関西）

方面に送付）

［資料編：資料２０を参照］

９）就職支援に係る満足度調査を ９）平成１７年度内実施を目標に検討を開始した。

実施し，就職支援の在り方を検

討する。

10）男女共同参画社会やハラスメ 10）サ－クルリ－ダ－研修会において人間関係等について幅広く討論し，ハラ
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ントなど人権に関する講演会， スメント・人権問題等の認識を深めた。

説明会を開催し，学生，職員の

意識改革を図る。

○経済的支援に関する具体的方策 ○経済的支援に関する具体的方策 ○経済的支援に関する具体的方策

１）各種奨学金制度及び授業料免 １）奨学金及び授業料免除につい １）奨学金及び授業料免除について，本学ホームページ内容の充実を図り，そ

除制度の充実に努める。 ては，ホームページを活用した れぞれの案内及び手続き期限等の周知を図った。また，奨学金の手続きにつ

２）下宿生活学生への各種情報提 情報提供の充実化及びＰＤＦフ いてＰＤＦファイル利用の措置を講じた。

供等による生活支援サービスを ァル等を活用した申請手続の効

図る。 率化を図る。

３）ティーチング・アシスタント

（ＴＡ）制度，リサーチ・アシ

スタント（ＲＡ）制度を活用し ２）ホームページに大学周辺マッ ２）大学周辺マップを本学ホームページに掲げ，特に新入生の利用に供するよ

た学生の経済的自立の支援に努 プ等の情報を掲載するなど生活 うにした。そのうえで今後内容を充実すべく検討中である。

める。 支援サービスを充実する。

３）学生の経済的自立を支援する ３）予算措置として，ＴＡについては前年度より４１１万円，ＲＡについては

ため，ＴＡ及びＲＡ制度の拡充 学長裁量経費により３９０万円の増額とし，学生の雇用の拡大を図り，その

を検討する。 経済的支援に努めた。

○社会人・留学生等に対する配慮 ○社会人・留学生等に対する配慮 ○社会人・留学生等に対する配慮

１）留学生に関しては，生活・学 １）国際交流センターと保健管理 １）留学生の健康管理のためのガイダンス及び講義の担当，臨時健康診断の実

習等に対する充実した情報提供 センターが連携して，留学生ガ 施及び留学生の旅行への救護者の派遣等を通して国際交流センタ－との連携

を随時行うとともに，各部局と イダンスの実施，ホームページ に努めた。また，留学生オリエンテーションにおいて，保健管理センターに

国際交流センター及び保健管理 を活用した情報提供を実施する よる健康管理についての講義を導入し，健康診断，感染症に対する情報提供。

センターが連携してきめ細かな を行い，留学生への生活指導を充実させた。なお，平成１６年５月１０日付

支援を行う。 けでホームページを改良し，情報提供の充実を図った。

２）鳥取県留学生推進協議会等に

よる留学生支援システムの活用

を図る。 ２）留学生の学習成績を含めた在 ２）留学生からの依頼に基づき，国際交流センター教員が学習指導を行ってい

籍管理のあり方について検討す るが，データの蓄積段階であり，平成１８年度からの充実に向けて，平成１

る。 ７年度に在籍管理の在り方を具体的に検討する。

３）健康診断検査項目を充実させ ３）肥満・やせの身体測定，肝機能，腎機能の検査項目を加え，健康診断及び

るとともに，健康診断及び事後 二次診断の受診率の向上に努めた。

処置の二次検査の受診率の向上

に努める。

４）各学部において修得した専門 ４）各学部において，修得した専門的知識を生かした適切な進路指導を継続的

的知識を生かして社会貢献でき に行っている。

， ，るよう 適切な就職・進路指導

。各種国家試験受験指導等を行う

５）留学生用図書について，購入 ５）平成１６年度は，本学の学生が留学情報を収集するために必要とする留学

分野を定め重点的に整備する。 ガイドブックを中心に整備を実施した。また，寄附金の範囲内（１０万円程

度）で，日本語習得・日本文化理解を中心に整備した。平成１７年度に図書

の現状分析を行い，平成１８年度購入図書について購入分野を選定する。
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６）附属図書館中央館に設置して ６）附属図書館中央館の情報メディアルーム入口に配置していた海外衛星放送

， 。いる海外衛星放送の活用を図 専用テレビを図書館ブラウジングルームに配置換えし 活用の促進を図った

る。

７）鳥取県留学生等推進協議会と ７）平成１７年度の留学生交流及び支援の推進のため，鳥取県留学生等推進協

連携し，留学生支援システムを 議会の運営委員会を東部，中部，西部で開催することが総会で承認されたの

活用して積極的に支援するとと で，具体的な活動に移る段階である。

もに，実行性のある留学生支援

のあり方について協議する。

８）大学コンソーシアム山陰を開 ８）国際交流に関する大学間交流会を大学コンソーシアム山陰として２回開催

催し，各大学における国際交流 し，語学研修の相互乗入れについて，平成１７年度からの実施に向けて，合

に関する情報交換を行うことに 意を得た。また，大学コンソーシアム山陰として１月に鳥取大学主催の留学

より留学生支援システムを充実 生スキー旅行を実施した。

させる。

９）社会人大学院生については， ９）医学部では，社会人大学院生のため夜間・休日開講を行った。また，工学

講義等が受講し易いよう柔軟に 部では，社会人大学院生については，講義等が受講しやすいように柔軟に対

対応する。 応している。
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鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

２ 研究に関する目標

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

１）基礎研究や特化した実践的，先端的研究においては世界的な水準を目指す。

２）地域の生活，文化，教育，産業，健康・福祉に寄与する高い水準の研究を目指す｡中

３）成果を社会へ還元するシステムの構築を図り，積極的に活用する。

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○目指すべき研究の方向性 ○目指すべき研究の方向性

１）異分野教員の研究を融合させ 【異分野教員の研究の融合】 【異分野教員の研究の融合】

る研究プロジェクトを活発化さ １）医工学連携，医農学連携等の １）医工学連携として，中国経済産業局が掲げる中国地域の先端医療機器

せる。 研究を推進する。 開発促進を図る産業クラスター計画に参画し，鳥大の医工連携シーズ

２）本学の特性を生かした先端的 を紹介（１０／２５ ，並びに医療機器創出フェアーに（３／７－８広）

研究の促進を図る。 島）おいて９件のパネルを出展した。

３）地域の社会的ニーズに即した 医農工学連携として，菌じん研究所を含めた医学部，農学部連携のプ

研究の促進及び普及に努める。 ロジェクトの検討を開始した。医農工学連携として，呼吸器病プロジ

（ ， ， ）。ェクト立ち上げた 鳥取；５／２７ ７／１７ 米子；１０／２９

２）世界的水準に相当するような ２）農学部では 「高病原性鳥インフルエンザをはじめとする鳥類疾病に関する，

高いレベルの基礎・応用研究， 研究」の実施，科学技術振興機構の推進事業「砂漠化を抑制する乾燥耐性植

異分野間の共同研究等を推進す 物の開発」の実施，同推進事業「人口急増地域の持続的な流域水政策シナリ

る。 オ」の参画，ナショナルバイオリソースプロジェクト「ライムギ系統，多年

生のコムギ連野生植物，およびコムギと異属植物の雑種由来系統」の実施。

また，地域共同研究センターでは，医農工学連携呼吸器病プロジェクト

に，企業を加えた｢抗ウイルス作用を有するドロマイトを加工した新素

材の開発｣がＪＳＴの革新技術開発研究事業として採択され発足した。

【本学の特性を生かした先端的研 【本学の特性を生かした先端的研究】

究】

１）乾燥地研究センター（全国共 １）乾燥地研究センターでは，国内共同研究員（５３課題，９１名（分担者を
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同利用施設）は 「乾燥地の砂 含む ，外国人客員教員（６名 ，外国人研究者（７名）及び，２１世紀ＣＯ， 。） ）

漠化防止と開発利用に関する基 Ｅプログラムによる招へい研究者（８名 ，日本学術振興会拠点大学交流事業）

礎的研究」を国内外の研究者の 等研究プロジェクト参加研究者等との共同研究を積極的に実施し，その成果

参加を得て積極的に推進する。 等を研究論文，共同研究発表会及びセミナー等を通じて公表した。

２）共同利用研究者による共同研 ２）農学部では，企業との共同研究「抗ウイルス作用を有するドロマイトを加

究 共同研究発表会を実施する 工した新素材の応用研究」の実施。乾燥地研究センターでは，５３課題の共， 。

同研究を実施するとともに，共同研究発表会を１１２名の参加のもと，１２

月７日に開催し，２１課題の研究発表と特別講演を実施した。また，地域共

同研究センターでは，地域学部と工学部の共同研究に貸し研究室として

有料貸与した。

【地域のニーズに即した研究】 【地域のニーズに即した研究】

１）地域共同研究センター等で地 １）地域共同研究センターでは，鳥取大学振興協力会と協力して，県内三

域の社会的ニーズの把握に努 個所（東部，中部，西部）で，それぞれ年間２回，合計６回の研究発表

， 。 ，め，地域社会に貢献する研究を 会を実施し 県内ニーズと学内シーズのマッチングを図った その結果

推進する。 共同研究１２９件の内，４０％以上が県内企業との共同研究に達した。

鳥取県産官学連携の「とっとりテクノネットワークシステム（仮称 」を立）

ち上げ，地域社会に貢献する研究を推進するシステムを構築した。

また，地域学部附属芸術文化センターでは，鳥取県等の審議会・委員会に協

力して知的財産を提供するとともに，知事への提言や鳥取県総合芸術文化祭

の評価報告書のとりまとめを行って公表した（鳥取県文化観光局のＨＰで公

開 。）

２）地域貢献特別支援事業に基づ ２）平成１６年度の地域貢献特別支援事業に基づいて，３２の事業を通じて，

いて，地域の環境・風土・文化 地域の環境・風土・文化についての研究を進め，地域社会に貢献している。

についての研究を進め，地域社

会に貢献する。 ［資料編：資料２１を参照］

３ 地域学部は 地域学研究会 ３）地域学部は，新学部発足にあわせて地域学研究の母体を作り，北東アジア） ，「 」

を発足させ，学部及び各学科の 国際会議を開催して大きな成果を挙げた。次年度は中国において開催の予定

研究をマネージメントして組織 である。また，研究誌「地域学論集」を発行した。各学科・芸術文化センタ

化を図る。 ーなどでは独自の研究会等を立ち上げ，プロジェクト研究を中心に推進し，

地域に貢献している。その中で，国（国土交通省）との連携による仮想研究

所の設置，鳥取県との連携による研究，産業，文化等における多面的な活動

の展開がある。

［資料編：資料２２を参照］

○大学として重点的に取り組む領 ○大学として重点的に取り組む領 ○大学として重点的に取り組む領域

域 域

１）２１世紀ＣＯＥプログラム該 １ 重点的に取り組む研究領域は １）２１世紀ＣＯＥプログラム「乾燥地科学プログラム」及び「染色体工学技） ，

当プロジェクト（乾燥地科学プ ２１世紀ＣＯＥプログラム（乾 術開発の拠点形成」プログラム，あるいは，次世代マルチメディア，未利用

ログラム等） 燥地科学プログラム）等，機能 資源有効利用，サスティナブルな地域再構築，自然エネルギー活用等は，大

２）機能再生医科学の研究推進と 再生医科学，次世代マルチメデ 学として重点的に取り組む研究領域として位置付けた。

実践化 ィア，未利用資源有効利用，サ

３）次世代マルチメディア基盤技 スティナブルな地域再構築，自
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術開発 然エネルギー活用等である。

４）未利用資源有効利用の基盤技

術開発

５）サステイナブルな地域再構築 【２１世紀ＣＯＥプログラム等】 【２１世紀ＣＯＥプログラム等】

のための政策的研究 １）乾燥地科学プログラムを中 １）乾燥地科学プログラムでは，本プログラムが目指す，健康的な人間生活の

６）自然エネルギー活用の基盤技 心とし，砂漠化防止など乾燥地 営みを保障する「新たな乾燥地科学」を構築するため，１６年度は，各研究

術開発 農業生産システムの開発 グループの担当課題の継続，及び研究グループ内の成果の集約とともに 「新，

たな乾燥地科学」の全体構想の具体化，及び研究グループ間の成果の統合に

必要な課題の洗い出しと，それに係わる文献レビュー・グループ間研究を開

始した。さらに，研究グループ間の諸成果の 「快適な生活環境の形成 「食， 」，

糧の安定供給 「乾燥地保健・医療の提供」の３テーマへの統合準備を行っ」，

た。また，本プログラムのもう一つの柱である人材育成についても，海外研

， 。究教育基地と連携した研修内容の充実等を図り 若手研究者の育成を図った

また，国内外の乾燥地に関する情報収集の強化を図り，乾燥地関連文献リ

スト及び２１世紀ＣＯＥプログラムや日本学術振興会拠点大学方式学術交流

事業で研究対象として取り組んでいる中国・黄土高原に関する文献リストを

作成するとともにホームページでも公開した。

【機能再生医科学】 【機能再生医科学】

１）ゲノム構造や機能解析などに １）大学院医学系研究科において，平成１６年度ＣＯＥプログラムの革新的な

幅広く応用可能な染色体工学技 学術分野に「染色体工学技術開発の拠点形成」プログラムを応募し採択され

術開発の拠点形成 た。１６年度は，これに関連した研究基盤施設の整備，若手研究者の自発的

研究活動経費の創設，国際シンポジウムの開催等，拠点形成に向けた活動を

開始した。

【次世代マルチメディア】 【次世代マルチメディア】

１）言語処理技術，感性工学，高 １）工学部では，次世代マルチメディアのための，言語処理技術，高機能電子

機能電子デバイス開発に基づい デバイス技術の基礎データの蓄積を図った。

た次世代マルチメディア基盤技 ＶＢＬでは，２大プロジェクトの一つとして，次世代マルチメディア基盤

術の開発 技術開発として 「フルカラー・ディスプレイ，光センサー」の材料・素子開，

発研究の推進を図るため，設備，開発費の面で支援した。

【未利用資源有効利用】 【未利用資源有効利用】

１）バイオサイエンスの基礎研究 １）農学部では，現在まで得られているキチン・キトサンの利用に代表される

に基づき，キチン・キトサンの 生物資源に関する研究成果を踏まえ，新たに１７年度からバイオマス資源な

利用に代表される生物資源の有 どの有効利用も含め検討する。

効利用策 工学部では，未利用資源の有効利用のため，生物資源利用技術に関する基

礎データの蓄積を図った。

ＶＢＬでは，２大プロジェクトの一つとして，未利用資源有効利用の基盤

技術開発として 「キチン・キトサン基盤技術開発」と「バイオマスエネルギ，

ー高効率転換基盤技術開発」の研究の推進を図るため，設備，開発費の面で

支援した。

生命機能研究支援センターの主に機器分析分野では，未利用資源開発に関

連するプロジェクトに携わるとともにその支援を行う体制を整備した。

【サスティナブルな地域再構築】 【サスティナブルな地域再構築】
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１ 農業・森林・水産資源の保全 １）農学部において，次の課題を実施した。） ，

開発を通じた自然との共生・調 ・ 農業水利システムの効率化と多面的利用」「

和を計り，地域循環型農林水産 ・ 休耕田及び溜池を利用したホンモロコ養殖による中山間地域の活性化」「

業を構築 ・ 閉鎖性水域プロジェクトに基づく湖山池の水環境の保全と改善に関する研「

究」

・ サスティナブルな地域再開発のための政策的研究」「

２）農業水利システムの多目的利 ２）農学部において，次の課題を実施した。

用・生活交通計画づくりなど， ・ 農業水利システムの効率化と多面的利用」「

中山間地活性化のための過疎経 ・ サスティナブルな地域再開発のための政策的研究」「

営に関する研究

３）地域政策・教育・文化・環境 ３）地域学部において，学部内の横断的研究組織である「山陰地域研究会」

の調査研究による持続的発展策 は活発な活動を行っている 「サスティナブルな地域再構築のための政策。

の追及 的研究」や「地域教育における発達支援と学習支援に関する調査研究」に

向けた準備を行っている 「地域文化研究会」を立ち上げ，さまざまな文。

化活動（ 公共性研究会 「ふるさと研究会 「国際神話フォーラム－世「 」， 」，

界の神話から見た因幡の白兎」の主宰 「尾崎翠国際フォーラムｉｎ鳥取。

２００４」の運営）等を行った。また，鳥取県東部地域の環境調査を継続

して行うほか 「鳥取大学千代川流域圏環境研究プロジェクト」を立ち上，

げた。

， ，附属芸術文化センターでは 地域における文化芸術の振興に資するため

鳥取県文化芸術振興審議会と連携して県域文化施設の事例研究に積極的に

取り組んでいる。

【自然エネルギーの活用】 【自然エネルギーの活用】

１）自然エネルギー有効利用のた １）工学部では， 自然エネルギー活用を目指した諸技術の基礎データの蓄積を

めの基盤技術開発とシステム開 図るとともに，地域共同研究センターでは，砂漠化防止・沙漠緑化支援技

発 術として，沙漠の風力エネルギーを有効利用する風車を研究開発して

いる。これはまた，２１世紀ＣＯＥ事業「乾燥地科学プログラム」の

自然エネルギー利用グループの研究の一環でもある。

さらに，県内自治体との共同研究として，風力発電事業化のシステム

研究開発を実施している。

○成果の社会への還元に関する具 ○成果の社会への還元に関する具 ○成果の社会への還元に関する具体的方策

体的方策 体的方策

１）研究成果の概要を広く公表す １）研究者の研究業績をまとめ， １）研究成果については，研究者総覧を鳥取大学ホームページ上で公開し

る。 ホームページ等で積極的に公表 ており，随時研究者が更新できるシステムとしている。また，大学院連

２）知的財産権取得を通じ研究成 する。 合農学研究科においては，教員・学生の研究活動等をまとめた年報（平成

果の普及を図る。 １５年）を発刊し，学内外の関連機関に配布した。

３）社会との連携の場を通じて，

研究成果の還元に努める。

２）知的財産の創出，取得，管理 ２）知的財産の創出，取得，管理及び活用するため知的財産センターを６月に

及び活用するため知的財産本部 設置し，副学長が知的財産センター長に就任，特許庁(発明協会)から知的財

を設置し，総括ディレクターを 産管理アドバイザーを６月に受け入れた。１０月には総括ディレクターの配

配置とともに特許庁からアドバ 置を実施し，さらに，知的財産の出願，取得，活用を図るための特許事務処

イザーを受け入れる。 理業務をスムーズに運用するため，事務要員を今年の２月に補充した。
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３）本学が主催する産学官連携フ ３）鳥取県内で活動している研究者が出会い，そしてお互いの仕事を理解する

ェスティバルや（財）中国技術 ことが，活発な産学官連携活動を創出するきっかけとなると考え，平成１６

振興センターと共催する中国地 年１１月１２日に「産学官連携フェスティバル２００４」を鳥取県と共催で

域研究開発交流会 ｉｎ Ｔｏ 開催した。基調講演「産学官連携による知の地域づくり ，県内高等教育研究」

ｔｔｏｒｉ等を通して，鳥取大 機関（鳥取環境大学，鳥取短期大学，米子工業高等専門学校，岡山大学個体

学教員と企 業関係者が交流す 地球研究センター）をパネラーとして 「産学官連携への大学棟からの提案」，

る機会を提供することにより， と題したパネルディスカッションを行った。その後，鳥取地区研究者，２０

研究成果を還元する。 ５名によるポスタープレゼンテーションを行い，研究者同士及び企業関係者

との交流の機会を提供した。

４）とっとり産業技術フェア，特 ４）大学・高専等の公的教育研究機関における研究成果等を県民に紹介し，広

許流通フェア，産学官連携推進 く普及・啓発を図るため 「とっとり産業技術フェア２００４ （平成１６年， 」

会議等に積極的に参加，出展す １０月１５日（金）～１７日（日 ，米子産業体育館）に出展し，主として，）

るなど交流機会を活用し，研究 １）２１世紀ＣＯＥプログラムに選ばれた世界の誇る最先端研究，２）地域

成果を還元する。 貢献特別支援事業，３）産学官連携の研究成果等のパネル展示を行った。ま

た，医学部保健学科開発の「タッチパネルパソコンとの対話方式による物忘

れ相談プログラム」の実演を行い，好評を得た。

また，知的財産センターでは，１０月１４,１５日開催の「近畿特許流通フ

ェア」に本学の有用特許５件を展示，１２月１,２日開催の「中四国ブロック

産学官連携ビジネスショー」に炭素材料関連シ－ズとして２件出展，さらに

２月１８日開催の「テクノマート姫路２００５」に実用性の高い技術５件を

， 。 ，出展するなど 継続的かつ積極的に鳥取大学の技術力をＰＲした その結果

本学の出展物に対して企業から技術内容の詳細を知りたいとの問い合わせ件

， 。数が多くあり ライセンス活動を展開したいとの申し入れ案件も１件あった

○研究の水準・成果の検証に関す ○研究の水準・成果の検証に関す ○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策

る具体的方策 る具体的方策

１）以下のような項目等を参考に １）外部有識者による点検と評価 １）研究の水準・成果の検証に関する点検・評価については，認証評価機関等

しながら，具体的，客観的に評 を実施する。 が行う大学機関別認証評価等に申請し，評価を受けるため検討を開始した。

価する。 また，外部有識者による外部評価については，過年度の実施実績を考慮し

①学会誌掲載論文数及びインパ て計画を立てることとしている。

クト・ファクター等

②学会賞受賞

③国内外招待講演 ２）著書，学術論文，論文のイン ２）著書，学術論文，論文のインパクト・ファクター，特許，研究会・講演会

④知的財産権取得の有無 パクト・ファクター，特許，研 ・講習会等の開催，国内外での受賞歴，招待講演等を含めた各教員の業績調

⑤知的財産権使用による収益 究会・講演会・講習会等の開 査については，平成１５年度に「教員個人業績調査プログラム開発実施委員

⑥地域貢献度の評価 催，国内外での受賞歴，招待講 会」を設置し，従前から行っていた各教員の業績調査プログラムをベースに

演等を含めたアクティビティ・ 再検討を行った。また，各年度ごとに教員の諸活動を大学情報データベース

レポートの作成について検討を として構築するため，大学のホームページを活用して，平成１６年度から各

開始する。 教員の平成１４年度及び平成１５年度の諸活動の実績について，入力を依頼

し，大学情報データベースとしての構築を開始し，年々構築していくことに

している。

さらに，各部局においては，各教員の成果（著書，学術論文，招待講演，

研究助成金及び特許等）を教育・研究活動報告書あるいは年報等で取りまと

め，公表している。

［資料編：資料２３を参照］
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鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

２ 研究に関する目標

（２）研究実施体制等の整備に関する目標

１）研究の実施体制は，研究の重要性，緊急性，外部資金導入実績等に応じ弾力的に運営できる

体制とする。中

２）環境の整備に関しては，共同利用スペースの確保，設備の充実など必要な整備を行うものと期

する。

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○適切な研究者等の配置に関する ○適切な研究者等の配置に関する ○適切な研究者等の配置に関する具体的方策

具体的方策 具体的方策

１）研究担当の理事のもと，異分 １）医工学連携，医農学連携など １）農学部では，医農連携に関して１６年度で得られた結果を踏まえ，具体的

野教員の研究を融合させる研究 の異分野教員の研究を融合させ な課題設定可能な分野（化学系，獣医系）で一層の検討を加え，１７年度に

プロジェクトを立ち上げる。こ た研究プロジェクトを推進する は研究の協力体制を明確化する。医学部では，医農学連携研究プロジェクト。

の場合において，プロジェクト の検討のため，医農連携プロジェクト会議を開催し，相互のシーズを交換し

の名称を付し，対外的に使用す た。また，工学部では，医工学連携等により，異分野教員の研究融合による

ることを認める。 プロジェクトを実施するなど，異分野教員の研究を融合させた研究プロジェ

２）研究に重点を置いた教員の配 クトに取り組んでいる。

置が可能となる体制をとる。

） ，３ 特定プロジェクトにおいては

ポストドクター，ＲＡや研究支 ２）教育研究分野を越えた研究ユ ２）平成１９年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

援スタッフの活用を可能とする ニットの編成方法や支援方法を

体制を作る。 検討する。

３ 研究実施体制の充実のために ３）乾燥地研究センターでは，研究実施体制の充実を図るため，人文社会科学） ，

ポストドクター，ＲＡ，外国人 系教官１名（学長裁量定員）を新規採用するとともに，ポストドクター１４

客員研究員枠等の拡充など，組 名及びＲＡ１４名を採用した。また，外国人客員研究員については６名受け

織の強化を検討する。 入れた。引き続き研究実施体制の充実を図るため，組織の強化について検討

を行うこととした。
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○研究資金の配分システムに関す ○研究資金の配分システムに関す ○研究資金の配分システムに関する具体的方策

る具体的方策 る具体的方策

） ，１）研究においては，学内的にも １）外部資金の獲得状況，研究水 １ 本学評価委員会で教員の個人業績評価システムについて検討・審議を行い

競争的資金の運用を図る。 準及び学術的業績等に基づく客 「鳥取大学における教員の個人業績評価の実施要項 （平成１５年７月９日評」

観的で公正な評価システムの構 議会決定）を策定し，平成１５年度に試行を行い，平成１６年度から開始し

築と，研究費の配分方式を検討 たところであり，その評価の結果が，研究成果の反映できる資金配分システ

する。 ムに反映されるような具現化については，平成１７年度以降に検討する。な

お，学内予算の教育研究改善推進費（学長裁量経費）配分は，外部資金（科

学研究費補助金）の採択状況を勘案して配分している。

［資料編：資料１３を参照］

○研究に必要な設備等の活用・整 ○研究に必要な設備等の活用・整 ○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

備に関する具体的方策 備に関する具体的方策

１）大型設備等は，全国共同利用 １）大型設備等は，全国共同利用 １）地域共同研究センターの大型設備は，設置後１０年を経過して老朽

施設及び学内共同教育研究施設 施設及び学内共同教育研究施設 化しつつあり，維持管理も付かなくなったので概算要求を行うと共

，を通しての要求及び設置を原則 を通しての要求及び設置を原則 にこれらを見直し地域共同研究センターに引き続き設置する設備と

とし，広く有効活用を図る。 とし，広く有効活用を図る。 生命機能研究支援センターに移管する設備に区分けすることを提案

している。

また，概算要求での研究用大型機器は，生命機能研究支援センターから

の要求および設置できる方向で検討を開始した。

） ，２）機器分析分野と遺伝子探索分 ２ 生命機能研究支援センターの機器分析分野と遺伝子探索分野が中心になり

野が中心となり学内の大型機器 乾燥地研究センターのＮＭＲを機器分析分野へ，医学部附属病院の共焦点レ

の集中化と利用システムの合理 ーザー顕微鏡を遺伝子探索分野へそれぞれ移転整備し，全学で共同利用でき

化，効率化を図る。 るよう整備した。

３）ＤＮＡシークエンサー，ＤＮ ３）生命機能研究支援センターの遺伝子探索分野が中心となり，ＤＮＡシーク

Ａチップ解析装置，ＷＡＶＥ解 エンス解析支援は米子地区と鳥取地区が連携したシステムを構築することが

析装置，リアルタイムＰＣＲ解 でき，年間２２，０００検体以上と過去最高の数となった。さらに，平成１

析装置，ＴＯＦ－ＭＡＳＳ，元 ６年度から開始した支援活動も順調でＤＮＡチップ解析支援は年間３０件以

素分析装置，ＮＭＲなどの大型 上などに上っている。また，機器分析分野でＴＯＦ－ＭＡＳＳ，元素分析装

設備などを利用した解析支援活 置，ＮＭＲの整備が行われ，解析支援活動の基盤が整い来年度以降さらに活

動をより充実させる。 動を充実させる。

４）ベンチャー・ビジネス・ラボ ４）生命機能研究支援センターの機器分析分野が中心となり，ＴＯＦ－ＭＡＳ

ラトリーのプロジェクト研究の ＳなどのＶＢＬ内の大型機器の管理運営を開始した。

推進，及び機器の管理・運営を

生命機能研究支援センターが支

援する。

○知的財産の創出，取得，管理及 ○知的財産の創出，取得，管理及 ○知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策

び活用に関する具体的方策 び活用に関する具体的方策

１）知的財産本部（仮称）の設置 １）Ⅰ-２-(１)の「成果の社会へ １）知的財産の創出，取得，管理及び活用するため知的財産センターを６月に

を目指し一括管理を行う。 の還元に関する具体的方策」に 設置し，副学長が知的財産センター長に就任，特許庁(発明協会)から知的財

記載したとおり，知的財産本部 産管理アドバイザーを６月に計画通り受け入れた。１０月には総括ディレク

を設置し，総括ディレクターを ターの配置を実施し，さらに，知的財産の出願，取得，活用を図るための特

配置するとともに特許庁からア 許事務処理業務をスムーズに運用するため，事務要員を今年の２月に補充し

ドバイザーを受け入れる。 た。
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○研究活動の評価及び評価結果を ○研究活動の評価及び評価結果を ○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策

質の向上につなげるための具体 質の向上につなげるための具体

的方策 的方策

） ，１）顕彰制度を設ける。 １）個人研究業績評価システムに １ 本学評価委員会で教員の個人業績評価システムについて検討・審議を行い

２）機関帰属特許などの発明者・ 基づいて研究活動を評価し，研 「鳥取大学における教員の個人業績評価の実施要項 （平成１５年７月９日評」

） 。 ， 。研究室への正当な還元のための 究成果の反映できる資金配分シ 議会決定 を策定した 平成１５年度に試行し 平成１６年度から開始した

ルールを制定し，実施する。 ステム，特別昇給等を含む研究 その評価の結果が，研究成果の反映できる資金配分システム，特別昇給等

顕彰制度について検討する。 を含む研究顕彰制度に反映されるような具現化については，平成１７年度以

降に検討する。

［資料編：資料１３を参照］

２）知的財産に関する学内ポリシ ２）平成１６年４月，原則機関帰属など，４つの知的財産ポリシーを定めた。

ーを制定する。

［資料編：資料２４を参照］

３）機関帰属特許などの発明者・ ３）知的財産により生じた利益は，法人及び発明者等に還元することの基準策

研究室への正当な還元のための 定の検討を進めた。

基準等を検討する。

○全国共同研究，学内共同研究等 ○全国共同研究，学内共同研究等 ○全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策

に関する具体的方策 に関する具体的方策

１）学内共同研究に関しては，鳥 【学内共同研究】 【学内共同研究】

取大学共同研究推進機構の１５ １）共同研究推進機構の１５研究 １）全国共同研究を活発に行うために，東京田町のキャンパス・イノベー

研究領域で積極的な取組みを行 領域で積極的な取組みを行うと ション・センター内に「東京リエゾンオフィス」を，鳥取県大阪事務

うと共に 共同研究 受託研究 共に，共同研究，受託研究，異 所内に「大阪オフィス」を設置して，コーディネーターを配備した。， ， ，

異分野間の共同研究を積極的に 分野間の共同研究を積極的に推 本年度の共同研究１５０件を目標にして増大を計った結果１２９件を

推進することを大学として支援 進する。 達成することができた。これで共同研究に関する限り地方の国立大学法

する。 人の内では産学官先進的大学に入ることが出来るまでに推進できたと評

２）全国共同研究に関しては，乾 価できる。

燥地科学プログラム（２１世紀 学内共同研究は，医工学連携，医農学連携，医農工学連携に取り組

ＣＯＥプログラム ，中国内陸部 みを開始した。）

の砂漠化防止と開発利用に関す 共同研究推進機構は，地域共同研究センター，知的財産センター，ベ

る基礎的研究（日本学術振興会 ンチャー・ビジネス・ラボラトリー，生命機能研究支援センターを包

拠点大学交流事業 ，乾燥地農業 含する産官学連携推進機構に衣替えして全体組織を構築し，１５研究）

の生態系に及ぼす地球温暖化の 領域は，この機構の下部組織として残し，共同研究の積極的な取り組

影響に関する研究（総合地球環 みを行うことにした。

境学研究所との共同研究）を中 ［資料編：資料２５～２７を参照］

心としたより効率的な研究体制の

構築を図り，国際共同研究の推進 ２）Ⅰ-２-(１)の「目指すべき研 ２）医工学連携として，中国経済産業局が掲げる中国地域の先端医療機器

や海外研究教育基地の設置を通じ 究の方向性 に記載したとおり 開発の促進を図る産業クラスター計画に参画し，鳥大の医工連携シーズ」 ，

て，乾燥地科学分野の研究を推進 異分野教員の研究を融合させる を紹介（１０／２５ ，並びに医療機器創出フェアーに（３／７－８広）

するため乾燥地研究センター（全 研究プロジェクトを活発化させ 島）おいて９件のパネルを出展した。

国共同利用施設）を活用する。 るため，医学部，工学部，農学 医農工学連携として，菌じん研究所を含めた医学部，農学部連携のプ

３）情報通信技術・情報メディア 部等の連携を強化する。 ロジェクトの検討を開始した。また，学内の医農呼吸器病プロジェクト

に関連した研究に対する基盤整 立ち上げ（鳥取；５－２７，７／１４，米子；１０／２９ ，企業を加）

備を行うため総合メディア基盤 えた連携プロジェクトとして，｢抗ウイルス作用を有するドロマイトを

センターを積極的に活用する。 加工した新素材の開発｣がＪＳＴの革新技術開発研究事業に申請し，採
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４ ライフサイエンス 環境科学 択され発足した。） ， ，

ナノテクノロジー・材料など高

度化・学際化した先端的研究を

統括して，共同研究を積極的に ３）情報通信・情報メディアに関 ３）情報通信・情報メディアに関連した研究に対する基盤整備を行うため，総

推進するため生命機能研究支援 連した研究に対する基盤整備を 合メディア基盤センターでは，学務システムを設置するとともに，研究系ネ

センターを活用する。 行うため，総合メディア基盤セ ットワーク及び事務系ネットワークの管理体制を進めている。

， ，ンターを活用し 学内のサーバ

ネットワークの一元的管理体制

を推進する。

） ， ，４）各分野の研究支援活動をさら ４ 生命機能研究支援センターでは 遺伝子探索分野と機器分析分野は連携し

に充実させることにより，生命 シークエンス支援などの活動を高め，利用率の向上に役立った。また，動物

機能研究支援センターの各分野 資源開発分野では，外部専門職員を雇用することにより専門性を高め，研究

での利用率を向上させる。 支援活動を充実させる試み（３ヶ月間の雇用）を行い，来年以降の支援活動

の充実を計画した。

５）共同研究を推進するために， ５）生命機能研究支援センターの各分野では全国的な技術研究会に積極的に参

遺伝子解析 プロテオーム解析 加するとともに，米子地区では３分野（遺伝子探索分野，放射線応用科学分， ，

動物実験などの技術をより向上 野，動物資源開発分野）などが共同で学内講習会を開催して，遺伝子，放射

させる。 線，動物などの学内技術の向上を図った。また，鳥取地区でも，遺伝子，機

器分析関連の学内講習会を開催した。

６）米子地区に遺伝子再生医療研 ６）米子地区では遺伝子再生医療研究会を立ち上げ，２月に再生医療をテーマ

究会に加え，鳥取地区にも生命 に外部講師も招き講演会を開催した。また，３月には遺伝医療に関連する外

機能研究支援センターが中心に 部講師による講演会を開催した。鳥取地区では未利用資源開発研究会を発足

なった研究会を設立し，トラン させた。

， ，スレーショナルリサーチ 環境

ナノテクノロジー，乾燥地研究

などの研究推進を支援する。

【全国共同研究等】 【全国共同研究等】

１）ポスト２１世紀ＣＯＥプログ １）平成１６年度は，研究プロジェクト立案委員会の設置に代えて，ポスト２

ラムに備えるため，及び新たな １世紀ＣＯＥプログラムに備えるため，及び新たな競争的資金の確保を図る

「 」競争的資金の確保を図るため， ことも含めて 鳥取大学における教育・研究プロジェクトに関する取扱要項

研究プロジェクト立案委員会を を定め，届出のあった教育・研究プロジェクトについては，対外的にプロジ

設置する。 ェクトの名称を使用することができることとした。

， ， ，また 乾燥地研究センターにおいては ポスト２１世紀プログラムに備え

将来計画委員会委員による研究プロジェクト立案委員会を設置した。

２）研究プロジェクト立案委員会 ２）平成１６年度は，研究プロジェクト立案委員会の設置に代えて，産学官連

は，競争的資金に係る情報や乾 携企画推進会議に「共同研究推進ＷＧ」を設けて検討した。なお，乾燥地研

燥地関連プロジェクト情報を収 究センターにおいては，競争的資金に係る情報や乾燥地関連プロジェクト情

集するとともに，研究プロジェ 報の収集を行うとともに，文部科学省科学研究費補助金の基盤研究Ｓ及び日

クトの企画・立案について検討 本学術振興会のアジア・アフリカ学術基盤形成事業への申請を行った。

する。

３）乾燥地科学分野の研究を推進 ３）海外研究教育基地とする国際乾燥地域農業研究センター（ＩＣＡＲＤＡ ，）
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するため，乾燥地科学プログラ 中国科学院水土保持研究所等との連携を強め，現地研究の質的向上や海外研

ム等のプロジェクト研究を中心 修内容の充実を図った。乾燥地科学プログラムでは，海外研究教育基地と世

とした効率的な研究体制の構築 界的ネットワークを最大限に活用した研究と教育を通じて，拠点形成を行っ

を図り，国際共同研究の推進や ているが，世界の乾燥地科学をリードする拠点となるためには，さらなるネ

国際乾燥地域農業研究センター ットワークの形成が必要であり，１７年２月には，中国新疆農業大学と学術

） 。 ， 「 （ ）」（ＩＣＡＲＤＡ ，中国科学院水 交流協定を締結した その中で 同大に 日中乾燥地研究共同実験室 仮称

土保持研究所等の協力を得て， を設置することや今春から長期間滞在研究者の交流を実施すること等を取り

長期滞在研究が可能な海外研究 決めた。

教育基地を設置し，その活用を

図る。

○学部・研究科・附置研究所等の ○学部・研究科・附置研究所等の ○学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項

研究実施体制等に関する特記事 研究実施体制等に関する特記事

項 項

１）工学部では，地震予知のため １）工学部では，地震予知研究計 １）工学部では，島根県東部及び鳥取県西部において比抵抗モデル解析を実施

の新たな観測研究計画 第２次 画に基づき 「西南日本弧の地震 し，比抵抗構造と地震空白域・地震活動域の関連を明らかにした。また，地（ ） ，

に基づき，地震発生にいたる地 特性と深部構造の関連及び海洋 殻深部流体と海洋プレートの関連に着目して （鳥取－岡山－香川－徳島－室，

殻活動解析のための観測研究を プレートの形状と脱水反応によ 戸）測線において，既存の地殻比抵抗構造調査の活用と，補間するための中

他大学・研究機関と連携して行 る流体分布の解明に関する地震 国東部・四国東部地方を横断する比抵抗構造研究の予備調査等を連携して行

う。 予知研究」を他大学・研究機関 った。

と連携し継続して行う。
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鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

３ その他目標

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

１）教育研究を通して地域社会との連携・協力を推進するための目標

①地域共同研究センターを核として産官学連携の拡大に努め，共同研究，受託研究の増大を図中

る。

②地域貢献推進室を窓口にして地域社会のニーズをくみ上げ地方自治体との連携・協力関係を期

強化する。

③社会貢献委員会を窓口にして地域における社会貢献を推進する。目

④ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーを核として，大学発ベンチャーの創出を図る。

２）教育研究を通して国際交流・協力を推進するための目標標

①学術交流協定締結校と語学教育，異文化教育を行う教員の相互交換を行い，相互の学生の教

育を行う。

②学術交流協定締結校と共同研究，シンポジウム等を企画し実施する。

③学生の相互交流を促進する。

④これらを実施するための資金の確保に努める。

⑤国際協力に積極的に参加する。

⑥国際協力に積極的に参加する教員の評価を的確に行う。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○地域社会等との連携・協力，社 ○地域社会等との連携・協力，社 ○地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策

会サービス等に係る具体的方策 会サービス等に係る具体的方策

１）地域貢献推進室を窓口とし， 【地域社会との連携】 【地域社会との連携】

年度毎にＰｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈ １）地域貢献推進室を窓口とし， １）地域貢献推進室を窓口として，文部科学省採択の平成１５年度からの継続

ｅｃｋ・Ａｃｔｉｏｎ（ＰＤＣ 年度毎にＰｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈ 地域貢献特別支援事業（経費としては，平成１６年度大学改革推進等補助金

Ａ）管理を行う。 ｅｃｋ・Ａｃｔｉｏｎ（ＰＤＣ ・学長裁量経費）を自治体と連携して，Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ・Ａｃ

２）社会貢献委員会は地域住民の Ａ）管理を行う。 ｔｉｏｎ(ＰＤＣＡ) 管理により３２の個別事業を行った。

ニーズに応えた，公開講座，各 ［資料編：資料２１を参照］

種研修会への講師派遣，理科ば

なれ，ものづくり対策への協力 ２）地域の需要及び住民の関心が ２）梨栽培生理講座，コンピュータによる農業情報処理講座を公開講座として

等幅広い活動を企画 支援する ある事項，梨栽培技術，アグリ 実施した。また，鳥インフルエンザの国内発生，高温好気法による残飯・生， 。

３）鳥取県との教育職員の相互派 テクノ，人獣共通感染症を含む ゴミの処理，緑化に郷土の樹木を!等の講座を無料によるサイエンスアカデミ

遣に関する協定を継続して，全 公衆衛生上の問題である鳥イン ー公演事業として実施した。医学部においても，地域住民の関心の高いテー

学共通科目の一部の授業を高校 フルエンザ，ＳＡＲＳ及びＢＳ マを選び夏季及び秋季の２回医学部公開講座を開講し，住民への教育活動，

教諭が担当するとともに，高等 Ｅ等に関する講演会，シンポジ 自治体への支援活動に貢献。大学院連合農学研究科では，本研究科の主催で

学校の体験学習等の授業を大学 ウム，公開講座等を開催し，住 日韓国際シンポジウム「ＷＴＯ体制下における環境保全型農業と経営政策」
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教員が行うことにより高等学校 民への教育活動，自治体への支 を６月２日に鳥取県民文化会館で開催した。日本と韓国の専門家が集まり，

との連携の推進を図る。 援活動を実施する。 両国における環境保全型農業とそれを支える経営政策の現状と展望について

４）全学共通科目の高年次実践科 研究交流を行い，一般市民等に対し情報発信を行う貴重なシンポジウムとな

目に地元自治体首長，地元企業 った（参加者；約１５０名 。）

の社長等を講師に迎え多角的な

教育を行う。

５ インターンシップについては ３）棚田ボランティア等を通して ３）地域貢献特別支援事業のひとつとして，森・棚田等維持保全活動支援とし） ，

鳥取県，鳥取市及び米子市と締 篤農家と学生との交流の場を設 て，５地域に合計７回，述べ９１名の学生を主体とした陣容により事業を行

結している協定を継続する。ま け 生涯学習の機会を提供する った。篤農家と学生との交流の場となり，生涯学習の機会としても大きな成， 。

た，日経連インターンシップ等 果が得られた。

を通じて学生の派遣先を確保す ［資料編：資料２１を参照］

る。

４）中学生，高校生，一般への技 ４）中学生，高校生，一般への技術講習会などの市民講座を以下のように実施

術講習会などの市民講座を開催 した。

する。 農学部：サイエンス・パートナーシッププログラム「教育連携講座：水土

の知を利用した地域環境の整備と保全」の推進。

医学部：生命科学科において，高校生を対象とした遺伝子解析講座。

生命機能研究支援センター：米子東高等学校の「探索的学習 ，八頭高等学」

校の「体験学習」へ遺伝子探索分野が中心となって協力。

工学部： 出前おもしろ科学実験室 「電気と磁気の不思議な関係」等。「 」，

【児童・生徒への教育支援】 【児童・生徒への教育支援】

。１）児童・生徒に対する啓発的な １）農学部では，児童・生徒に対する「小中学生受入の森林教室 「林業体験」，

「森に学ぶ」等の学習機会の提 研修」を実施した。

供を促進する。

２）｢子供たちのための楽しいもの ２）大学等開放推進事業として，地域学部，工学部，農学部及び連合農学研究

づくり技術学講座｣｢子どもたち 科が共同して，｢子供たちのための楽しいものづくり・技術学講座｣（年間６

のための先端的技術学講座｣を継 回）｢子どもたちのための先端的技術学講座｣（年間５回）を開講し，ものづ

続する。 くりの意義の啓蒙に努めた。

３）｢わかとり科学技術育成会｣を ３）工学部では 「鳥取こども科学まつり」において 「楽しい科学マジック」， ，

関係教育機関と共同して設立し を実施し，支援した。，

「鳥取こども科学まつり （米子」

市１０月）の実施を支援する。

４）生涯教育総合センターが中心 ４）生涯教育総合センターが中心となって，調査・相談・実践を通した児童・

となって，児童・生徒の生活実 生徒の実態に基き，次の通り公開講座を実施した 「地域社会におけるスポー。

態調査に基づいた公開講座やシ ツと子ども （参加者５５名 「地域に育つ子ども （同５０名 「子どもの」 ）， 」 ），

ンポジウムの開催を促進する。 元気を地域へ発信！ （同１５名 「これからの家族を考える （同４０名 ，」 ）， 」 ）

「児童虐待の最前線 （同６０名 「高機能自閉症児の理解と援助 （同２５」 ）， 」

０名 「障害のある人の生涯にわたる療育・支援を考える （同５０名 「障） 」 ），

害者の権利 （同８０名 。」 ）

【地域教育への支援】 【地域教育への支援】
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１）現職教員，公務員，保育士の １）市町村からの研究依頼に応え，地域教育計画に関わる研究を推進した。

ブラッシュアップ講座等を開催 また，県及び県教委との連携の強化を図り，１０年経験者研修等を実施す

し 地域の教育力の向上を図る るほか，生涯教育総合センターと共同して中堅保育士の研修，学校園の授業， 。

研究，各種委員会や研修会へ講師を派遣し，理科ばなれ，ものづくり対策へ

の協力等の助言指導を活発に行った。さらに，地域教育学科の教育・研究成

果を公開する場を作り 「ちいきりんりん－地域教育学の創造－」の公開を実，

現した。その他，地域学部では 「新鳥取市の誕生」をテーマに，自治体職員，

及び一般市民を対象にブラッシュアップ講義（３日間）を実施し，生涯教育

総合センターでは，鳥取県教育センターと連携し，教員研修の講師派遣・講

師紹介・長期研修生受入れを行った。また，鳥取県と連携し，中堅保育士研

修（講義聴講（1６名 ，ゼミナールへの参加（１７名）を実施し，公開講演）

会「乳児の心と体を育む （参加者９０名）を実施した。さらに，教育公務員」

を対象とした「学校におけるクライアント／サーバネットワークシステムの

構築と管理 （同２名）を実施した。」

［資料編：資料２８を参照］

２）総合メディア基盤センターは ２）鳥取情報ハイウエイを利用して，県教育センターと接続し，遠隔講義がで

学生部と協力して，鳥取情報ハ きるように整備した。

イウエイを活用した高等学校等

への遠隔講義体制を整備する。

３）鳥取県との教育職員の相互派 ３）大学教育総合センターにおいて，鳥取県との教育職員の相互派遣に関する

遣に関する協定を継続し，教育 協定を継続し，相互派遣を実施している。

職員の相互派遣を実施し，大学

教育を充実させるとともに，地

域の教育力の向上を図る。

【大学教育の充実】 【大学教育の充実】

１）全学共通科目の高年次実践科 １）大学教育総合センターにおいて 「現代の暮らしと金融・証券」のテーマで，

目に，地元企業の社長等を講師 野村証券担当者，日本セラミック社長を講師に迎え実施した。

に迎え多角的な教育の実施を検

討する。

２）インターンシップの協定を継 ２）鳥取県・鳥取市・米子市との協定を継続し，経営者協会インターンシップ

続するとともに学生の派遣先確 等に申込み，学生部において各学部と連携して派遣先を確保している。例え

保に努める。 ば，農学部では，生物資源環境学科生存環境学コース，森林科学コースにお

いて，国，県及び企業とインターンシップを継続実施しているとともに，動

物病院では岡山理科大学専門学校動物看護学科から３０名の学生を受け入れ

た。

３）学生に対しインターンシップ ３）学生に対するインターンシップの説明会については，教務企画専門委員会

についての説明会を実施する等 において検討し，１７年度参加希望者を対象として４月下旬又は５月上旬に

して，参加者の増加に努める。 説明会を開催することとしているが，農学部においては，例年インターンシ

ップ説明会を実施している （生存環境学及び森林科学コース）。
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４）インターンシップの一環とし ４）インターンシップの一環として，附属図書館に司書を目指す学生１名の受

て，附属図書館に司書を目指す け入れを行った。

学生の受け入れを行う。

○産学官連携の推進に関する具体 ○産学官連携の推進に関する具体 ○産学官連携の推進に関する具体的方策

的方策 的方策

１）地域共同研究センターを窓口 【地域共同研究センター】 【地域共同研究センター】

に関係諸団体との連携を強め， １）鳥取商工会議所との首脳会議 １）鳥取商工会議所と産学連携推進の会談を持ち連携を深めることに合意

実質的な活動を行う。 を開催し，産学官連携の強化を し，鳥取商工会議所のほんまちクラブ，米子商工会議所のシックスクラ

２）コーディネーター機能の充実 図る。 ブに参加することで，産学官の交流が深められることになった。

を図り，共同研究，受託研究の

件数の増加を図る。

３）地域共同研究センター，ベン ２）県外企業とのビジネス交流会 ２）平成１６年８月（大阪 ，１０月（東京 ，平成１７年３月（東京，大阪 ，） ） ）

チャー・ビジネス・ラボラトリ を鳥取県事務所，中国経済連合 鳥取県事務所と連携してビジネス交流会を開催し，また，平成１７年３月，

ーを窓口として，産業界からの 会と共催する。 岡山で中国地域産学官コラボレーションセンター等と連携して研究シーズに

ニーズの受信，技術化可能情報 関する産学意見交換会を開催した。

の発信を行う。

４）共同研究推進機構を活用し，

広範な研究領域に係わる問題解 ３）各学部等との連携を強化し， ３）本学における研究や教育の成果を，一般市民に公開して実施することに

決に当たる。 研究成果，教育成果等を関係諸 より，学部の教育・研究内容を地域社会にＰＲし，県をはじめとする自治体

５）鳥取大学振興協力会及びとっ 団体，地域社会に積極的にPRを や地域の諸団体等との連携，協力を得るための懇談も積極的に実施した。ま

とり乾地研倶楽部等と協力して 行う。 た，山陰地域研究会では，５回の講演会を行い，市民への報告会を行った。，

定期的に講演会，交流会を開催 さらに，地域学部地域環境学科は，地域調査実習報告会を開催し，地域調

する。 査実習報告書を関係機関へ配布するとともに，鳥取県と共同で地域環境に関

６ 研究領域の教員と関連自治体 する討論会を開催した。） ，

企業との関係者と意見交換を行 サイエンス・アカデミーｉｎ Ｙｏｎａｇｏにおいて，研究成果を地域社会

う。 にＰＲするとともに，研究シーズを自治体を通じて地域にＰＲする等積極的

７）県の産学官連携推進室と十分 に進めている。

な連携を持つ。 ［資料編：資料２９～３０を参照］

８）地域の需要等に応じ，公開セ

ミナー，高度技術研修等を開催 ４ 鳥取情報ハイウエイを介して ４）鳥取情報ハイウエイを利用して，県下４高等教育機関と県教育センターと） ，

する。 地域に向けた遠隔技術協力のた 接続し，遠隔講義ができるようになり，鳥取環境大学並びに鳥取短期大学と

めの基盤整備について検討する の遠隔講義を実施した。。

５）鳥取県下の研究機関等との連 ５）農学部では，鳥取県との共同研究「湖山池周辺農林地からの水質汚濁物質

携により，地域独自の生産技術 流出に関する研究 ，県衛生環境研究所，県栽培漁業センターと連携して「東」

や環境保全に関わる研究プロジ 郷池水環境保全とヤマトシジミ資源再生の研究 県林業試験場と連携して ツ」， 「

ェクトを支援する。 キノワグマの生態に関する研究 ，県畜産課と連携して，公共育成牧場（鳥取」

放牧場）での超音波診断による早期妊娠診断を積極的に行った。

地域学部では，鳥取県と学部教員との意見交流会を通して，相互に関心の

あるプロジェクトを推進したり，合同シンポジウムを開催した。また，自治

体の委員会・審議会等への積極的な参加，社会人ブラッシュアップ講座・鳥

取県職員研修所が行う職員研修への講師派遣等を積極的に行った。さらに，

とっとり総研が行う地域産業データベース構築調査をはじめ鳥取学調査等に全面

的に協力した。

医学部では，氷温技術の医学的応用，魚の皮等の廃棄物を利用した機能食

品の開発，廃食用油の発電機への燃料化等，地域特性に即した共同研究プロ

ジェクトを推進した。
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また，工学部においても，地域独自の生産技術・環境保全に関する研究プ

ロジェクトに参画し，支援している。

６）コーディネーター機能の充実 ６）東京リエゾンオフィス及び大阪オフィスを開設し，客員コーディネー

を図り，共同研究，受託研究の ターをそれぞれ配置して県外企業とのコーディネート機能の充実を図

件数の増加を図る。 った。

７）産業界からのニーズの受信の ７）産業界からのニーズの受信の窓口として，毎水曜日を科学技術相談日に設

窓口として 科学技術相談日 週 け，スタッフが必ず在席するよう体制を整えた。また，科学技術相談者リス， （

１回）を設け，外部から気安く トを大幅に刷新整備するとともに，米子地区における産学連携の窓口は，医

相談できるようにするとともに 学部学務・研究課であることの周知に努めた。，

科学技術相談者リストを整備す ［資料編：資料３１を参照］

る。

８）科学技術相談室の専門・相談 ８）科学技術相談者リストを大幅に更新し，各種イベント，会合メンバー

分野の冊子を更新し，技術化情 に配布，企業訪問等に持参し情報として発信に務めた。また，米子市にある

報を発信する。 鳥取県西部総合事務所に対して，鳥取大学の研究内容等の紹介コーナーを設

置してもらうよう要請した。

９）学内の共同研究推進機構の代 ９）産官学連携の推進を図るため，平成１６年１０月１３日に従来の共同研究

表者会議を開催し，広範な研究 推進機構をリニューアルして１５研究領域も包括した産官学連携推進機構を

領域での共同研究体制，プロジ 立ち上げた。

ェクト研究の構築を推進する。 平成１６年１２月１５日に研究領域代表者会議を開催し，今後の研究領域

の活性化と研究領域を越えた連携について検討した。

［資料編：資料２７を参照］

10 鳥取大学振興協力会と協力し 10）産学交流事業として，東部，中部，西部において交流会・講演会を各２回） ，

産学交流事業 講演会 交流会 （計６回）実施。その内，東部の１回は京都方面への県外視察（７／２６，（ ， ，

） ， ， ， ， ，研究開発検討会等）を東部・中 ２７ とし 京大 竜谷大 堀場製作所 京都リサーチパーク等の先進大学

部・西部で実施する。 企業を訪問した。また，振興協力会総会・講演会を東部会場で実施した。

11）地域社会からの要請を把握す 11）地域社会からの要請を把握するため，本年度は，特に境港方面の企業訪問

るため，教員による企業訪問を を積極的に行った。

積極的に行う。

12）産学官連携を推進するための 12）農学部では，農学部と県農林水産部との連携会議を開催，獣医学科と県畜

定期的な 農林水産技術懇話会 産課等との連携会議を開催，県総務部・農林水産部と「きのこ産業クラスタ「 」

（鳥取県との交流会 ，講演会， ー」に関する連携会議を開催，県衛生環境研究所などとリサイクル技術研究）

シンポジウム等を開催するとと 検討会を開催，県教育委員会と全国生涯学習フェスティバルに関する打合会

もに，地域産学官との交流会・ を開催，県の後援を得て学術会議遺伝資源研究連絡委員会シンポジウム「地

講演会・見学会等に積極的に参 場の遺伝資源を見直そう」を実施，国立大学「地域交流ネットワークｉｎ鳥

加する。 取」へ参加，農林水産省「アグリビジネス創出フェア」へ出展，鳥取県商工

，「 」 ， ，労働部との意見交換会に出席 鳥取・ほんまちクラブ へ参加 医学部では

米子商工会議所主催の懇談会に積極的に参加し，工学部においても，地域産
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官との交流会・講演会・見学会等に積極的に参加し，共同研究の促進を図っ

ている。

13）鳥取県商工労働部産学官連携 13）産官学連携を推進するため，鳥取県商工労働部産学官連携推進室と連携し

「 」 （ ，推進室との連携を密にする。 て 産官学連携企画推進会議 を２回開催 第１回は平成１６年５月２５日

第２回は平成１７年２月１６日）した。

14）競争的資金獲得と産学官連携 14 「産官学連携企画推進会議」の第１回の会議で，産学官連携を推進する具体）

意識・ネットワーク強化の二つ 的な方策を検討するため，３つのワーキング・グループを設置することを決

。 ） ， ） ，の分科会を立ち上げ，取りまと めた １ 意識づくり・ネットワークづくりＷＧ ２ 共同研究の推進ＷＧ

めた事項を産官学連携企画推進 ３）知的財産ＷＧ．第２回では，主として，それら３つのＷＧでの討議の中

会議に諮る。 間報告を行い，平成１７年度に開催する産官学連携企画推進会議で，３つの

ＷＧから，具体的なアクションプランを提案するよう，産学官連携推進室と

協議した。

15）サイエンス・アカデミー（公 15 サイエンス・アカデミー（公開セミナー）を平成１６年度は計１５回開催）

開セミナー）を実施する。 した。特に，会場を鳥取大学内の地域共同研究センターから集客力の大きい

県立図書館に移すことにより，平均受講者数が従来１９名程度であったもの

を６０名に増大することができた。また，地域共同研究センター米子サブセ

ンターとして，サイエンス・アカデミーｉｎ Ｙｏｎａｇｏを開催し，３回開

催した内の２回は，鳥取会場にテレビ中継することにより，好評を得た。

［資料編：資料３２を参照］

16）著名な研究者・技術者を地域 16）地域共同研究センターに客員教授を迎え，企業での研究開発や知的所有権

共同研究センターの客員教授に などの現在的課題について，現場での諸問題をとりあげる産業科学特別講義

迎え，企業での研究開発や知的 Ⅰ，Ⅱ（客員教授セミナー）を本年度は，前期１０回，後期８回開催した。

所有権などの現在的課題につい 受講対象者は，工学部大学院前期課程の学生で，平均受講者数は１１０名で

て，現場での諸問題をとりあげ あった。

る産業科学特別講義Ⅰ，Ⅱ（客

員教授セミナー）を実施する。

17 （社）発明協会，弁理士協会と 17）広島発明協会に協力してパテントサマースクールを鳥取大学で共催した。）

連携して｢中国地域大学等産業財

産権セミナー｣及び｢パテントサ

マースクール｣を共催する。

18 「特許セミナー」を開催する。 18）知的財産全体についての知識と意識の向上を狙いに，本学教職員や学生を）

対象とした知的財産セミナーの開催，大学生(文/理系)を対象に共通教育授業

での中で，商品（工業製品）と知的財産権の実例，知的財産権制度の基礎等

を主体とした知的財産権セミナーを開催した。また，活用に有効となる特許

取得を狙いに，学内外における知的財産の専門家によって，例えば県内企業

人等を対象としたＭＯＴ実践プログラムでの知的財産戦略のあり方，ＶＢＬ

研究員を対象とした技術移転等で生じる契約問題，医療研究者を対象とした

医療・バイオにおける知的財産取得から活用など専門分野別の知財テーマを

設定した講演を開催した。
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本年度，本学の教職員・学生等を対象に実施した「特許(知的財産)セミナ

ー」数は，１６件であった。

［資料編：資料３３を参照］

特許検索についての全学教職19）鳥取県知的所有権センターと 19）平成１６年１２月，鳥取大学全教員を対象に，

員の意識を知り，今後の活動のあり方を把握するため，特許検索に関するアンケ共催で，特許検索講習会を開催

ート調査を実施した結果，アンケートの配布総数８４６件に対して回収総数２２し，受講者が自分のパソコンで

特許検索ができるようにする。 鳥６件[回収率：約２７％]と比較的多くの集計を得た。その内容分析に基づき，

特許情報支援アドバイザーによる特許電子図書館(ＩＰＤ取県知的財産センター

Ｌ)の「特許情報活用セミナー （ 開」 平成１７年１月２６日，受講者２０名）の

を催方法に反映させ，特許検索実習を希望した対象者に対して効果的なセミナー

実施した。

20）客員教授による特許相談会を 20）鳥取大学地域共同研究センターの客員教授による１回／月のペースでの特

開催し，特許等の出願を推進す 許相談会を計１４回開催した。内３回は米子地区での開催である。相談者の

る。 延べ数は，４２名であった 「特許相談会」の内容は，共同研究契約や特許法。

の解釈などの相談もあるが，その多くは特許取得を目的とした特許相談であ

りアイデア段階から具体的な出願を目の前にした段階まで多岐にわたり，そ

の特許相談件数は，本年度延べ２９件であった。

［資料編：資料３４を参照］

【乾燥地研究センター】 【乾燥地研究センター】

１）乾燥地研究センターの支援組 １）とっとり乾燥地倶楽部，鳥取市，福部村，鳥取観光コンベンション協会，

織「とっとり乾地研倶楽部」と 福部村観光協会と協力して，鳥取砂丘の成り立ちや，人間との関わり，世界

「 」協力し，県民を対象とした講演 の砂漠との違いなどに関する解説及び施設見学を内容とした 鳥取砂丘講座

会や交流会を開催する。 を１０月２８日に実施した。

２）乾燥地研究センターは，一般 ２）乾燥地研究センターにおいて，乾燥地学術標本展示室（ミニ砂漠博物館）

公開，見学者の受け入れを積極 の休日公開（４月～１１月 ，年２回（８月７日，１０月９日）の一般公開及）

的に行うとともに，地域開放特 び平日の見学希望者の受入を実施し，年間３，２６８名の見学者を受け入れ

別事業 きみもなろう砂漠博士 た。また，地域開放特別事業「きみもなろう砂漠博士」を８月７日に実施し「 」

（ ）。 ， （ ） ，「 」を実施する。 た 参加者数２２名 さらに 地元紙 山陰中央新聞 に 砂漠化に挑む

というタイトルで，半年間（１６．１０～１７．３）乾燥地研究センターの

研究活動状況を公表した。

［資料編：資料３５を参照］

○地域の公私立大学等との連携・ ○地域の公私立大学等との連携・ ○地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策

支援に関する具体的方策 支援に関する具体的方策

１）大学コンソーシアム山陰の組 １）大学コンソーシアム山陰の組 １）大学コンソーシアム山陰の組織の活動を活発化を図るため，鳥取環境大学

織の活動を活発化する。 織の活動を活発化する。 副学長と懇談し，連携を確認した。

２）鳥取県大学図書館等協議会幹 ２）鳥取県大学図書館等協議会加盟館の図書館資料横断検索システムを新たに

事館として一層の連携強化に努 導入し，加盟館連携の強化に努めている。

める。

３）地域の私立大学，高専教員及 ３）高専教員及び自治体研究員の博士学位取得を積極的に支援するため，企業

び自治体研究員の博士学位取得 及び自治体等との懇談会等の機会を通じて，社会人入学を呼びかけている。



- 46 -

を積極的に支援する。

○留学生交流その他諸外国の大学 ○留学生交流その他諸外国の大学 ○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策

等との教育研究上の交流に関す 等との教育研究上の交流に関す

る具体的方策 る具体的方策

１）学術交流協定締結校から語学 【学術交流協定締結校との交流】 【学術交流協定締結校との交流】

教員を受入れ，語学教育の充実 １）学術交流協定締結校との連携 １）留学生コーナーを国際交流コーナーに模様替えし，常設で学術交流協定校

を図る。 は，活動の現状を見直し，より の紹介をパネル展示し，学生及び教職員への情報提供を行うとともに，以下

２）学術交流協定締結校への語学 一層の活性化を図る。 のように国際交流事業を実施し，交流の活性化を図っている。

研修を大学として企画し，学生 ・エジプト・アラブ共和国国立水研究センター学術交流協定事業

の参画を促すとともに大学コン ・韓国・忠南大学校における国際シンポジウム「農業環境とバイオテクノロ

ソーシアム山陰においても各大 ジーの現状と課題」への参加と交流

学の企画する語学研修に構成大 ・国際協力機構開発パートナー事業「メキシコ乾燥地域における農業及び農

学の学生が参加できる措置をと 村振興」の実施及びメキシコ北西部生物学研究センターとの海外教育研究

る。 基地設置に関する協議・合意

３）学部学生の短期留学の支援を ・森林教育・研究及び森林行政における韓国江原大学校と江原道庁との連携

行う。 手法に関する調査

４）乾燥地研究センターや農学部 ・日韓両国における畜肉の安全流通に関する共同研究

にあっては 乾燥地域に拠点 海 ・１５年度に締結した外国大学との間で，研究者の相互訪問，短期留学生の， （

外研究教育基地）を形成し職員 受入等。

の派遣，大学院生の海外研修・ ・学術交流協定校との研究者の交流・共同研究・シンポジウム開催等。

。実習を必修とする体制を整える

５）現在，実施している発展途上

国を対象としたプロジェクトを ２）Ⅰ-1-(２)の「教育理念等に応 ２）韓国・釜慶大学校との間で「ダブル・ディグリー・プログラム実施に関す

継続的に実施するとともに，新 じた教育課程を編成するための る覚書」を平成１６年１２月６日に締結し，制度を立ち上げた。

たなプロジェクトの開発を目指 具体的方策」に記載したとおり ［資料編：資料８を参照］

す。 ダブル・ディグリー（Ｄｏｕｂ

）６）学術交流協定締結校との研究 ｌｅ Ｄｅｇｒｅｅ：2つの学位

。連携を促進するため，シンポジ 取得留学制度の導入を推進する

ウム開催等への資金援助枠を明

示する。

７）外国の研究者や教員の招聘が ３）学術交流協定締結校から受入 ３）韓国の学術交流協定校から受け入れる日本語専攻の学生については，日本

容易となる基盤を整備する。 れる語学教員の身分・期間・授 語のみでなく，人文系の専門科目についても受講させるよう関係部局と協議

８）２１世紀ＣＯＥプログラムに 業内容等の具体的な事項につい したが，基本的な指針を明確にするまでには至らなかった。受入れについて

係わる領域では，外国人研究者 て，関係部局と協議し，基本的 は，現状のままで実施した。

の招聘を計画に従って行う。 な指針を明確にし，語学教育の

９ 職員や大学院生の海外派遣は 充実を図る。） ，

資金の許される範囲で引き続き

行う。

10）学術交流協定締結校との連携 ４）夏期英語研修をＮｏｔｔｉｎ ４）夏季英語研修をウォータールー大学（カナダ）で４週間実施した。また，

は，これまで以上に一層の活性 ｇｈａｍ大学（イギリス）とＷａ 江原大学校（韓国）及び東北農業大学（中国）でもそれぞれ１・２週間の夏

化を図る。 ｔｅｒｌｏｏ大学（カナダ）で実 季語学プログラムを実施した。

11）知的支援による国際交流につ 施する。

いても積極的に推進する方向で

努力する。

） ， ，５）インターネット，留学ガイダ ５ 留学ガイダンス資料として 学術交流協定校一覧のデータシートを作成し

ンス及び留学相談会を通じて学 留学相談に活用した。また，留学準備教育コースなどを通して，留学を希望

生に学術交流協定校の紹介等の する学生に情報提供を行った。
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情報を提供し，交流に参加する

よう呼びかける。 ［資料編：資料３６を参照］

６）大学コンソーシアム山陰にお ６）国際交流に関する大学間交流会を大学コンソーシアム山陰として２回開催

いて，語学研修をテーマにした し，語学研修の相互乗入れについて，平成１７年度からの実施に向けて，合

情報交換会を行うとともに，相 意を得た。また，大学コンソーシアム山陰として１月に鳥取大学主催の留学

互の協力体制を構築する。 生スキー旅行を実施した。

７）学術交流協定締結校との研究 ７）国際交流基金の予算枠を確保して公募を行った。また，１２月には，学術

者交流・共同研究・シンポジウ 交流協定校とのシンポジウム開催経費等の追加募集を行い，年間援助額の増

ム開催等を行うための資金を確 額を図った。

保し，援助枠を明示する。

８）留学経費の支援策等について ８）平成１７年度国際交流基金の基本方針を１２月に策定し，留学支援金の増

検討する。 額を図った。

【その他の大学・研究機関との交 【その他の大学・研究機関との交流】

流】

１ 乾燥地研究センターは 教員 １）平成１６年度，乾燥地研究センターでは延べ７１名（教員３８名，ポスト） ， ，

ポストドクター，大学院生，技 ドクター１５名，大学院生１２名，技術職員等６名）海外へ派遣し，１５年

術職員等の海外派遣者を増やす 度より派遣者数が３名増えた。。

２）農学部は，メキシコバハカリ ２）農学部では，メキシコ北西部生物学研究センターと海外教育研究基地設置

フォルニア半島ゲレロネグロに に関する協議を行い，双方に海外教育研究基地を設置することで合意した。

。教育研究基地の設置を検討する

３）エジプト・アラブ共和国国立 ３）農学部において，エジプト・アラブ共和国国立水研究センターの副所長を

水研究センターを中心とした外 招聘し，学術交流協定を締結し，平成１７年度に博士（特別コース）へ１名

国人研究者の積極的な受け入れ の研究者の受入れが内定している。

を図るとともに，日本人研究者

の海外派遣を推進する。

４）優秀な留学生を受け入れ，特 ４）生物資源・環境科学留学生特別コース（博士後期課程）を各構成大学の留

別コースで修士博士一貫教育を 学生特別コース（修士課程）と連結し，一貫制として実施を開始し（定員８

行う。 名；修士課程から進学者５名，編入学生３名 ，平成１７年１０月の留学生特）

別コース進学者の選考を実施した（応募者；１０名，本省への推薦者８名 。）

さらにより多くの留学生が応募するようＰＲに努めている。

５）留学生及びＪＩＣＡ研修生を ５）農学部では，平成１１年度から継続実施しているＪＩＣＡ集団研修の一層

， ，通じて，乾燥地農業に関する研 の充実を図るため 過去のＪＩＣＡ研修生の参加者リストと連絡先をまとめ

究情報の国際的ネットワーク化 国際ネットワーク化に着手した。

を検討する。
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６）国際協力機構開発パートナー ６）本事業の継続を検討した。

事業「メキシコ乾燥地域におけ

る農業及び農村振興」を実施し

ているが，その事業の継続につ

いて検討する。

７）２１世紀ＣＯＥプログラムに ７）２１世紀ＣＯＥプログラム（乾燥地科学プログラム）では，１６年度研究

係わる領域では，外国人研究者 拠点形成実施計画に従い，１５名の外国人研究者（国連大学との共催による

の招聘を計画に従って行う。 国際会議，ワークシップ７名，共同研究等８名）を招へいした。

【その他の国際交流推進策】 【その他の国際交流推進策】

１）国際交流基金より招聘費用の １）国際交流基金の事業区分に学術交流協定校からの教職員招へい及び派遣を

支援を行う。 設定支援を行った。

２）職員への情報提供を充実し， ２）韓国・中国への短期文化研修において，引率職員の公募を行い，旅費等の

援助資金の有効活用を図る。 財政支援を行った。

３ 職員や大学院生の海外派遣は ３）国際交流基金により，派遣留学生支援９０万円，教職員等交流支援５０万） ，

資金の許される範囲で引き続き 円を予算化した。

行う。

４）北東アジアを中心とした地域 ４）地域学部では，北東アジア地域学国際会議を実施して大きな成果が得られ

学の国際会議を主催する。 たことを生かし，北東アジア圏との研究交流を充実させる。すでに交流協定

を締結した大学等との連携・交流を強化・推進する（内蒙古師範大学など）

ほか，学部教員の諸外国での研究実績や交流のある研究者など，現有のポテ

ンシャルを確認した（３５件 。）

５ 国際交流会館の規則を見直し ５）入居資格，入居期間について，利用者の要望を考慮しながら，館長の判断） ，

宿舎を利用しやすくする。 による柔軟な対応を積極的に図るとともに，規則改正を平成１７年度に行う

こととする。

６）知的支援による国際交流につ ６）知的支援による国際交流のベースとなる国際戦略について，文部科学省の

いて検討する。 競争的経費に申請し，検討材料とした。

○教育研究活動に関連した国際貢 ○教育研究活動に関連した国際貢 ○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策

献に関する具体的方策 献に関する具体的方策

１）日本学術振興会拠点大学方式 １）日本学術振興会拠点大学方式 １）日本学術振興会拠点大学方式学術交流事業では，現地調査や定点観測を行

学術交流事業として，乾燥地研 学術交流事業として，乾燥地研 うとともに，必要に応じて分担研究を行い，結果の解析や研究論文の取りま

究センターと中国科学院水利部 究センターと中国科学院水利部 とめ公表を行った。また，第４回目となる合同セミナーを日本で開催（１１

水土保持研究所を拠点大学とす 水土保持研究所を拠点大学とす 月４，５日）し，研究成果の公表と検討，課題別研究打合せ及び事業全体の

る共同研究をより一層押し進め る共同研究を推進する。 研究の方向性と工程表について微修正を行った。本事業を通じて日中間の友

る。 好関係が強まり，緊密かつ良好な共同研究体制が構築されつつある。日中研
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２）独立行政法人国際協力機構・ 究者の連名による論文も公表されており，日中双方の得意分野を活かした相

集団研修コースとして 乾燥地 互補完を行うことにより，これまでにも増して研究が進捗するものと考えて， ，

半乾燥地に属する開発途上国の いる。

灌漑用水資源開発に携わる研究

者・技術者を対象に基礎知識と

応用技術の研修を積極的に行う ２）農学部は，継続開催が決まっ ２）１６年度から特別コースの修士・博士一貫教育が可能となったことを農学。

たＪＩＣＡ集団研修「乾燥地水 部ホームページに掲載するとともに，ＪＩＣＡ海外事務所や過去の研修生を

資源の開発と環境評価」をより 通じてＰＲに努める。

一層充実させるとともに，帰国

後のアフターケアを特別コース

を通して行う。

３）乾燥地・半乾燥地を有する諸 ３）総合地球環境学研究所研究プロジェクト「乾燥地域の農業生産システムに

外国を対象に研究・技術協力を 及ぼす地球温暖化の影響」のコアメンバーとして，トルコ科学技術研究機構

積極的に推進する。 との共同研究の実施。又，国際協力機構（ＪＩＣＡ）の依頼に基づく，外国

（ 「 」（ ），人受託研修員の受入 国別研修 持続的マングローブ管理 セネガル２名

「乾燥地緑化技術 （ブラジル３名 「造林及び森林計画 （セネガル２名）」 ）， 」

「 」（ ），及び集団研修 乾燥地水資源の開発と環境評価Ⅱ アフガニスタン外１２名

専門家派遣（ブラジル・東北部半乾燥地（カアチンガ）における荒廃地域の

再植生技術の開発プロジェクト（植生技術 ，調査団（オマーン国全国道路））

網開発調査（第１次 ）への参加，及び地域別研修等（水利組合育成コース，）

潅漑排水・農村開発コース）の協力，並びに国際湖沼環境委員会に依頼に基

づく，イラク支援プロジェクト（水管理研修）への協力など，諸外国を対象

に研究・技術協力を積極的に行った。



- 50 -

鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

３ その他の目標

（２）附属病院に関する目標

１）患者中心医療の充実を図る。

２）病院長のリーダーシップ及び支援体制を強化し，高い視野から機動的な病院の管理運営を遂中

行できる体制を整備する。

３）卒前・卒後の医師及びコメディカル（医療従事者）の教育の充実を図る。期

４）トランスレーショナル・リサーチ（基礎研究の臨床応用）を展開するとともに高度先進医療

の研究開発を推進する。目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○医療サービスの向上や経営の効 ○医療サービスの向上や経営の効 ○医療サービスの向上や経営の効率化に関する具体的方策

率化に関する具体的方策 率化に関する具体的方策

１）患者のプライバシー保護，ア １）全館禁煙とする。 １）医学部附属病院の敷地内に限定的な喫煙場所を設置し，附属病院全館を禁

メニティ充実の推進を図る。 煙とした。

２）病院長のリーダーシップを支

援する部門の充実を図るととも

に，病院業務に特化した事務組 ２）特別室の機能充実を図る。 ２）医学部附属病院に６１室ある特別室にテレビ，インターネット接続機能，

織を設置し，経営の効率化を推 冷蔵庫等を設置し，患者サービスのための機能充実を図った。

進する。

３）地域医療の核となる救命救急

センターの設置・充実を図る。 ３ （財）日本医療機能評価機構等 ３）医学部附属病院の具体的な改善目標を明らかにすること，医療の質の向上）

４）病診・病病連携の推進，完全 が行う病院機能評価の再審査を を図ること及び地域における役割を充分に踏まえた医療機能を高めることな

予約制の推進を図る。 受ける。 ど，多くの効果と利点を期待し，日本医療機能評価機構による審査を受けた

５）医療品質向上の推進を図る。 結果，前回（平成１１年）に引き続き所定の基準に達しているとして認定さ

れた。

［資料編：資料３７を参照］

４）第三者による病院経営分析を ４）民間の経営コンサルタント会社に医学部附属病院の経営分析等を委託し，

行い経営改善戦略会議を設置し 今後の経営戦略について病院長を筆頭とする職種を超えたチームにより具体

て，その運用を具体化する。 策を検討中である。

５）救命救急センターを設置し， ５）医学部附属病院の三次救急医療機関としての機能を一層拡充することによ

地域医療に貢献するとともに， って，鳥取県西部を中心とした救急医療体制の強化に貢献するとともに，救
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効率的運用を図る。 急医療に関する臨床教育を拡充させるため，医学部附属病院に救命救急セン

ターを設置した。

６）治験管理センターを充実し， ６）医学部附属病院治験管理センターの施設及び必要備品を整備・拡充し，治

効率的運用を図る。 験コーディネータを増員するなど体制の強化を図った。また，電子カルテに

よるモニターの利便性を図り，処方及び注射オーダーで治験のセット入力を

可能とするなど，効率的運用を図った。

７）クオリティー審査会（附属病 ７）医学部附属病院のクオリティー審査専門委員会を拡充し，各医療現場から

院医療安全管理部）の機能を充 日々報告されるインシデント等に関する報告書について判定を行い，医療安

実し 医療の質の向上に努める 全管理部を中心としてその発生原因を究明し，防止対策を医療現場にフィー， 。

ドバックするとともに，研修会等を通じて医療の質の向上に努めている。

８）治療成績公表について検討す ８）１７年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

る。

○良質な医療人養成の具体的方策 ○良質な医療人養成の具体的方策 ○良質な医療人養成の具体的方策

１）卒前の臨床教育，卒後初期臨 １）卒後臨床研修センターの機能 １）卒後臨床研修センターの機能の充実は１７年度から実施する計画であった

床研修並びに専門医研修に連続 を充実させる。 が，地域社会から求められている良質な医療人の育成に早期に応えるべく卒

性を持たせ，臨床教育・実習の 後臨床研修センターの機能の充実について１６年度から前倒し実施した。

充実を図る。 １）鳥取大学関連管理型病院協議会構成員に鳥取県医師会を追加し，また鳥

２）コメディカルの実務実習を積 取県病院局と鳥取県健康福祉部医務薬事課の職員をオブザーバーとして参

極的に受け入れるとともに受入 加させている。

） ， 。体制を一層整備する。 ２ 卒後臨床研修センターに 専任事務員１名と非常勤職員２名を配置した

３）患者中心の総合的な実践研修 ３）卒後臨床研修センター会議に学生並びに研修医代表を参加させ，研修プ

システムの構築を図る。 ログラム・評価，処遇等の諸問題について意見交換を行っている。

４）卒後臨床研修センター内に健康管理室並びに進路等相談室を設置した。

５）本院の専門医研修について鳥取大学関連管理型病院協議会所属の病院と

協議するため，ＷＧ（委員会）を設置した。

２）卒後３年目以降の専門医養成 ２）平成１７年度から実施のため，１６年度は年度計画なし。

。のためのプログラムを整備する

３）コメディカルの実務実習を積 ３）平成１７年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

極的に受け入れるとともに受入

体制を一層整備する。

４）患者の権利を尊重したインフ ４）患者の権利を尊重したインフォームドコンセントのための方法・内容・手

ォームドコンセント体制を明確 順などを示した指針を充実させ，職員への周知・徹底を図るとともに，これ

にし，患者中心の総合的な実践 まで附属病院の各部門が独自に企画・実行していた職員研修について，附属

研修システムの構築を図る。 病院としてこれらを統括，実践するため教育研修委員会を設置した。
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○研究成果の診療への反映や先端 ○研究成果の診療への反映や先端 ○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策

的医療の導入のための具体的方 的医療の導入のための具体的方

策 策

１）先端医療技術開発への学内外 １）遺伝子・再生医療センターの １）平成１７年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

の基礎医学者や他学系研究者の 設置について検討する。

参加を推進する。

２）学内組織との連携により，ト

ランスレーショナル・リサーチ ２）先端医療技術開発への学内外 ２）平成１７年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

の推進を図る。 の基礎医学者などの参加を推進

し，トランスレーショナル・リ

サーチの推進を図る。

○適切な医療従事者等の配置に関 ○適切な医療従事者等の配置に関 ○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策

する具体的方策 する具体的方策

１）臓器・機能別診療体制を充実 １）外来化学療法室，睡眠時無呼 １）癌疾患患者等に対するより安全で機能的な治療体制を確立するため，医学

させ，関連病院と機能的に連動 吸外来等の専門外来を設置す 部附属病院に外来化学療法室を設置した。また，将来の睡眠センター設置を

する診療体制を確立する。 る。 見据えた睡眠時無呼吸外来を設置，術後の静脈血栓塞栓症の予防を主な目的

２）関連病院群との間で診療機能 とした静脈血栓塞栓症外来を設置した。

の分担を図り，高度先端医療を

大学指導型で推進し，教育，診

療 マンパワーの効率化を図る ２）胸部外科，血液内科等の新た ２）医学部附属病院に新たに胸部外科を設置し，臓器・機能診療体制の整備及， 。

な診療科の設置について検討す び特定機能病院としての充実を図った。なお，血液内科については，平成１

る。 ７年４月に設置することとしている。

３）医療福祉支援センターの機能 ３）医学部附属病院の医療福祉支援センターの機能を充実させるため，看護師

を充実させ，関連病院との連携 を１名から２名体制とし，また，常勤のメディカルソーシャルワーカーを配

を強化する。 置し関連病院との連携強化を図った。

４）地域医療機関と連携したオー ４）平成１７年度から実施のため，１６年度は年度計画なし

プン診療システムの導入につい

て検討する。
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鳥取大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

３ その他の目標

（３）附属学校に関する目標

１）附属４学校園は，それぞれの設置目的に沿って，児童，生徒，幼児の教育（保育）を行うと

共に大学・学部と連携しながら，教育の理論及び実践に関する研究並びに実証を行い，併せて中

学生の教育実習等の臨床現場となる。

また，地域・附属学校園相互の連携を深めて，地域教育の向上及び教員の資質向上を図る。期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○大学・学部との連携・協力の強 ○大学・学部との連携・協力の強 ○大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策

化に関する具体的方策 化に関する具体的方策

１ 大学・学部との交流を密にし １）学部附属から大学附属となっ １）地域学部の教員と具体的なプロジェクト立ち上げのための検討を開始し） ，

大学教員と附属教員が共同でプ たこと，教育地域科学部（教員 た。

ロジェクトを企画し，教育に関 養成学部）は地域学部（一般学

） ，する研究を推進する。 部 に改組となったことに伴い

，２）各学部学生の教育実習の受入 新たな大学・学部との連携方法

れと，教育実習カリキュラムの 大学教員と附属教員の共同プロ

充実を図る。 ジェクトの企画等について具体

的な内容の検討を開始する。

２）附属学校部の設置に伴い，規 ２）関係規則等の制定をした。

則・規程の制定を行い，全学部

学生の教育職員免許状取得希望

学生の教育実習受け入れ体制の

整備を図る。

３ 教育実習の充実を図るために ３）教育実習委員会規則を制定し，委員会を立ち上げ具体的な実施方法等につ） ，

全学的な教育実習委員会及び介 いて検討した。

護等体験実施委員会の立ち上げ

を検討する。
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○学校運営の改善に関する具体的 ○学校運営の改善に関する具体的 ○学校運営の改善に関する具体的方策

方策 方策

１）各種委員会の充実を図り，教 １）各種委員会の充実を図り，教 １）各種委員会の見直しを行った。

育・研究の企画，立案の向上に 育・研究の企画，立案能力の向

努める。 上を図る。

２）少子化，公立学校等との関連

を考慮して，附属学校園の在り

方（適正規模等）について検討 ２）少子化，公立学校との関連を ２）運営委員会で審議の結果，次の２点について，１８年度以降の実現に向け

する。 考慮して，各附属学校園の学級 た具体的方策を検討していくこととした。

数・学級定員等の適正規模につ 1)養護学校高等部専攻科の設置

いて 具体的な検討を開始する 2)幼稚園のクラス減， 。

○附属学校の目標を達成するため ○附属学校の目標を達成するため ○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策

の入学者選抜の改善に関する具 の入学者選抜の改善に関する具

体的方策 体的方策

１）各附属学校の入試委員会及び １）少子化により志願者数が減少 １）入学者選抜実施要項の見直しを行った。また，帰国子女受入れのための実

専門委員会の充実を図り，適切 傾向にあることに伴い，入学試 施要項を作成した。

な入学試験を行う。 験の内容・方法等についての検

討を開始する。

○公立学校との人事交流に対応し ○公立学校との人事交流に対応し ○公立学校との人事交流に対応した体系的な職員研修に関する具体的方策

た体系的な職員研修に関する具 た体系的な職員研修に関する具

体的方策 体的方策

１）公立学校（県教育委員会）と １）法人化に伴い，鳥取県教育委 １）平成１６年６月１日付けで鳥取県教育委員会と教員の人事交流協定を締結

の人事交流を行い活性化を図る 員会と新たに人事交流協定を締 した。。

２）研究会，研修会等に積極的に 結して，公立学校教員との人事

参加し，資質の向上を図る。 交流を行い，活性化を図ると共

に教員の資質向上を図る。

２）法人化に伴い，旅費の確保が ２）前年度に比べて２０％以上の研究会・研修会に参加した。

容易となり，より積極的に研究 ［資料編：資料３８を参照］

会，研修会に参加して，教員の

資質向上に寄与する。

○地域貢献に関する具体的方策 ○地域貢献に関する具体的方策 ○地域貢献に関する具体的方策

１）公立学校等への研究成果の公 １）研究成果の公開，情報提供を １）４校園とも公開研究会を開催し，研究成果の公表を行った。

開，情報提供を積極的に行う。 ホームページ・広報誌等を活用

２）県教育センター研修者への臨 して積極的に行う。

床的研究の場の提供を行う。

２）附属学校部の独立したホーム ２）附属学校部のホームページを新たに立ち上げた。

ページの開設を行う。

［資料編：資料３９を参照］

３）鳥取県教育センター研修者へ ３）鳥取県教育委員会の指導力不足教員等の臨床現場を提供した。

臨床的研究の場を提供する。
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○各附属学校園相互の連携を深め ○各附属学校園相互の連携を深め ○各附属学校園相互の連携を深める具体的方策

る具体的方策 る具体的方策

１）幼，小，中一貫したカリキュ １）幼，小，中一貫したカリキュ １）小中一貫教育のあり方について，小中合同で研究を行いその結果を研究発

ラムの開発を行う。 ラムの開発を開始する。 表会で公開した。

２）異年次交流（各学校園交流）

の推進を図る。

２）異年次交流（各学校園交流） ２）４校園が互いに訪問して，交流を深めた。

の実施を検討する。
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鳥取大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

後者は他大学との共同事業で，鳥取大学は「里山フィールド教育」を分担する。１ 教育に関する目標を達成するための措置

フィールドを世界に広げた教育として，メキシコ・ラパスのメキシコ北西部生（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

常に教育改善がなされ得る，充実した教育システムの完成を目指して，各学科 物学研究センター（ＣＩＢＮＯＲ）で，砂地・乾地コースの実習を行った。この

は「教育理念・目的 「学習・教育目標」を学生に明示し，各講義のシラバスに パートナーとは，教育研究交流の更なる発展を期して，相互に教育研究基地を設」，

は，講義内容，学生が到達すべきレベル（達成目標）と必要な勉学内容，更には 置することで合意した。

「 」 ，「 」「 」「 」「 」評価基準を記載し，冊子やＷｅｂで周知徹底している。 ２０世紀の 食料生産 を主とする農学から 食料 ・ 健康 ・ 安全 ・ 環境

全学部にグレード・ポイント・アベレージ（ＧＰＡ）制度を導入し 「全学共 ・ 生命 ・ エネルギー」など，生産者から消費者まで，生命とそれを育む地球環， 「 」「

通科目履修案内」に掲載・公表している。またこれを奨学金受給者，成績優秀者 境に関する広い領域を対象とする「２１世紀を担う新しい農学」を目指して，全面

の選考・表彰に活用することによって，インセンティブとした。卒業後の進路指 的農学部改組を準備した。実際の運用は平成１７年度からであるが，学生の募集な

導の一環として，各種資格試験に関する情報提供や公務員講座などを開設した。 ど 「ヒト・モノ・カネ」の面から準備を完了した改組は，以下の学部２学科の改，

資格取得を目指して，カリキュラムの整備も進めた。教育の成果・効果を検証す 革と附属２施設の改組・附属２施設の新設である。すなわち，生物資源環境学科と

， 「 」，るための具体的措置として，アンケート調査や公開授業などの工夫を実施した。 獣医学科の改革 附属農場と演習林を融合化した フィールドサイエンスセンター

学生表彰は従来から実施の成績優秀者の顕彰はもちろん，博士課程学生を金銭 臨床関連分野の新設と細分化を図った「動物病院」の改組 「菌類きのこ遺伝資源，

的に支援する制度も作った。 研究センター 「鳥由来人獣共通感染症疫学研究センター」の新設である。」，

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 （３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

一般入試や推薦入試に，アドミッション・オフィス（ＡＯ）入試を加えて，選抜 ノート型パソコンを利用した授業は，すでに平成１５年度から実施しており，専

方法を多様化してきた。ＡＯ入試にも，面接の導入，受験地の複数化，オープン 門教育の一部では，電子メール活用による課題提出や質疑応答も行われはじめた。

キャンパスの充実化等を図るとともに，入学後成績の追跡調査も開始した。本学 図書資料のオンライン目録充実化のための遡及入力は２５，０００冊を終え，次年

の教育理念を具体化するものとして 「農学少人数ゼミ 「医学早期体験実習」等 度も継続する。財政事情の厳しい折ではあるが，教育支援体制充実の一環として，， 」，

を導入した。韓国釜慶大学校とのダブル・ディグリー取得制度も，予定を早めて 電子ジャーナルの拡充，学術資料費の増額を決断した。

協定調印に至った。 一方「教員の個人業績評価システム ，学生，教員相互の授業評価も本格運用期」

責任意識の高い研究者・技術者・医者・地域のキーパーソンを育成すること に入り，ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）研修会参加による教員の資質

は，本学が進める「知と実践の融合」に取って，不可欠である。とりわけ，日本技 向上に努めた。

術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）による全学科の教育プログラムの認定を目指す 大学院連合農学研究科の共通セミナーは従来，合宿形式での開催，各構成大学内

工学部（認定済みは土木工学科・社会開発システム工学科・電気電子工学科）に での個別開催などで対応してきたが，あらたに，スペース・コラボレーション・シ

（ ） ， ，おいては，倫理・安全・環境に高い意識を持つ技術者・研究者の育成を目指した ステム ＳＣＳ を活用することによって 共通セミナーの効果をあげるとともに

講義・演習を行った。 学生の経済的負担を軽減できた。

また 「技術経営（ＭＯＴ）教育」など，本学の目指す教育理念に対応した新し，

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置いカリキュラムを開講し，工学研究科の専攻に限らず，他研究科でも受講できるように

， ， ， ，した。 新入生に対しては オリエンテーション 大学入門ゼミ 合宿セミナーを実施し

多様な教育の取り組みとして文部科学省に応募し 採択されたものとして ア 大学生活全般について手を差しのべている。， ，「

ウエアネス(自覚)を持った学生作り教育(特色ある大学教育支援プログラム:平成１ さらに，学習支援のためのティ－チング・アシスタント（ＴＡ ，リサーチ・ア）

５年度から)」と「大学間連携によるフィールド教育体系の構築－中国・四国地域 シスタント（ＲＡ）制度も活用している。

の農学系学部をモデルとして－（現代的教育ニーズ取組支援プログラム：平成１７ 学生相談機能の向上は，教員の研修に始まり，学生へのメンタル面の支援，奨学

年度から 」がある。 金制度・修学援助制度・アルバイトの情報提供，就職相談など幅広く対応した。日）
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常的なふれあいは，オフィスアワー（ＯＨ）の設定，教務部会及び学級教員などに 研究設備面の効率化は機器分析分野，乾燥地研究センター，遺伝子探索分野，附

よる個別相談，学級教員制，チューター制の実施により，具体的成果を上げつつあ 属病院などで全学共同利用環境を整えた。農学部では，建物改修計画に研究環境の

る。 整備や共同利用スペースの確保，設備の充実などを盛り込んだ。

慢性的単位未修得者に対する指導などきめ細かく学習相談に応じた。

３ その他の目標を達成するための措置学習環境としては，学生が自由に活用できる情報コンセント，講義室へのプロジ

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置ェクター設置を整備し，課外活動面では，サークル部室の建て替えなどのハード，

「学生活動支援会」などのソフト両面から支援した。 地域社会との連携は，公開講座，講演会，技術講習会などを駆使して進めた。と

留学生に対しては，健康管理，生活指導，留学生交流を通じて情感的配慮をすると りわけ，地域貢献推進室を窓口として実施した「地域貢献特別支援事業」は，ＰＤ

ともに，社会人に対しても，夜間・休日開講などの便をはかった。 ＣＡ管理のもと，３２の個別事業を実行できた。地域教育への支援面では，１０年

教員経験者研修，中堅保育士研修，社会人ブラッシュアップ講義を実施した。地域

の自治体と鳥取大学が連携したプロジェクトは人文科学分野・社会科学分野・自然２ 研究に関する目標を達成するための措置

科学分野のいずれにおいても，活発化した。従来からの連携作業である，各種審議（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

本学が先端的研究において，世界的水準を目指す方向は，医工学連携や医農学連 会・委員会への参画や非常勤講師などは，いずれの部局でも盛況であるが，たとえ

携などの推進や本学の特性を生かした分野の促進であるとし，具体例は以下のテー ば最小学部の地域学部を例にすると，年間１３３件にもおよぶ。これらは，教員の

マに取り組んだ。 専門性を生かした社会貢献であるが，大学人にとっては自己研鑽の場でもあり，相

・乾燥地科学プログラム（文部科学省：２１世紀ＣＯＥプログラム） 乗的効果が期待される。

・染色体工学技術開発の拠点形成（文部科学省：２１世紀ＣＯＥプログラム） 産官学連携も，急激にその規模を拡大した。これは大学の存在理由として，従来

・高病原性鳥インフルエンザをはじめとする鳥類疾病に関する研究 の教育・研究機能に加えて，社会貢献が強調されたことにもよる。学内組織として

・砂漠化を抑制する乾燥耐性植物の開発 は，産官学連携推進機構，その中の地域共同研究センター，生命機能研究支援セン

・人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ ター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，知的財産センター，東京リエゾンオ

・ライムギ系統，多年生のコムギ連野生植物，およびコムギと異属植物の雑種由来 フィス，大阪オフィス等が核となり，全学の組織が学外組織との連携を模索した。

系統 学外組織としては，鳥取県はもとより，県内市町村，中国経済連合会，県内高等教

・抗ウイルス作用を有するドロマイト加工した新素材の開発 育機関，鳥取市・米子市・倉吉市の各商工会議所，商工会連合会，中小企業団体中

・ 山陰地域研究会 「地域文化研究会 「千代川流域圏環境研究会」発足 央会，鳥取大学振興協力会，鳥取県産業振興機構などがある。個別例としては，国「 」， 」，

・とっとり県民の暮らしをゆたかに（文部科学省：地域貢献特別支援事業） 土交通省鳥取河川事務所との共同研究，セコム山陰（株 ・鳥取県・本学との三者）

これらの成果は，それぞれの分野の学術会議で発表されたのはもちろん，地域学 共同研究等が始動した。

部主催の「北東アジア国際会議 ，地域学部発行の「地域学論集 ，連合農学研究科 留学生交流ほか諸外国の大学との教育研究上の交流は拡大・充実化してきた。学」 」

主催（農学部共催）の「日韓国際シンポジウム：ＷＴＯ体制下における環境保全型 術交流協定締結校との連携強化はダブル・ディグリー取得留学制度に結実した。乾

農業と経営政策 ，農学部と日本学術会議共催の「学術会議遺伝資源研究連絡委員 燥地研究センターの海外派遣者数は７１名と更に増加し，メキシコ北西部生物学研」

会シンポジウム：地場の遺伝資源を見直そう」などに結実した。 究センター，エジプト・アラブ共和国国立水研究センターなど世界的水準の機関と

また，成果を社会に還元する具体策として，新たに「ベンチャー・ビジネス・ラ の連携は，文部科学省の「大学国際戦略本部強化事業」への応募と発展した。鳥取

， ，ボラトリー」と「知的財産センター」を設置し，従来からの「地域共同研究センタ 大学が中心として開催した北東アジア地域学国際会議は今後も年に 回中国 韓国1
ー」とともにこれらを「鳥取大学産官学連携推進機構」の傘下に含めた。 日本の ヶ国もちまわりで開催することとなった。3

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 （２）附属病院に関する目標を達成するための措置

創造的研究を推進するのは人であり，その配置は重要事項である。そのため，プ 平成１６年１０月に受審した日本医療機能評価機構による機能評価は，順調に

ロジェクト的研究 異分野融合型研究を奨励するとともに ポストドクター ＲＡ 認定された。その内容は附属病院の運営と地域における役割，患者の権利と安全， ， ， ，

外国人客員研究員などの充実を図った。 の確保，療養環境と患者サービス，診療の質の確保，看護の適切な提供，病院運営

研究水準を評価した研究資金の配分システム構築は平成２０年度の予定である 管理の合理性など細部に渡っており，病院長のリーダーシップのもと，多くの職員

が，学長裁量経費の配分は，すでに，科学研究費の採択状況を勘案することとして が長期間に渡る準備があったから認定されたものであり，改めて附属病院の見直し

おり，特に，工学部では，４５歳以下の研究者を対象に「教育研究重点配分経費」 をする良い機会となった。

を設け，若手研究者への研究助成を行った。 また，鳥取県及び近隣の市町村との連携による救命救急センターの設置，新たな

胸部外科の設置，外来化学療法室，睡眠時無呼吸外来，静脈血栓塞栓症外来等の専門
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外来の設置など，臓器・機能別の診療体制を充実させることは，附属病院の収益性の

， 。改善に繋がると同時に 県西部を中心とした地域医療に大いに貢献するものであった

併せて診療機能の分担や大学主導による高度先端医療の推進など，機能的な医療体

制の構築に地域との一層の連携強化が必要である。

今後，計画を遂行していく上で，特に平成１６年度から必修化された卒後臨床研

修については，卒前・卒後一環教育など教育の場としての充実や高度医療を推進す

るため，医学部等の学内組織との一層の連携強化や大学全体の理解とバックアップが

不可欠である。

病院経営については，民間の経営コンサルタント会社による本院の経営分析結果

を踏まえつつ，病院長を筆頭とした「病院経営改善推進チーム(タスクフォースチ

ーム)」による戦略的な具体策の取り組みを行っているところであり，附属病院の

理念である「健康の喜びの共有」が浸透しつつある。その結果が，今日の平均在院

日数の短縮に伴う空床病床の有効利用，適正在庫管理による支出の抑制などによる

病院収入増に繋がったと言える。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

附属学校園４校は従来，教育地域科学部に附属したが，平成１６年度からは大学

附属となり，ミッションを鮮明化するとともに，大学・学部との連携も強化の方向

にある。運営面では少子化，公立学校との関連を考慮して，学級数・学級定員の見

鳥取県教育委員会との人事交流協定の締結を行い，人事の活性化を直しを進めた。

資質向上のための研修参加が活発化するとともに，研究成果の公開など地図った。

域貢献活動の活発化にも波及した。
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鳥取大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

１）学長の強いリーダーシップと経営手腕の下，学内コンセンサスを踏まえて，効率的・機動的な大学運
営を可能とするとともに教員が教育・研究に専念できるように運営体制を整備する。中

２）学内資源配分では教育環境の整備に特に配慮する。期

３）組織，資金の弾力的活用を図る体制を作る。目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○全学的な経営戦略の確立に関す ○全学的な経営戦略の確立に関す ○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策
る具体的方策 る具体的方策

１）学長，理事，副学長及び事務 １）学長，理事，副学長及び事務 Ⅲ １）学長，理事，副学長，事務の各部長から構成される企画調整会
の代表者で組織する 企画調整会 の代表者で組織する企画調整会 議を設置し，各部横断的テーマにつき議論を開始した。とりわけ
議を設け，全学的観点から経営 議を設け健全な経営を図るため 平成１６年度は，全学的視野に立った経費削減の推進であった。，
戦略を立て 健全な経営を図る 全学的観点に立った経営戦略の ただし，この項目の本格的着手は平成１８年度からの計画であ， 。

２）学長管理定員を確保し，組織 検討に着手する。 るので，計画に対しては順調な進捗である。
の弾力的活用を図る。 ［資料編：資料４０を参照］

２）学長管理定員を確保し，学長 Ⅲ ２）教員に関する学長管理定員の確保を行うとともにその拡充につ
のリーダーシップの下，人的資 いて検討を行った。事務系職員に関する学長管理定員の確保並び
源の再配分等について検討する に定員の再配分についても検討を行った。本項は平成１８年度か。

ら本格実施の予定なので，平成１７年度以降も引き続き検討を行
う。

○運営組織の効果的・機動的な運 ○運営組織の効果的・機動的な運 ○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
営に関する具体的方策 営に関する具体的方策

１）人材活用，財政運営，組織再 １）人材活用，財政運営，組織再 Ⅲ １）事務協議会に事務組織点検ＷＧを設置し，平成１６年１１月
編などを全学的視点で行う。 編などを全学的視点で行う方法 １６日及び平成１７年２月２２日の２回開催した。また，法人化

２）役員会，経営協議会及び教育 等について検討する。 後の事務組織を点検するため，業務量調査を平成１６年１２月１
研究評議会の権限と責任を明確 日から１年間実施することとした。 また，人事に関する基本方針
にした上で 密接な連携を図る の策定，職員の配置計画を審議する人事委員会を設置した。本項， 。

， 。３）部局長会議を設置し，学内の は平成１９年度から本格実施の項目につき 現状は検討段階である
意見の集約を行うとともに，学
長の運営方針を各部局構成員に
周知する。 ２）役員会，経営協議会及び教育 Ⅲ ２）効果的・機動的な運営を図るため，管理運営に関する規則の中

４）学内委員会を整理統合し，審 研究評議会の権限と責任を明確 で各会議の設置目的を明示し，国立大学法人法に則った各々の会
議内容，構成員等の見直しを行 にし，相互間の連携体制を確立 議規則を定めて構成員，審議事項，成立要件等を規定して，権限
う。 する。 と責任体制を明確化している。

いずれの会議も，学長が議長となり会を主宰すること，役員会
から理事が分担して経営協議会，教育研究協議会の構成員になっ
ていること，教授会，部局長会議を介して学内意見の集約，運営
方針の周知が的確に行える体制が構築されていること等により，
相互間の密接な連携体制が確立されている。

３）部局長会議を設置し，学内の Ⅲ ３）毎月，第２水曜日には，部局長会議が開催される。これには学
意見の集約を行うとともに，学 内共同教育研究施設のセンター長も含まれるので，学内の意見集
長の運営方針を各部局構成員に 約には，きわめて好都合である 。また，学長の運営方針は，各部
周知する。 局に持ち帰られ，学部運営会議や教授会を通じて，周知徹底してい

る。

４）学内委員会を整理統合し，審 Ⅲ ４）委員会の整理統合は全学レベルのもの，部局レベルのもの，と
議内容，構成員等の見直しを行 もに進行中である。法人化を機会に，全学レベルのものは，１１
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う。 種の常置委員会，学部レベルのものは多くの場合６種の部会で集
中審議している。しかし，この項目は１８年度から本格実施の予
定となっており，現状の見直しの機会としたい。
［資料編：資料４１を参照］

○学部長等を中心とした機動的・ ○学部長等を中心とした機動的・ ○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体
戦略的な学部等運営に関する具 戦略的な学部等運営に関する具 的方策
体的方策 体的方策

１）副学部長等の補佐役を設け， １）学部等の管理運営を学部長の Ⅳ １）各学部では，学部長を補佐する総務担当・教務担当両副学部長
学部長等の補佐体制を充実し， リーダーシップの下で実施する を配置し，学部運営体制の充実を図り，学部長を中心としたダイ
学部長等を中心としたダイナミ ため，副学部長等の補佐体制を ナミックな運営を行えるようになった。
ックな学部等運営体制を確立す 整備する。 ＶＢＬには，副ラボラトリー長を，乾燥地研究センターでも副
る。 センター長を，生命機能研究支援センターには，運営委員会の運

２）教授会の審議事項を精選する 営を円滑に行うことを目的に，副センター長が議長となる分野長
とともに，一般的な事項につい 調整会議を設立した。これらの意思決定・伝達システムは機動的
ては，代議員制の導入により教 ・戦略的な部局運営を可能とした。
授会の審議を経ず執行を行うこ
とも考え，機動的・戦略的な学
部等運営を行う。 ２）教授会の審議事項等の見直し Ⅳ ２）農学部では，従来から代議員制を導入していたが，更に教授会

を行うと共に，代議員会の導入 審議事項を精選し，より機動的な学部運営を図った。他の学部で
等，機動的・戦略的な学部等運 も，新しく代議員制を導入し，教授会から委任された事項を審議
営を行う。 し，その議決をもって教授会の議決とすることによって，戦略的

学部運営が可能となった。

○教員・事務職員等による一体的 ○教員・事務職員等による一体的 ○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策
な運営に関する具体的方策 な運営に関する具体的方策

１）学内委員へ事務職員等を積極 １）学内の常置委員会等の委員に Ⅲ １）学内に設置した常置委員会，また，その他の学内委員会におい
的に登用し，教員・事務職員等 事務職員等を登用し，全職員が ても，教員と事務職員等が委員となり，一体的な運営を行ってい
が協力して大学運営の企画立案 一体となって大学運営の企画立 る。
に参画する。 案に参画する。
） ， ， ，２ 役員 学部長等を より密接
効果的に支える事務組織の在り
方を検討し，事務組織の再編， ２ 役員 学部長等を より密接 Ⅲ ２）事務協議会に事務組織点検ＷＧを設置し，平成１６年１１月） ， ， ，
人員の配置についての見直しを 効果的に支える事務組織の今後 １６日及び平成１７年２月２２日の２回開催した。また，法人化
行う。 の在り方等を検討する。 後の事務組織を点検するため，業務量調査を平成１６年１２月１

日から１年間実施することとした。この項目は平成１９年度から
本格着手の計画であり，現状はデータ収集の段階にある。

○全学的視点からの戦略的な学内 ○全学的視点からの戦略的な学内 ○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策
資源配分に関する具体的方策 資源配分に関する具体的方策

１）新たな算定ルールに基づき配 １）新たな算定ルールに基づき配 Ⅲ １）１６年度では，政策的経費として地域のニーズに対応した救命
分するが，大学の戦略的経費は 分するが，大学の戦略的経費は 救急センター設置に伴う改修工事や学生サービスの向上のための
あらかじめ配分基本方針に入れ あらかじめ配分基本方針に入れ 課外活動施設改修工事費を確保し，予算の重点配分を行った。１， ，
重点的に配分する。 重点的に配分する。 ７年度は新たな予算配分方針に基づき，学生用図書の充実 (12,000

千円→26,000千円 ，研究環境整備のための学術資料経費（電子）
ジャーナル ・文献データベース）及び教育・研究施設や課外活動

。施設の計画的な整備に必要な経費を大学全体予算として確保した

○学外の有識者・専門家の登用に ○学外の有識者・専門家の登用に ○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策
関する具体的方策 関する具体的方策

１）経営協議会等に外部有識者を １）経営協議会等に外部有識者を Ⅲ １）経営協議会メンバー１２名のうち，半数の６名が外部有識者で
登用し，大学運営に社会の意見 登用し，大学運営に社会の意見 あり，その構成も行政，産業界，学界など広い範囲の長に，参加
を積極的に反映させるシステム を積極的に反映させる。 してもらうことができた。これらの外部有識者はいずれも高い見
を構築する。 識の持ち主なので，大学運営には，大所高所からの貴重な指導を

２）労務，情報など高い専門性を 受けることができた。
担当する部署を新たに設置する ［資料編：資料４２を参照］。

３）専門知識・技術を有する者を
積極的に採用したり，あるいは ２）労務，情報など高い専門性を Ⅲ ２）人事管理課に労務・安全室を設置した。
専門的な研修を受けさせるなど 担当する部署，労務・安全室， 学術情報部の下に，情報企画推進課を設置した。
の明確な人事方針を確立する。 情報企画推進課を設置する。 高い専門性の涵養は今後も継続しなければならない。

３）専門知識・技術を有する者の Ⅲ ３）専門知識・技術を有する者の採用，養成等について検討を行っ
採用，養成等についての明確な た。なお,研修については，年度当初に実施する研修毎に研修目的
人事方針を確立する。 を明確に設定した上で年度計画を立て実施した。

○内部監査機能の充実に関する具 ○内部監査機能の充実に関する具 ○内部監査機能の充実に関する具体的方策
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体的方策 体的方策
１）学長直属の内部監査室を設置 １）内部監査機能体制を充実させ Ⅲ １）内部監査室を設置し，専任職員４名体制の組織とした。平成
し，会計，安全，業務等の内部 るため内部監査室を設け，専任 １６年度は，内部監査室監査として，各学部を中心に安全管理，
監査を徹底する。 の事務職員を配置し，会計，安 学生サービス等に係る業務監査，収入・支出等に係る会計監査を

全，業務等大学の諸活動の監査 実施した。
を徹底する。 さらに，監事監査との連携を強化するため，監査結果を監事に報

告するとともに，改善を必要とする業務について提案し，改善の
実施状況を確認している。主な提案・改善事項としては，電算シ
ステムにおける責任者の明確化及びセキュリティ管理体制の整備
があげられる。

○国立大学間の自主的な連携・協 ○国立大学間の自主的な連携・協 ○国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策
力体制に関する具体的 方策 力体制に関する具体的方策

１）国立大学協会等国立大学法人 Ⅳ １）国立大学協会に加入し，理事大学として企画・評価の分野で積
１）積極的に協力する。 等で組織する団体に加入し，そ 極的活動を展開した。同協会の中四国支部においても，国大協広

の活動等に参加する。また，国 報誌に寄稿して，情報の発信に努めた。
立大学法人職員の採用試験等で 国立大学法人職員の採用については，中国・四国地区の１０国
他大学と連携・協力する。 立大学法人と独立行政法人国立高等専門学校機構が連携，協力し，

採用試験を実施した。本学は，新規に試験実施地として積極的な
協力を行った。

ウェイト小計
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鳥取大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

１）教育研究の伸展や社会的要請に応じ，適切な評価に基づき，教育研究組織の弾力的な設計と改組転換
を進める。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○教育研究組織の編成・見直しの ○教育研究組織の編成・見直しの ○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策
システムに関する具体的方策 システムに関する具体的方策

１）本学における教育研究組織の １）教育研究組織について自己点
設置改廃については，学部長等 検・自己評価をするため評価委 Ⅲ １）自己点検・自己評価の一環として，評価委員会の中に，大学教
は学長へ 又は学長自ら提案し 員会を設置し，自己点検・自己 育総合センター長を委員長とする「大学教育に関するアンケート， ，
教育研究評議会で審議し役員会 評価を実施する。 調査」ＷＧを設置し，データを収集した。学部学生・大学院学生
で決定する。 はもちろん，卒業生も調査対象とし，中間報告書を刊行した。

［資料編：資料４３を参照］

２）その結果を経営協議会，教育 Ⅲ ２）上記の評価委員会の自己点検に基づく教育研究組織の編成・見
研究評議会の審議に付し，その 直しは，現状では，提案にまで至っていないが，本項目は元来平
結果を踏まえ，教育研究組織の 成１９年度の活動を予定していたので，予定通りと評価している。
編成・見直し等を行う。

３）教育研究組織の設置改廃につ Ⅳ ３）農学部が平成１７年度からその実施を予定している「学科の改
いては，学部長等は学長へ，又 組・充実 「各センターの設置」等については，経営協議会，教育」，
は学長自ら提案し，教育研究評 研究評議会に諮り決定した。なお，このような大きな組織の編成
議会で審議し，役員会の議を経 ・見直しにはさらなる時間を要すると考え，年度計画を上回って
て決定する。 実施していると判断した。

○教育研究組織の見直しの方向性 ○教育研究組織の見直しの方向性 ○教育研究組織の見直しの方向性
１）教育サービスに関する機能の １）教育支援委員会で教育サービ
拡充を図る。 スに関する機能の拡充を図る方 Ⅳ １）学生へのサービス（本人の履修申込み状況・成績閲覧）及び教

２）社会的ニーズの変動に伴う組 法を検討する。 員へのサービス（履修学生の閲覧・データ取り出し，学生の成績
織の見直しを行う。 閲覧）を向上させるため，学務支援システムの構築を行い，１７

３）組織の改編計画は，以下のと 年度から本格導入することとなった。本計画の一部である試行運
おりである。 転は平成１６年度に実施しており，年度計画を上回った進捗状況
①地域学の教育研究の充実を図 と言える。
る。 ［資料編：資料４４を参照］
ⅰ）地域学部の充実を図る。
ⅱ）大学院教育学研究科を見 ２）社会的ニーズの変動に伴う組 Ⅳ ２）事務協議会に事務組織点検ＷＧを設置し，平成１６年１１月
直し 再編の検討を行う 織の見直しを行う。 １６日及び平成１７年２月２２日の２回開催した。また，法人化， 。

②医学・医療・生命科学・保健 後の事務組織を点検するため，業務量調査を平成１６年１２月１
学の教育研究の充実を図る。 日から１年間実施することとした。この項目の実施時期は平成
ⅰ）大学院医学系研究科の充 １９年の予定であったから，事務組織のみ直しについては，予定
実・発展を図る。 通りと言える。これに対して，地域共同研究センターでは，大き

。 ， ，ⅱ）医工連携を継続するとと な見直しを実現した すなわち 従来の共同研究推進機構を廃し
もに医農連携を検討する 地域共同研究センター，知的財産センター，ＶＢＬ，生命機能研。

ⅲ）医学部附属施設の研究部 究支援センターを包含する産官学連携推進機構に衣替えして全体
。 ，門を見直し，再編の検討 組織を構築した １５研究領域はこの機構の下部組織として残し

を行う。 共同研究の積極的な取り組みを行うことにした。ＶＢＬでは，教
③工学の教育研究の充実を図る 育研究の進展の動向や社会のニーズ等に対応して，ＭＯＴイノベ。
ⅰ）工学部及び大学院工学研 ーションスクールを整備確立した。

究科を見直し，再編の検 地域のニーズと地域に果たす高等教育機関の役割を考慮し，教
討を行う。 育地域科学部附属教育実践総合センターから鳥取大学生涯教育総
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ⅱ）ものづくりを重視した教 合センターへの改組とともに，教育実践部門・教育臨床部門の２
育の充実を図る。 部門から，教育計画部門・生涯発達部門・臨床社会部門の３部門

④農学・獣医学の教育研究の充 に改組した。
実を図る。
ⅰ）農学部獣医学科及び生物

） ， 「 」資源環境学科を見直し， ３）地域学部の教育研究の充実を Ⅲ ３ 平成１６年４月１日をもって 旧教育地域科学部は 地域学部
再編の検討を行う。 図る。 へ発展改組した。教育研究の陣容と設備，カリキュラム，地域と

ⅱ）農学部附属施設の統合を の連携等の面で，次第に充実しつつある。
検討する。

ⅲ）大学院農学研究科を見直
） ， ） ， ，し，再編の検討を行う。 ４ 大学院教育学研究科の見直し Ⅲ ４ 大学院教育学研究科の再編は 平成１８年度を目標としており

⑤全国共同利用施設及びその他 再編等の検討に着手する。 教育学研究科の見直し，新計画の理念，充足のための計画具体化，
の教育研究施設は，教育研究 社会的認知などの作業に入った。
の進展の動向や社会のニーズ
等を見ながら充実を図る。 ５）生命科学専攻ゲノム医工学講 Ⅲ ５）生命科学専攻ゲノム医工学講座（寄附講座）が１８年３月で終
ⅰ）乾燥地研究センターの整 座（寄附講座）を発展改組して 了することに伴い，生命科学科運営会議で大学院医学系研究科生
備拡充を図る。 生命科学専攻ゲノム医工学講座 命科学専攻にゲノム医工学講座の設置を概算要求事項とする旨検

ⅱ）教育地域科学部附属教育 設置の検討に着手する。 討した。
実践総合センターを大学
附属の生涯教育総合セン
ターに転換する。 ６）医農連携を検討する体制を整 Ⅲ ６）１６年度においては，総務担当副学部長を中心に，鳥取・米子

ⅲ）教育地域科学部附属の小 備し，検討に着手する。 キャンパスにおいて２回の医農連携研究会を開き，連携可能な領
学校 中学校 養護学校 域を明確にするにとどまった。本項目は重いテーマなので，時間， ， ，
幼稚園を大学附属に転換 をかけて検討（１６．１７年度）し，１８年度実施予定である。
し，教育の充実を図る。

ⅳ）大学の情報化関係施設の
統合を図る。 ７）機械実習工場を「ものづくり Ⅲ ７）工学部附属機械実習工場を「ものづくり教育実践センター」に

ⅴ）知的財産本部（仮称）の 教育実践センター」に改組し， 改組し，ものづくり教育の拠点とした。
設置の検討を行う。 ものづくり教育の拠点とする。 ［資料編：資料１０を参照］

ⅵ）大学教育総合センターの
充実を図る。

８）農学・獣医学の教育研究の充 Ⅲ ８）大きな改革であるが，予定通り１７年度には生物資源環境学科
実を図るため，農学部及び大学 ・獣医学科の改組・充実，菌類きのこ遺伝資源研究センターの新
院農学研究科の見直し，再編等 設・寄附部門の新設，鳥由来人獣共通感染症疫学研究センターの
や農学部附属施設の統合を検討 新設，フィールドサイエンスセンターの設置など３センター１附
する。 属動物病院の改組を実現する運びとなった。なお，修士課程の見

直しは１７年度に行う。
［資料編：資料４５を参照］

） ，９）全国共同利用施設及びその他 Ⅲ ９ 全国共同利用施設である乾燥地研究センターが取り組んでいる
の教育研究施設は，教育研究の 砂漠化対処に資する研究を一層進展させるには，自然科学的アプ
進展の動向や社会のニーズ等に ローチと乾燥地に住む人々の生活や健康などに係わる人文社会科
対応して整備充実する。 学的アプローチとが一体となって総合的に進めることが重要であ

り，世界的にも人文社会科学分野の研究が活発化しつつある。こ
のため，人文社会科学系教官１名（学長裁量定員）を新規採用す
ることにより，乾燥地研究センターの研究実施体制の充実を図っ
た。

10）大学附属に転換した生涯教育 Ⅲ 10）教育地域科学部附属教育実践総合センターから鳥取大学生涯教
総合センターの充実を図る。 育総合センターへの改組とともに，教育実践部門・教育臨床部門

の２部門から教育計画部門・生涯発達部門・臨床社会部門の３部
， （ ） 。 ，門へと改組すると共に 教員定員を６名 ２名増 とした また

利用の便を考慮し，相談室を１階に移動し，部屋割りの見直しを
行った。
［資料編：資料４６を参照］

） ， ，11）大学附属に転換した小学校， Ⅲ 11 大学附属に転換し 新たに附属学校部が設置されたことにより
中学校，養護学校，幼稚園の教 ４校園と全学部との相互理解及び連携が容易に図れるようになっ
育の充実を図る。 た。また，全学の教員免許取得希望学生の受入，教育実習等の臨

床現場を提供することができるようになった。

12 知的財産の創出 取得 管理 Ⅲ 12）知的財産の創出，取得，管理及び活用するため知的財産センタ） ， ， ，
活用を図るための体制，知的財 ーを６月に設置し，副学長が知的財産センター長に就任，特許庁
産本部を設置する。 （発明協会）から知的財産管理アドバイザーを６月に受け入れる

とともに，１０月から総括ディレクターの配置を計画通り実施し
た。
［資料編：資料４７を参照］
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学科・専攻等の設置に伴い，変更等となる学位の種類
及び分野

事 項 現 行 変 更 後

変 更 教育地域科学部 地域学部
学士（教育学） 学士（地域学）
〃 （教養学）
（ ）〃 地域政策学

〃 （地域科学）

新 規 医学系研究科
修士（保健学）

ウェイト小計
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鳥取大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

１）定員並びに弾力的な人員配置については，人事委員会で原案を作成し，経営協議会・教育研究評議会
において検討の上，役員会で決定する。中

２）職員の専門性の向上を図るため，研修を充実する。期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○人事評価システムの整備・活用 ○人事評価システムの整備・活用 ○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策
に関する具体的方策 に関する具体的方策

１）それぞれの職種においてイン １）職員の適正配置，インセンテ Ⅳ １）事務・技術職員の人事評価に関する基本方針を定め，同方針に
センティブ付与を基本とする人 ィブ付与の観点から職種に応じ 基づき，事務・技術職員の人事評価の試行を開始した。附属学校
事評価システムを構築し，職員 た人事評価システム構築の検討 教員の人事評価については，鳥取県公立学校教員の人事評価制度
の能力開発及び適正な配置に活 に着手する。 の検討結果を踏まえて検討することとした。
用する。 教員の人事評価については，個人業績評価として，教員の資質

向上，社会への説明責任などを目的として，鳥取大学独自のシス
テムを構築し，平成１５年度に試行を行い，１６年度から実施し
た。

２）人事の適正化に資するため， Ⅲ ２）事務・技術職員の評価については，新たな人事評価の試行を行
その評価結果が反映される給与 ったが，これが反映される給与システムの構築は平成２０年度予
システム構築の検討に着手する 定している。。

教員の業績評価については，平成１７年度に結果を取りまとめ
る予定であり，評価の取りまとめの結果を待って検討に着手する。

○柔軟で多様な人事制度の構築に ○柔軟で多様な人事制度の構築に ○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策
関する具体的方策 関する具体的方策

１ 専門性の高い職種については １）柔軟で多様な人事制度構築の Ⅲ １）具体的な職種，選考方法，選考基準等については定めていない） ，
独自に採用する方法を明文化す ため，専門性の高い職種の選考 が，職員採用について，選考によることもできる旨就業規則に定
る。 採用，兼職・兼業の弾力的な運 めた。

２）大学の方針に基づき兼職・兼 用，多様な勤務形態等について 事務・技術職員のうち専門性の高い職種における任期付職員の
業の弾力的な運用を行う。 は，就業規則等に定める。 採用について就業規則に定めた。

３）多様な勤務形態を導入する。 高齢者雇用の観点から，定年後の継続雇用制度について検討を
行った。
次世代育成支援のための行動計画を策定した。
夏季における業務で始業，終業の時刻の変更を部局長承認で行

えるよう弾力的運用を可能とした。
兼業については，一定条件の下，勤務時間内兼業を許可するこ

ととした。
勤務形態については，事業所，職種に応じ，裁量労働に関する

みなし勤務時間制を導入した。

○任期制・公募制の導入など教員 ○任期制・公募制の導入など教員 ○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策
の流動性向上に関する具体的方 の流動性向上に関する具体的方
策 策

１ 「鳥取大学における教員の任 １ 教員の流動性を確保するため Ⅲ １）教員の流動性向上のため，任期を付して雇用する教員の職等の） ） ，
期に関する規則」及び「鳥取大 「鳥取大学における教員の任期 範囲を拡大した。また，教員の公募についても「鳥取大学教員選
学教員選考に関する基本方針」 に関する規則」及び「鳥取大学 考に関する基本方針」の適正な運用を図った。
の積極的な運用を行う。 教員選考に関する基本方針」の

適正な運用を図る。

○外国人・女性等の教員採用の促 ○外国人・女性等の教員採用の促 ○外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策
進に関する具体的方策 進に関する具体的方策
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１）国際化，国際貢献，男女平等 １）外国人・女性等の雇用促進に Ⅲ １）外国人，女性等の教員採用については 「鳥取大学教員選考に，
の見地から外国人・女性教員の 関する方針を明確にする。 関する基本方針」及びその運用において，促進を図ることを明確
積極的な登用を行う。 にした。

○事務職員等の採用・養成・人事 ○事務職員等の採用・養成・人事 ○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
交流に関する具体的方策 交流に関する具体的方策

１）職員の専門性の向上を図るた １）職員の専門性の向上を図るた Ⅲ １）職階に応じた研修を行うとともに，生涯教育総合センター教員
め，生涯教育総合センターを窓 め，生涯教育総合センターを窓 によるパソコン研修を実施した。
口として，スタッフ・ディベロ 口として，スタッフ・ディベロ また，国立大学協会主催の新任課長・事務長並びに新任部長研
ップメント（ＳＤ）の強化及び ップメント（ＳＤ）の強化及び 修に４名参加するなど，人事院，他機関主催研修への派遣を促進
学外研修への派遣を促進する。 学外研修への派遣を促進する。 した。

２）職員の能力の向上及び組織の
活性化等のため，他大学等との
人事交流を推進する。 ２）他大学，民間等との人事交流 Ⅲ ２）他大学，民間等との人事交流を積極的に進めた。

を積極的に行う。 山陰地区５機関において，人事交流者９名
（派遣：島根大学１名，米子高専７名
受入：米子高専１名）

民間等との人事交流者１１名
（派遣：文部科学省２名，日本学術振興会１名，

大学評価・学位授与機構１名，放送大学１名，
鳥取県２名，鳥取銀行１名

受入：鳥取県２名，鳥取銀行１名）

○中長期的な観点に立った適切な ○中長期的な観点に立った適切な ○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体
人員（人件費）管理に関する具 人員（人件費）管理に関する具 的方策
体的方策 体的方策

１）業務内容の洗い出しを行い， １）常に業務の見直し，合理化， Ⅲ １）法人化後の事務組織を点検するため，事務協議会に事務組織点
合理化計画を立て，人件費に関 簡素化を徹底して行い，事務組 検ＷＧを設置し，業務量調査を開始した。

， 。して適切な対応をする。 織の再編 人員配置を検討する

２）給与事務簡素化及び人事評価 Ⅲ ２）非常勤職員のうちＴＡ，ＲＡ及び短期雇用職員の給与単価の統
が反映された給与規程等にする 一について検討を行い，平成１７年度から実施予定である。
ための検討に着手する。 人事評価については，新たな制度の試行あるいは運用を開始

し，併せて給与制度の検討も着手した。

○職員の倫理保持，ハラスメント ○職員の倫理保持，ハラスメント ○職員の倫理保持，ハラスメントの防止の方策
の防止の方策 の防止の方策

１ 就業規則に規定するとともに １）職員の苦情相談受付，ハラス Ⅲ １）従来，ハラスメントについては，教職員と学生を分けて対応し） ，
倫理規程 「鳥取大学における メントの防止，対策等に関する ていたが，ハラスメント相談員の構成員に学生相談室相談員を加，
ハラスメントの防止等に関する 体制を強化する。 えて相談窓口を一本化し，学生からの相談内容に応じて，学生相
規程」を活用し，倫理保持及び 談室相談員が最初からハラスメント相談員として迅速に対応でき
ハラスメントの防止に努める。 るようにするなど 「ハラスメントの防止等に関する規程」の制，

定により，迅速に対応できるようにした。
相談員の参考として「ハラスメント相談の手引き」を作成した。
（財）２１世紀職業財団主催のハラスメント相談研修会にハラス
メント相談員３名を参加させた。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

） ， ， ， 。１ 事務の効率化 合理化を進めるため 業務に応じた職種を新設するとともに 業務組織の再編を行う
中

２）外部委託等を積極的に活用する。
期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○事務組織の機能・編成の見直し ○事務組織の機能・編成の見直し ○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策
に関する具体的方策 に関する具体的方策

） ， ，１）事務組織の編成，人員配置に １）国立大学法人の適正な運営の Ⅲ １ 国立大学法人としてのスタートに当たって 事務組織を再編し
ついて適正かどうかを常に見直 ため事務組織を再編し，研究国 研究・国際協力部を新設するとともに，総務部の中に評価監査課，
す。 際協力部 評価監査課 秘書室 秘書室を，総務部人事管理課の中に労務・安全室を設置した。， ， ，

２ 全学の情報システムを統括し 労務・安全室等を設置する。） ，
全学的見地から情報システムを
企画立案・運用する機能を持っ
た部門を設置する。 ２）Ⅱ-３の「中長期的な観点に立 Ⅲ ２）法人化後の事務組織を点検するため，事務協議会に事務組織点

った適切な人員（人件費）管理 検ＷＧを設置し，業務量調査を開始した。
に関する具体的方策」に記載し
たとおり事務組織の編成，人員
配置について検討する。

３）附属図書館，総合メディア基 Ⅲ ３）新たに，学術情報部を設け，図書館情報課に加えて，情報企画
盤センター，事務情報を統括す 推進課を設置した。
る「学術情報部」を設置する。

○業務のアウトソーシング等に関 ○業務のアウトソーシング等に関 ○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策
する具体的方策 する具体的方策

１）業務のスピード化，効率化， １）業務のスピード化，効率化， Ⅲ １）旅費計算業務，附属病院の宿直業務の一部及び日直業務を外部
効果的な人員配置の観点から検 適正な人員配置及び経費節減の 委託した。その他の業務についても，アウトソーシングの可能性
討を行い，アウトソーシングの 観点から業務のアウトソーシン について検討を開始した。
導入を促進する。 グを検討する。

２）物品購入システム，出張旅費 Ⅲ ２）物品請求システムを導入するとともに，国立大学法人で初めて
システムを導入し，業務の効率 旅費システムを導入し，業務の効率化・合理化を図った。
化・合理化を促進する。 なお，改善すべき点もあるため，システムの改善に努め，さら

に，業務の効率化・合理化を促進することとしている。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

山陰地区他大学・鳥取県・地元企業等との交流者は２０名に上った。このうち，鳥取１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
， ，学長のリーダーシップのもと，法人化に対応した新しい鳥取大学ビジョンの共有化 大学から鳥取銀行への出向者は 経営・営業企画部門で民間的経営手法を学んでおり

が図られた。運営を機動力あるものとするため，役員会，経営協議会，教育研究評議 鳥取銀行から鳥取大学への出向者は，大学事務部門で経営戦略の企画・立案に参画し
会などの役割と権限を明確にした。各学部では教授会に代議員制度を導入し，学部長 ている。このような交流は周囲の人を巻き込んで，波及効果をもたらしつつある。
・副学部長を中心とした戦略的運営が図られるようになった。代議員制度の長所を生

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置かす動きとして，大学院農学研究科には 「専攻長会議」を設け，審議決定の迅速化を，
進めた。 教育研究の国際化，社会貢献を支えるべく，研究・国際協力部を新設し，そのもと
以上を縦組織と呼べば，横組織に相当する委員会は全体を整理統合して，１１の常 に，研究協力課・社会貢献推進課，国際交流課を置いた。総務部の中に秘書室，広報

置委員会に集約した。 企画室，内部監査室を置き，機能強化を図った。附属図書館事務部を学術情報部に改
全学的視点からの経営資源の戦略的配分は重要課題であり，学生用図書と電子ジャ 組し，従来の図書館情報課に加えて，情報企画推進課を新設した。法人化に伴う労働

ーナル・文献データベースの充実，教育・研究施設や課外活動施設の整備に必要な経 安全衛生関係に対処するため，労務・衛生面から労務安全係を人事管理課の中に，環
費を中央化することにした。 境・安全面からは企画環境課を施設環境部に置いた。教育地域科学部の改組に伴い，
社会の意見に積極的に耳を傾けるため，経営協議会，役員会，監事に外部有識者を 同附属学校園は大学附属とし，その業務を担当する附属学校部を設置した。

加えた。 システムソフト面では，財務会計・物品請求システム，旅費システム，学務支援シ
ステムを導入し，その運用を開始した。このうち旅費システムは，出張者自らが発生
源で旅行依頼・入力を行うもので，電子決裁を含むシステムの運用をアウトソーシン２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

教育研究組織面では 法人化スタートに当たって大きな改廃を実施した すなわち グすることによって，業務の効率化と経費削減に資した。， 。 ，
「 」 。 ，「 」「 」「 」旧教育地域科学部は 地域学部 に一般学部化した 同時に 政策 ・ 教育 ・ 文化

・ 環境」の地域４学科 「附属芸術文化センター」をスタートさせた。大学院教育学「 ，
。「 」研究科の再編は構想充実化の段階である 教育地域科学部附属教育実践総合センター

を改組して「生涯教育総合センター」を，大学院医学系研究科に新たに「保健学専攻
修士課程 」を，工学部に「ものづくり教育実践センター」を，学内共同教育研究施（ ）

，「 」，「 」 。設として ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー 知的財産センター を設置した
ものづくり教育実践センターは，機械実習工場を改組したもので，ものづくり教育を
通じて，知的好奇心を持ち，創造力，問題発見能力など，社会に役立つ人材を育成し
ようとしている。
附属病院組織では 「救命救急センター 「胸部外科 「外来化学療法室 「睡眠時， 」， 」， 」，

無呼吸外来 「静脈血栓塞栓症外来」等の専門外来の設置をみた。」，
このほか，従来の共同研究推進機構を衣替えして「産官学連携推進機構」に統合し

たことはⅠ－２－（１）に先述した。
農学部関係の教育組織も「２０世紀の農学」から「２１世紀の生命の学問」に相応

い の ち

。 ， ，しい改革を準備している これらは 教育組織と研究組織の分離による責任の明確化
教育の相互支援体制の確立，１教員１教育研究分野の導入によって研究グループの高
度化のための再構築化を可能とする体制である。実施準備中の見直しは，生物資源環
境学科・獣医学科の改組充実化，附属施設としての「菌類きのこ遺伝資源研究センタ
ー 「鳥由来人獣共通感染症疫学研究センター」の新設，附属農場と演習林を融合化」，
した「フィールドサイエンスセンター」への改組 「動物病院」の臨床関連分野の新設，
と細分化の改組などであった。

３ 職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置
事務・技術職員の人事評価に関する基本方針を定め，試行評価を開始した。高齢者

雇用について検討するとともに 専門性の高い職種における任期付採用の基準及び 次， 「
世代育成支援のための行動計画」を策定し，裁量労働に関する見なし勤務時間制など
弾力的運用を開始した。
教員の流動性を増すため，任期を付して雇用する教員の職等の範囲を拡大し，外国

，「 」人・女性などの教員公募採用を促進する方向で 鳥取大学教員選考に関する基本方針
の適正運用を図った。

， 。 ，事務職員などの人事交流は 職員の能力開発の面から積極的に推進した その結果
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Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

１）各種研究助成金の獲得を図る。
中

２）共同研究，受託研究の獲得を図る。
期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○科学研究費補助金，受託研究， ○科学研究費補助金，受託研究， ○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金増加に関す
奨学寄附金等外部資金増加に関 奨学寄附金等外部資金増加に関 る具体的方策
する具体的方策 する具体的方策

１）科学研究費補助金の申請率を １）科学研究費補助金の採択率を Ⅲ １）日本学術振興会の研究助成課長を講師に招き，学内説明会を開
高める。 向上させるため説明会等を開催 催するとともに，部局長会議，教育研究評議会などの場で，不採

２ 科学研究費補助金 共同研究 する。また，不採択の原因を分 択原因を議論した。） ， ，
受託研究，奨学寄附金等の情報 析する。
収集体制を確立し，外部資金獲
得の増加を図る。

３）各種研究助成金の公募情報収 ２）科学技術相談案件から可能性 Ⅲ ２）科学技術相談は，主に地域共同センタースタッフ３名が対応し
集体制を整備し，積極的に申請 のあるものを受託研究等にコー ており，その中から，共同研究に結びつけることができた。
させ，外部資金獲得の増加を図 ディネートし，外部資金の増加
る。 を図る。

４）企業等のニーズと大学の有す
るシーズのコーディネート活動
を活発化させ，共同研究，受託 ３）産学官連携シーズ育成事業へ Ⅲ ３）中国技術振興センターのシーズ育成事業に応募して，地域新生
研究の増加を図る。 の応募を促進し，次年度地域新 コンソーシアム立ち上げに向けて４件の研究会を立ち上げ，平成
） ， 。 ，５ 外部資金の受入れについては 生コンソーシアムへの提案を促 １７年度の地域新生コンソーシアムに３件の提案を行った また
適切な間接経費を賦課する。 すことにより，外部資金の増収 それ以外に鳥取県産業振興機構を通じて３件の提案も行った。

を図る。

４）国あるいは公的機関の助成事 Ⅲ ４）各種助成事業情報は，常時全教員にメール発信するとともに，
業を学内に紹介し，教員の応募 応募を促している。

， 。を促し 外部資金の増加を図る

５）受託研究，共同研究，奨学寄 Ⅲ ５）ホームページ上の研究者総覧は，常時更新できるようにしてい
附金の件数を増やすため，ホー るが，ユーザーの要望をより取り込んだ形となるよう，内容面の
ムページの研究者一覧等を充実 検討に着手した。
させ，積極的にＰＲを行う。

６）各財団等が公募している研究 Ⅲ ６）各種助成事業情報は，入手のたびに，全教員にメール発信する
助成金に積極的に応募する。 ことによって，応募を促している。

７）企業等のニーズと大学の有す Ⅳ ７）地域共同研究センターに文部科学省から派遣されている産学連
るシーズのコーディネート活動 携コーディネーターを中心に，コーディネート活動を活発化させ
を活発化させ，共同研究，受託 た。平成１７年２月に，東京田町の独立行政法人国立大学財務・
研究の増加を図る。 経営センターのキャンパス・イノベーションセンター内に「東京

リエゾンオフィス」を，大阪梅田の鳥取県大阪事務所内に「大阪
オフィス」を開設し，産官学連携による共同研究等の推進事業と
広報・交流事業支援等を図っている。

８）国立大学法人の運営に資する Ⅲ ８）受託研究のほか，平成１７年度から共同研究についても，直接
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ため，適切な間接経費を賦課す 経費の１０％を大学全体の間接経費として賦課することとした。
る。 また，奨学寄附金についても，原則５％を大学全体の間接経費

として賦課することとした。

○収入を伴う事業の実施に関する ○収入を伴う事業の実施に関する ○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策
具体的方策 具体的方策

１）収益性が考えられる各種業務 １）収益性が考えられる各種業務 Ⅲ １ ・本学が保有する研究分析ノウハウ及び分析機器と社会のニー）
について，事業化の可能性を検 について，事業化の可能性を検 ズを結びつけ，学外からの依頼に応じて触媒キャラクタリゼーシ
討し，可能なものについては速 討する。 ョンの研究計画の指導，本学の設備を利用する分析及び委託分析
やかに実施し，収入の増加を図 を有償で行う鳥取大学触媒キャラクタリゼーションラボを設置し
る。 た。

・農学部附属動物病院において獣医師を雇用し，畜産農家等の大
動物に対する往診制度の検討の結果，１７年度から事業を開始す
ることとした。
・医学部附属病院に眼科用エキシマレーザーを導入し，最新技術
による視力矯正等高額治療を事業化した。
［資料編：資料４８を参照］

ウェイト小計
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鳥取大学

Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

１）管理業務を減らすとともに，効率的な施設運営を行うこと等により，固定的経費の節減を図る。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○管理的経費の抑制に関する具体 ○管理的経費の抑制に関する具体 ○管理的経費の抑制に関する具体的方策
的方策 的方策

１）業務の外部委託，調達方法の １）業務の外部委託，調達方法の Ⅲ １）旅費計算業務，附属病院の宿日直業務を外部委託し，経費の削
見直し，事務の効率化，光熱水 見直し，事務の効率化，光熱水 減を図るとともに，採用時期等の雇用調整による人件費の抑制に
量の節減，職員配置の適正化等 量の節減，職員配置の適正化等 努めた。また人件費の把握と適正な管理に努めることによって，
により，管理的経費及び人件費 により，管理的経費及び人件費 超過勤務の縮減を徹底した。
の縮減に努める。 の縮減に努める。 さらに，１７年度の契約電力や委託契約等の契約内容の見直し

により経費の縮減が図られる見通しである。

２）事業年度の決算の点検・評価 Ⅲ ２）１６年度決算の結果を１７年度に点検・評価し，経費等の抑制
に基づき，管理的経費等の抑制 ・節減を図る予定である。
・節減を図る。

ウェイト小計
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鳥取大学

Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

１）資産の運用管理の改善を図る。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○資産の効率的・効果的運用を図 ○資産の効率的・効果的運用を図 ○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策
るための具体的方策 るための具体的方策
１）土地： １）土地：利用状況の再点検を行 Ⅲ １）土地の利用状況について再検討を開始し，大学構内駐車場の未

利用状況の再点検を行い，全 い，全学的視点に立った効果的 整備部分の舗装及び区画線引きを行い，効率的な使用ができるよ
学的視点に立った効果的・効率 ・効率的な運用・管理について う整備した。
的な運用・管理に努める。 検討する。

２）施設：
Ⅴその他業務運営に関する重

要目標を達成するためにとるべ ２）設備：学内に分散している各 Ⅲ ２）乾燥地研究センターの既設ＮＭＲを生命機能研究支援センター
き措置の項に詳述 種計測・分析機器のうち，可能 機器分析分野へ，医学部付属病院の既設共焦点レーザー顕微鏡を

３）設備： なものから集中管理を図るとと 生命機能研究支援センター遺伝子探索分野へそれぞれ移転し，全
学内に分散している各種計測 もに，新規に導入する大型設備 学で共同利用できる体制を整備した。

・分析機器のうち，可能なもの は，学内共同教育研究施設に設
から集中管理を図るとともに， 置する等，効率的な運用に努め
新規に導入する大型設備は，学 る。
内共同教育研究施設に設置する
等，効率的な運用に努める。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕



- 73 -

鳥取大学

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

再利用から会議時間の節約に至るまで，経費節減項目をリストアップするなど，全職国立大学法人鳥取大学は，法人移行後の予算においても，国からの運営費交付金に
員の経費節減に対する意識改革を行った。工事費削減の面では，設計から施工に至る大きく依存している状況にある。しかも，中期計画期間中の運営費交付金は算定ルー
まで合理性・効率性を追求し，大幅な経費節減を行うとともに，より質の高い工事をルに基づく効率化１％及び附属病院の経営改善２％分が平成１７年度以降減額される
実施した。年間契約等については，１７年度に向けて契約電力や委託契約等の契約内ことになっており，本学が担う使命を中期計画・年度計画に沿って確実に遂行するた
容の徹底的な見直しに着手し，大幅な経費節減が可能な見通しである。めには，事業に必要な経費を如何に確保していくかが大きな課題である。

資金の確保をはじめとする財務運営については，役員会，経営協議会を中心に，全
３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置学的な視点から限られた資源を最大限有効に活用すべく審議・検討を行ってきた。し

土地資産の全学的視点に立った効果的運用策について検討し，駐車場の警備を行っかし，法人一年目ということもあり，全てにおいて試行錯誤の財務運営であった。
た。

， ， ，１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 また 収支状況により資金に余裕が生じた場合は 国債・定期預金で運用するなど
外部資金の獲得を促進するための取り組みとして，東京・大阪に事務所を設置し，企 投資活動による収益獲得にも努めた。学内に分散している各種計測・分析機器を有効

業ニーズと大学シーズのマッチングを求めた学外拠点として整備するとともに，地域 活用する工夫は，乾燥地研究センターのＮＭＲ，附属病院の共焦点レーザー顕微鏡な
産業との連携強化を目的として，鳥取市，山陰合同銀行，鳥取銀行などと協力協定を締 どで実現できた。
結し，学内に地元金融機関の活動拠点を確保し，銀行のネットワークを活用して本学の
シーズと地域のニーズを結びつけて外部資金の獲得に努めた。県の東部・中部・西部の
３会場で各２回企業との交流会も開催した。
組織的には 「研究・国際協力部」を新たに設置するとともに 「ベンチャー・ビジ， ，

ネス・ラボラトリー 「知的財産センター」を新設，さらに，既存のセンターを統括」，
する「産官学連携推進機構」を立ち上げ，組織を有機的に結びつけ，外部資金獲得に
向けた組織整備を行った 「科学技術相談員一覧」をはじめとするシーズ集，ニュース。
などを発刊して認知度を高める努力も行った。科学研究費補助金の申請率・採択率を
向上させるための工夫，各種外部資金の導入促進を図るための情報普及にも努めた。
競争的資金の獲得については，本学の特色を生かした先端的教育研究を更に発展すべ
く「乾燥地科学プログラム（２１世紀ＣＯＥ:平成１４～１８年度 「アウエアネス(自）」，

」，覚)を持った学生作り教育(特色ある大学教育支援プログラム:平成１５～１８年度)
「とっとり県民のくらしを豊かに（地域貢献特別支援事業：平成１４～１６年度)」
に加えて，新たに２１紀ＣＯＥプログラムでは 「染色体工学技術開発の拠点形成（２，
１世紀ＣＯＥ:平成１６～２０年 ，現代的教育ニーズ取組支援プログラムでは，他大）」
学との共同事業として 「大学間連携によるフィールド教育体系の構築－中国・四国地，
域の農学系学部をモデルとして－」が採択された。それ以外にも，ＪＩＣＡ開発パート
ナー事業「メキシコ乾燥地域における農業および農村振興」を継続実施し，外部資金を
獲得した。さらなる競争的外部資金の獲得のため，学長の強いリーダーシップの下，競

理事の役割分担を整理し，各担当理事を中心とした競争的資争的な外部資金獲得に係る
金獲得のための体制を構築して，１７年度以降の資金獲得に向けた検討に着手した。
また，財政の約半分を占める附属病院は民間の経営コンサルタント会社による経営

分析を実施し，病院長を筆頭とする病院経営改善策を実施したことは附属病院の項で述
べた。
地域のニーズに応えた「救命救急センター 「胸部外科 「外来化学療法室 「睡」， 」， 」，

眠時無呼吸外来 「静脈血栓塞栓症外来」などの設置による医療体制の充実と収益改」，
善に繋がる事業を展開した。
収入を伴う事業を大学自ら行う具体策として 「鳥取大学触媒キャラクタリゼーショ，

ン・ラボ」を開始し，エキシマレーザーを利用した「視力矯正」などを事業化した。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
経費の節減面では，財務会計システム，物品請求システム，学務支援システムを導

入し業務の効率化を推進するとともに，国立大学法人では全国に先駆けて旅費システ
ムを導入して，旅費計算業務のアウトソーシングを実現した。また，学長を筆頭に役
員自らが構成員となる経費削減推進会議を設置し，両面印刷の励行，使用済み封筒の
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鳥取大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
１ 評価の充実に関する目標

１）全学的項目に係わる自己点検は，原則として毎年項目を定め評価委員会が行う。
中

２）分野別の教育研究に係わる自己点検評価は，期間中に少なくとも１回は行い，そのうち１回は外部評
価を受けるものとする。ただし，この外部評価は独立行政法人大学評価・学位授与機構，国立大学法人期
評価委員会が行う評価は含まない。

目
３）年毎の部局毎の自己評価資料を大学で集中管理するシステムの構築を図る。

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○自己点検・評価の改善に関する ○自己点検・評価の改善に関する ○自己点検・評価の改善に関する具体的方策
具体的方策 具体的方策

１）大学には，副学長を責任者と １）大学には，副学長を責任者と Ⅳ １）本学の常置委員会として，評価委員会を設置し，副学長（企画
する評価委員会を置き，部局等 する評価委員会，部局等には副 ・評価担当）がその委員長となり，各学部から学部長又は副学部
には部局評価委員会を置く。 学部長等を責任者とする評価委 長（総務担当 ，学内共同教育研究施設から選出された教員，事務）

員会を設置し，自己点検・評価 局から総務部長及び評価監査課長で委員会を構成している。平成１６
の方針，計画等について検討す 年度には，本学の自己点検・評価，機関別認証評価，事業年度実
る。 績評価，教員個人業績評価，教員業績調査等に係る事項を検討・審

議した。
本学の自己点検・評価として「大学教育に関する調査」を選定し，
作業部会を設けて在学生及び卒業生を対象にアンケート調査を実
施した。
機関別認証評価については，その方法を学習し，実施時期の検

討を行った。
事業年度実績評価に関する評価委員会活動は，主として準備に

関わることで，全学的まとめ作業は年度を超えて実施することと
した。その分，各部局別の実績評価作業は，後記の部局ごとの委
員会が実施した。
教員個人業績評価は平成１６年度から本格実施に入ったが，自

己申告に基づくので，部局長判断を加えたものは平成１７年６月
に収集できる予定である。
教員業績調査については，プログラムを改訂し，全学の入力説

明会を経て，平成１４，１５年度分の入力を終えた。全教員の入
力率は８７．５％にも達する好結果を得た。
部局ごとの評価委員会は，各学部，連合農学研究科，附属図書

館，医学部附属病院，乾燥地研究センター，大学教育総合センタ
ー及び事務局に部局評価委員会を設置した。ここでの活動は，全
学の常置委員会活動を下からサポートする形をとっている。
［資料編：資料４９を参照］

○評価結果を大学運営の改善に活 ○評価結果を大学運営の改善に活 ○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策
用するための具体的方策 用するための具体的方策

１）評価結果に基づき，部局にあ １）評価結果に基づき，部局にあ Ⅲ １）大学全体としての評価結果を得て，大学運営に生かすのは平成
ってはその長，法人にあっては ってはその長，法人にあっては １９年度からの予定であるが，個別的な評価については，評価が
学長はその改善に努める。 学長はその改善に努める。 確定次第，それを運営に反映させるようにしている。たとえば，

自己点検・評価等の評価結果は，報告書として作成し，各学部等
及び学外の関連機関等に配付し公表した。
また，乾燥地研究センターは全国共同利用施設として，共同利

用に関する事項等，運営に関する事項について，４月と１２月の
２回，運営委員会を開催し，学外の外部運営委員（４名）の評価
を受けるとともに，助言等に基づいて改善に努めている。

２）評価結果はホームページ等を Ⅲ ２）大学全体としての評価結果を得て，大学運営に生かすのは平成
活用し，公表する。 １９年度からの予定であるが，個別的な評価については，評価が

確定次第，ホームページに公表する予定である。平成１６年度の
自己点検・評価である「大学教育に関する調査」は，各学部学生
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及び卒業生を対象にアンケート調査を実施したものであり，その
集計結果を「中間報告書」として全部局に配付し，還流した。現
在アンケート調査の集計結果の分析・評価の執筆作業に取り組ん
でおり，平成１７年度に報告書として刊行し，公表することとし
ている。

ウェイト小計
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鳥取大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

１）情報の受発信を行う専門的な部署を設ける。
中

２）役員会及び経営協議会の外部委員は，外部発信の窓口的な役割を有する者として位置づける。
期

３）同窓会に対しては，特に大学からの発信を密にする。
目

４）環境問題への取組みも積極的に発信し，社会に対する環境維持への関心の向上に資する。
標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○大学情報の積極的な公開・提供 ○大学情報の積極的な公開・提供 ○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策
及び広報に関する具体的方策 及び広報に関する具体的方策

１）学内情報が全て集積され，各 １）総務部企画調整課に広報企画 Ⅳ １）総務部企画調整課に広報企画室を設置し，以下の取組を行った。
種のデータベース化を行い，学 室を設置し，学内情報を全て集 ①広報の重要性（必要性）を全学的に周知するために，広報担当
内外へ必要な情報発信を行う部 積し，データベース化する。学 者連絡会を２回開催し，情報の提供についての依頼を全学的に
署を作る。 内外へ積極的に情報発信を行う 行った。。

２）ホームページ及び広報誌等の ②広報担当者による報道機関（テレビ局・新聞社 ，鳥取県庁及び）
見直しを随時行い，学内外への 鳥取環境大学の見学会を行い，広報に対する意識改革を行った。
大学情報の発信をより一層活発 ③ＰＲコンサルタント（内閣府政府公報評価委員会委員）土橋幸
化させる。 男氏を講師に迎え，大学のアイデンティティの確立，大学広報

３ 大学運営の透明性を保つため の重要性についての講演会を開催し，広報活動が如何に重要で） ，
法令等に基づく情報公開及び情 あるか改めて認識した。
報開示について対応を行う。 ④広報ハンドブック（開かれた鳥取大学をめざして）を作成し，

広報の必要性，広報の方法を示した。
⑤県政記者クラブへ大学情報の提供，鳥取市報など県内４市の情
報誌へ大学情報の掲載依頼，文教速報及び文教ニュースへ掲載
依頼を行った。
⑥鳥取大学ホームページに新着情報，イベント情報，報道提供情
報，本学関係新聞掲載記事一覧の掲載を行った。
［資料編：資料５０を参照］

２）広報委員会に広報誌編集専門 Ⅳ ２）本学の広報委員会に広報誌編集専門委員会，ホームページ管理
委員会，ホームページ管理運営 運営専門委員会を設け，以下の取組を行った。
専門委員会を設け，広報誌・パ ①広報誌専門員会において，広報誌「風紋」の第９号，第１０号
ンフレット等及びホームページ を刊行した。第９号では「地域学部 ，第１０号では「産官学連」
を見直すとともに，学外向けの 携推進機構」を特集した。
情報を一層充実させる。 ②ホームページ管理運営委員会において，トップページのリニュ

ーアルを行い，誰でも手軽に必要なところを見ることができる
よう，学外向けに対してもわかりやすいホームページとした。
また，各部局においても，既存のホームページ及びパンフレ

ットを見直すとともに，学外向けの学部情報を一層充実させた。

３）広報委員会と広報企画室を中 Ⅲ ３）平成１６年度法人文書開示請求が１件あり，適切に開示を行っ
心に情報公開及び情報開示につ た。
いて積極的に対応する。 また，ホームページをリニューアルし，本学が保有する情報をニ

ーズに的確に対応できるようにした。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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鳥取大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
常置委員会の一つとして，副学長が委員長となる評価委員会が活動を開始した。こ

， ， ， ，れには 各学部から学部長または副学部長 事務部門からは総務部長 評価監査課長
学内共同教育研究施設から選出された教員が委員を構成しており，評価に関する全学
的統括を行っている。これを支える部局別評価委員会は，各学部，連合農学研究科，
附属図書館，附属病院，乾燥地研究センター，大学教育総合センター及び事務部門に
設置している。平成１６年度に扱った主な事項は，
・自己点検・評価
・機関別認証評価
・事業年度実績評価
・教員個人業績評価
・教員業績調査
などであった。
自己点検・評価は鳥取大学の現状と課題を明示するためのもので，平成３年度版の第１号

を皮切りに，平成１６年度の「大学教育に関する調査」は第１１号に相当する。これは，一般教
今年度は中間育を全学共通教育に改革した（平成１３年度）効果を検証しようとするもので，

報告まで終了した。平成１７年度には結果の分析を終え，報告書を公表する予定であ
る。
機関別認証評価は，説明会に参加し，その意義を学内に広報し，実施の際のワーク

ボュームの想定，対応策などのシミュレーションに終始した。
事業年度実績評価は本件作業であるが，ことの性質上，大部分は年度終了後の作業

であるので，割愛する。
教員個人業績評価システムは，自己申告，自己評価，自己啓発をベースとして，鳥取
大学方式を設計した。本方式は，教育，研究，社会貢献，管理・運営，診療の５分野
に自らの力を配分する方式であるが，多くの個人差のある業態を，どのように統合的
に評価するかの課題を内包している現状にある。
教員業績調査は，教員個人別に教育活動・研究活動・社会貢献活動・学内管理運営

活動・病院の診療活動などを，１年間単位に記録するものである。平成１６年度はシス
人事異動や海外勤務などの要因がテム開発を終え，平成１４年度・１５年度分を入力した。

あるにもかかわらず，８７．５％もの高入力率であった。

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置
従来，大学における広報活動を，企業などの宣伝活動と混同し，ややもすると不活発

な領域であった。今回，総務部企画調整課に広報企画室を新設し，常置委員会の「広報
委員会」を設置することにより，ここを拠点に全学の広報マインド醸成に努めた。報道
機関など外部機関を見学し，外部招聘講師の講演会を開催することによって，構成員の
意識改革を図ることができた。その結果，各部局毎に実施されていた広報活動が，全学
的統一性を帯び，入学志願者，学生，報道機関，市町村，一般産業界などへ向けて発信
する情報量が飛躍的に増加した。何年も見直されなかったパンフレット類や，開示の遅
いホームページなどに，恥ずかしさを感じるという意識改革が図られつつある。
また，施行が平成１７年４月以降である「個人情報保護法」についても 「鳥取大学，

個人情報保護の取扱規則」を準備した。
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鳥取大学

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項
１ 施設設備の整備等に関する目標

１）施設設備に関する長期的な構想を策定し，計画的な施設整備・管理を行う。
２）豊かなキャンパスづくりの推進を図る。中
３）施設整備・管理に当たっては環境保全と省エネルギーに十分配慮する。
４）制定した規則に基づき，施設等の点検を実施し有効利用を促進する。期
５）全学共用スペースの確保とその有効利用を促進する。
６）新増築に際しては，全スペースの２０％を全学共用スペースとし，また改修についても全学共用スペ目
ースを設けることとし，これらの共用スペースは，ルールに基づき有効利用する。また，適宜利用状況
を点検し，不適当な利用の場合は退去勧告し，利用の再検討を行う。標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

１）早期に本学の施設整備の長期 １）施設・環境委員会は，施設整 Ⅲ １）平成１７年２月２１日の委員会で，施設環境部に長期計画（案）
計画を作成する。 備の長期計画の検討に着手する の作成を指示し，長期計画（案）の検討を開始した。。

２）２年毎に全学的な施設整備及
び有効利用状況に関する点検調
査を実施し，報告書を作成する ２）全学的な施設整備及び有効利 Ⅲ ２）平成１６年６月８日の委員会で調査の実施を決定，６月から実施
とともに学長は必要な勧告を行 用状況に関する点検調査を実施 し平成１６年１０月７日に中間報告を行い，平成１７年２月２１日に
う。 する。 工学部の調査結果を報告した。

３）早期に全学の共用スペースの
確保計画を作成する。

） ， ，４）耐震性の確保，老朽施設の改 ３）全学の共用スペースの確保計 Ⅲ ３ 工学部 医学部について共用スペース確保計画は策定済みであり
善を図るための改修計画を順次 画を作成する。 平成１６年度は，農学部に全学共用スペース（約３００㎡）の確保
進める。 計画を作成した。

５）学内の交通計画の見直しを実
施し，道路改修・歩道・駐車場 ４）耐震性の確保，老朽施設の改 Ⅲ ４）平成１６年度補正事業により，農学部校舎(5,370㎡）の耐震補強を
の整備計画及び入構規制の具体 善を図るための改修計画を順次 実施する。耐震補強実施率は１９.3％→２５.3％に向上する。
的計画を策定する。 進める。

６）点字ブロック・点字標識・障
害者用エレベーター・障害者用
トイレの整備に努める。また， ５）学内の交通計画の見直しを実 Ⅲ ５）交通計画の見直しを行い，整備計画を策定した。また入構規制に
学内サイン計画を策定し年次的 施し，道路改修・歩道・駐車場 ついても計画策定を行い，三浦団地の第２駐車場と米子団地の第３駐
に整備していく。 の整備計画及び入構規制の具体 車場の整備を実施した。

， 。７）早期にゴミの分別収集を徹底 的計画を策定し 順次実施する
し，次年度の減量化目標を策定
して実施するサイクルを定着さ
せる。 ６）点字ブロック・点字標識・障 Ⅲ ６）身障者対応施設の現状を把握し，調査結果に基づいた整備計画を

８）環境美化に対する組織を整備 害者用エレベーター・障害者用 作成した。整備計画に基づき，事務局玄関スロ－プ及びスロ－プの滑
し 啓発活動に努めるとともに トイレが必要な場所等を把握し り止めを実施した。また，学内サイン計画についても策定し，フィー， ， ，
学生を含めたキャンパス・クリ 整備計画を検討する。また，学 ルドサイエンスセンター設置に伴う表示変更を実施した。
ーン活動を年３回行う。 内サイン計画を策定し，順次整

９）早期に毒劇物関係法令，化学 備する。
物質排出把握管理促進法（ＰＲ
ＴＲ法 ，環境汚染防止関係法）
の担当部署を一元化する。それ ７）職員・学生によるゴミの分別 Ⅲ ７）従来，先行してゴミ分別活動を実施していた部局もあったが，平

， ， 。 ，らに関する現状把握 現状分析 収集をさらに徹底し，次年度の 成１６年８月より全学が足並みをそろえて実施することとした また
管理法，減量化等の対策案を作 減量化目標を策定する。 平成１７年度のゴミの排出量を平成１６年度以下とする削減目標を設
成する。 定した。

８）環境手帳を発行し，意識の向 Ⅲ ８）平成１６年４月に職員・学生に環境手帳を配布した。これには，
上を図る。 学内環境美化にとどまらず，広く環境保全一般について記載した。平

易な表現とイラストを使って，啓蒙効果を上げた。
［資料編：資料５１を参照］

９）環境美化活動に努めるととも Ⅳ ９）平成１６年６，８，１０月と３回にわたって，学生・教職員によ
に，学生・職員による一斉清掃 る一斉清掃を各部局単位で実施した。
を，年１回以上実施する。
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10）毒劇物関係法令，化学物質排 Ⅲ 10）毒劇物関係法令，化学物質排出把握管理促進法（ＰＲＴＲ法 ，）
出把握管理促進法 ＰＲＴＲ法 環境汚染防止関係法の担当部署として，施設環境部に企画環境課を（ ），
環境汚染防止関係法の担当部署 設置した。平成１６年１１月に鳥取大学化学物質管理規則を制定し

。 ，として，施設環境部に企画環境 た 規則制定をうけ施設・環境委員会に化学物質専門委員会を設置し
課を設置し，それらに関する現 毒劇物関係法令，化学物質排出把握管理促進法（ＰＲＴＲ法 ，環境）
状把握，現状分析，管理法，減 汚染防止関係法に基づく管理状況等の現状を把握・分析したうえで，
量化等の対策案を策定し，順次 毒劇物等の管理法，減量化等の対策案を策定するとともに，化学物質
実施する。 専門委員会で全学的なＰＲＴＲ法に基づく購入数量の集計を実施し

た。

ウェイト小計
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鳥取大学

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項
２ 安全管理に関する目標

１）専門の部署を設け，安全，安心を最重要課題と位置づけ，施設整備及び大学運営の中に反映できるシ
ステムを構築する。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○労働安全衛生法等を踏まえた安 ○労働安全衛生法等を踏まえた安 ○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的
全管理・事故防止に関する具体 全管理・事故防止に関する具体 方策
的方策 的方策

１）労働安全衛生法により定めら １）労働安全衛生法等に対応する Ⅲ １）労務・衛生を担当する人事管理課，環境 安全を担当する企画・
れた実施要綱，実施手順により 労務・保健担当として人事管理 環境課を設置した。９月に鳥取大学安全衛生管理規程の一部改正
見直しを行い，定期点検を含む 課，環境安全担当として企画環 をい，各事業場に総括安全衛生管理者，安全管理者，衛生管理者，
必要な業務を行う専門的な部署 境課を設置し，安全管理・危機 産業医及び作業主任者を選任し，安全衛生管理体制を整備した。
を設ける。 管理・事故防止の観点から労働 工学部では，必要とされる作業主任者等の資格を技術職員等を

２）施設設備についても安全点検 安全衛生法等により定められる 中心に，積極的に取得させた。
及び報告義務を課する。 実施要綱，実施手順を全学に周 １１月には，各事業場に安全衛生委員会を立ち上げ，委員の中

知するなど必要な措置を講じ， に職員代表として過半数代表者，化学物質の専門家，放射線障害
安全衛生管理に努める。 の専門家を加えた。

平成１６年１０月より，安全衛生委員会を月１回開催するととも
に，各事業場とも衛生管理者及び産業医の職場巡視を定期的に行い，
安全衛生管理に努めるとともに啓蒙活動を行った。
［資料編：資料５２を参照］

２）作業主任者等の資格を技術職 Ⅲ ２）技術職を中心に積極的に資格を取らせた。平成１６年度安全衛
員等を中心に，積極的に取得さ 生関係資格取得状況は以下の通りである。
せる。 有機溶剤作業主任者１名 木材加工用機械作業主任者４名

ガス溶接作業主任者１名 第一種衛生管理者１名
衛生工学衛生管理者１名 第一種作業環境測定士１名

○学生等の安全確保等に関する具 ○学生等の安全確保等に関する具 ○学生等の安全確保等に関する具体的方策
体的方策 体的方策

１） 学生等の教育研究中の安全確 １）学生の実験・実習及び卒業研 Ⅲ １）部局によって，安全対象，非安全行為が異なるため，それぞれ
保についても関連実験毎に安全 究中の安全確保を図るため，入 に工夫を凝らした対応を実施した。
指針及び手順の作成を行い，必 学時等に，事故防止についての 工学部では，入学時に「安全の手引き」を配布し，事故防止に
要な事項は見やすい所への掲示 ガイダンスを行うとともに，安 ついてのガイダンスを行った。
を義務づける。 全マニュアル等を作成し周知徹 一般に実験・実習を多く経験する部局では，安全対策マニュア

２）ＩＴ関連の安全管理について 底する。 ルを作成し，授業に先立って受講学生に注意事項を周知させた。
もソフト面（教育）を含め万全 また，化学実験では安全保護メガネを全員に配布し，危険物（毒
を期す。 物，劇物）の取扱いやそれらの廃液の処理方法などを周知徹底し

３）附属学校園の児童，生徒，幼 た。
児が安全，安心な生活を送るこ そのほか，医学科においては，臨床実習中の針刺し事故防止の
とができるように安全の確保に ため，４年次生に対して採血法に関する講義と同時に，安全に関
努める。 するガイダンス及びシミュレータを使用した訓練を行った。保健

学科において，実験・実習の安全確保のためのマニュアルを見直
し，より充実したものとし，学生に配布した。医学部学生全体の
安全マニュアルについても検討を開始した。
このほか，乾燥地研究センターでは，トラクター，運搬車の使

用取扱について講習会（１回）を開催した。また，新規導入機器
や既設の機器については，導入時や使用申込みの都度，取扱等に
関する説明を行い安全確保に努めた。
施設環境部が中心となって，労働安全衛生員会の場で化学物質

専門委員会の協力を得て，安全マニュアル（案）の策定基準につ
いて，原案を取りまとめることとした。
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２）新入生に対して情報倫理講習 Ⅲ ２）1年次で受講する情報リテラシで情報倫理教育を行った。また，
会を実施する。 総合メディア基盤センターのホームページにも掲載している。

３）情報委員会と総合メディア基 Ⅲ ３）鳥取大学情報セキュリティ基本方針を制定するとともに，セキ
盤センターと協力してセキュリ ュリティ向上にを重点をおいたリプレイスを行った。
ティ向上に必要な環境整備を行 また，総合メディア基盤センター及び米子サブセンターで，教
うとともに，職員，学生等の利 員対象と事務員対象のセキュリティ研修会を開いた。
用者に対する研修を行う。

４）附属学校園の児童，生徒，幼 Ⅳ ４）附属学校部規則第１５号「鳥取大学附属学校における幼児児童
児が安全，安心な生活を送るこ 生徒の安全確保及び学校の安全管理に関する規程」を定め，定期
とができるよう安全の確保に努 的に点検をしている。日常的には，４校園共安全管理計画（危機
める。 管理マニュアル）を作成し，これに基づき日常巡視，不審者対応

訓練，火災・地震発生時の避難訓練等を実施し，幼児・児童・生徒
の安全確保に努めている。
また，施設環境部が附属学校園を外部からみて，安全パトロ－ル結
果をまとめ，提示した。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する特記事項

１ 施設整備の整備等に関する目標を達成するための措置
環境保全と省エネルギーに配慮した施設整備・管理，豊かなキャンパスづくりを目

標に，施設設備の長期計画の策定，共用スペースの確保，耐震性の確保，老朽施設の
改善，環境美化などを中期計画として定めている。
施設整備の長期計画の策定では，施設環境部で原案を作成し，施設・環境委員会で

検討を行っている。
共用スペースの確保では，全学的な施設整備及び有効利用状況に関する調査を実施

し，学部ごとの調査結果を報告することを決定し，さらに結果を基に計画の策定に着
手することとした。
そのほか，学内交通計画の見直し，駐車場の整備，ゴミ分別活動の開始，職員・学

生に環境手帳を配布，部局単位での環境美化活動の実施などを行った。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
労働安全衛生法等に対応するため，労務・衛生担当の人事管理課，環境・安全担当

の企画環境課を設置した。この二つの課を中心に，安全管理・危機管理・事故防止のた
， ， ， ，め 安全衛生管理規程の一部改正を行い また 事業場ごとに安全衛生委員会を立ち上げ
労働安全衛生パトロール等を実施してきた。
さらに，学生等の安全確保のため，実験・実習用に安全マニュアル，安全の手引きを

整備・配布し，周知徹底した。特に，新入生に対しての情報倫理教育の実施，職員を対
，「 」象としたセキュリティ研修の実施 鳥取大学情報セキュリティ基本方針に関する規則

や「鳥取大学附属学校における幼児児童生徒の安全確保及び学校の安全管理に関する規
程」を整備した。
施設の改善面では，農学部棟の改修工事に着手したこと，総合メディア基盤センタ

ーの電子計算機システムのリプレースを図ったことが特筆される。

「
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鳥取大学

Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※財務諸表及び決算報告書参照
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Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

： ３４億円 ： ３４億円 該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

運営費交付金の受入遅延及び事故 ：運営費交付金の受入遅延及び事故２ 想定される理由： ２ 想定される理由
の発生等により緊急に必要となる対策費として借り の発生等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し ， 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 附属病院の基幹・環境整備及び眼科用エキシマレー １）附属病院の基幹・環境整備及び眼科用エキシマレー １）附属病院の基幹・環境整備及び眼科用エキシマ
ザー治療診断システム（設備）整備に必要となる経 ザー治療診断システム（設備）整備に必要となる経 レーザー治療診断システム（設備）整備に必要と
費の長期借入れに伴い本学病院の敷地及び建物につ 費の長期借入れに伴い，本学病院の敷地及び建物に なる経費の長期借入に伴い，附属病院の敷地を担
いて，担保に供する。 ついて，担保に供する。 保に供した。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の １）決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の 該当なし
質の向上及び組織運営の改善に充てる。 質の向上及び組織運営の改善に充てる。



- 85 -
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 定額（百万円） 財 源（ ）

・ 医病）基幹・環 総額 ６６９ 施設整備費補助金 ・ 三浦）研究棟改修 総額 １，１２６ 施設整備費補助金 ・ 医病）基幹・環境 総額 ４００ 施設整備費補助金（ （ （
境整備 ３４６ （環境・生物資源） ８０３ 整備 （ ７９）（ ） （ ）

船舶建造費補助金 船舶建造費補助金 船舶建造費補助金
・小規模改修 ０ ・ 医病）基幹・環境 （ ０） ・小規模改修 （ ０）（ ） （

長期借入金 整備 長期借入金 長期借入金
・高度医療大型設備 ３２３ ３２３ ・高度医療大型設備 （３２１）（ ） （ ）

国立大学財務・経営セン ・小規模改修 国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン
・災害復旧工事 ター施設費交付金 ター施設費交付金 ・災害復旧工事 ター施設費交付金

０ ・高度医療大型設備 ０ （ ０）（ ） （ ）

・災害復旧工事

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要 （注１）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案し
な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を た施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・整備の改
勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 修等が追記されることもあり得る。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算し
ている。
なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国

， ，立大学財務・経営センター施設費交付金 長期借入金については
事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体的な額
については，各事業年度の予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
（ ） ， ， ，三浦 研究棟改修 災害復旧の一部は平成１７年度に繰り越したが 災害復旧は平成１７年７月末完了
（三浦）研究棟改修は，平成１８年２月末に完了予定である。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１）教員人事の流動性・多様化を高めるため，任期制と公募制を更に進 １）常勤職員数（任期付職員を除く） １，５９１人 １）常勤職員数（任期付職員を除く） １，５９１人
める。

２）教員総数に占める外国人教員及び女性教員の比率を上げる。 ２）任期付職員数 ２４人 ２）任期付職員数 ２４人
３）各学部所属教員の高度な専門性を活かした教育・研究について，相
互に連携・協力を積極的に進める。 ３）人件費総額見込み（退職手当は除く） １５，１０１ 百万円 ３）人件費総額（退職手当は除く） １４，６６７ 百万円

４）定年退職した職員及び産業・経済界から優れた人材を積極的に活用
する。 ４）人事の計画は，Ⅱ－３「職員の人事の適正化に関する目標を達成す ４）人事の計画は，Ⅱ－３「職員の人事の適正化に関する目標を達成する

５）事務職員の専門性等の向上のため，新たに経営企画，労務管理，知 るための措置 の 柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 ための措置」の「柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 「任」「 」， 」，
的財産，産学連携業務等に関する研修の実施及び他大学，民間等との 任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策 期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策 「外国人「 」， 」，
人事交流を積極的に行う。 「外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策 「中長期 ・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策 「中長期的な観点に立っ」， 」，

６）技術職員の専門性の高い技術を全学的に有効活用するため組織を見 的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策」に た適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策」に記載のとおり。
直し，集約化を図る。また，地元大学として産業界へ貢献の観点から 記載のとおり。
派遣について検討する。

７）事務処理規程を見直し，手続きの簡素化を図り，併せて電子決裁シ
ステムを導入する。 ５）技術職員の専門性の高い技術を全学的に有効活用するため組織を見 ５）米子地区の技術職員の持つ専門技術をより有効に活用するために，技

８）給与事務簡素化のため，給与規程等の見直しを行うとともに，管理 直し，集約化を図る。また，地元大学として産業界へ貢献の観点から 術部組織の見直しを行った。また，学校等への技術職員の派遣を積極的
職手当，超過勤務手当，大学院手当等の諸手当を見直し，経費の削減 技術職員の派遣について検討する。 に行った。本項の本格的実施は平成１９年度からの予定である。
を図る。

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み９０，００９百万円（退 ６）事務処理規程を見直し，手続きの簡素化を図り，併せて電子決裁シ ６）人事関係事務の事務文書決裁については，平成１７年度施行に向けて
職手当は除く ） ステムを導入する。 検討を行った。。

非常勤職員のうち短期雇用職員等の一部について，採用時の提出書類
の簡素化，給与単価の統一について検討を行い，提出書類の簡素化を実
施した。給与単価の統一は平成１７年度から実施予定である。
その他の事項についても，引き続き検討を行う。また，電子決裁シス

テムの導入については，他の業務と併せて今後検討する。本項の本格実
施は平成１８年度を予定しており，平成１６年度分としては順調な進行
である。

（参考）

（１）常勤職員数 １，５９１人

（２）任期付職員数 ２４人

（３）① 人件費総額 （退職手当を除く） 14,667 百万円

② 経常収益に対する人件費の割合 ４７．３％

③ 外部資金により手当した人件費を除いた 14,542 百万円
人件費

④ 外部資金を除いた経常収益に対する上記 ４６．８ ％
③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間 ４０時間００分
として規定されている時間数
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Ⅹ そ の 他 ３ 中期目標期間を超える債務負担

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（ＰＦＩ事業） 該当なし （ＰＦＩ事業） 該当なし （ＰＦＩ事業） 該当なし

（長期借入金） （長期借入金）
（長期借入金） （単位：百万円） 長期借入金償還金： １，５６０百万円 長期借入金償還金： １，５６０百万円

年度 中期目標 次期以降 総 債 務 （リース資産） 該当なし （リース資産） 該当なし
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

財源 期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入
1,560 1,560 1,571 1,575 1,579 1,584 9,429 12,130 21,559

金償還金

（リース資産） 該当なし

Ⅹ そ の 他 ４ 災害復旧に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

平成１６年１０月に発生した台風２３号等により被災した施設の復旧 平成１６年１０月に発生した台風２３号等により被災した施設の復旧 台風２３号等により被災した施設は，運営費交付金及び平成１６年度補
整備をすみやかに行う。 整備をすみやかに行う。 正予算により速やかに復旧した。一部については，積雪により工事ができ

ないため，平成１６年度補正予算を平成１７年度に繰り越し，平成１７年
７月完了予定である。
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（ ， ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

（収容数：平成 年 月 日現在の在籍者数）16 5 1

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(名) (名） （％）

地域学部 地域政策学科 ５０ ５２ １０４．０
地域教育学科 ５０ ５５ １１０．０
地域文化学科 ４５ ４７ １０４．４
地域環境学科 ４５ ５０ １１１．１

教育地域科学部 学校教育課程 ２１０ ２４１ １１４．８
（ ） （ ）（※１） （うち教員養成に係る分野） ２１０ ２４１

人間文化課程 ９０ １０５ １１６．７
地域政策課程 ９０ ９９ １１０．０
地域科学課程 ９０ ９７ １０７．８

教育学部 小学校教員養成課程 ２
（※２） 中学校教員養成課程 １

養護学校教員養成課程 ０
総合科学課程 １

医 学 部 医学科 ４７０ ５０９ １０８．３
（ ） （ ）（うち医師養成に係る分野） ４７０ ５０９

生命科学科 １６０ １６２ １０１．３
保健学科 ５１０ ５１１ １００．２

工 学 部 機械工学科 ２６０ ３１８ １２２．３
知能情報工学科 ２４０ ２６７ １１１．３
電気電子工学科 ２６０ ３２５ １２５．０
物質工学科 ２４０ ２６６ １１０．８
生物応用工学科 １６０ １９３ １２０．６
土木工学科 ２４０ ２９０ １２０．８
社会開発システム工学科 ２４０ ２７１ １１２．９
応用数理工学科 １６０ １９５ １２１．９

農 学 部 生物資源環境学科 ８００ ８７１ １０８．９
獣医学科 ２１０ ２２６ １０７．６

（ ） （ ）（うち獣医師養成に係る分野) ２１０ ２２６
農林総合科学科（※３） ５

教育学研究科 学校教育専攻 １２ １３ １０８．３
（ ） （ ）（うち修士課程） １２ １３

障害児教育専攻 ６ １０ １６６．７
（ ）（うち修士課程） （６） １０

教科教育専攻 ６６ ７０ １０６．１
（ ） （ ）（うち修士課程) ６６ ７０

医学系研究科 医学専攻 ５３ ３７ ６９．８
（ ） （ ）（うち博士課程） ５３ ３７

生理系専攻 ３６ １４ ３８．９
（ ） （ ）（うち博士課程） ３６ １４

病理系専攻 ２４ ６ ２５．０
（ ） （ ）（うち博士課程） ２４ ６

社会医学系専攻 ２２ １６ ７２．７
（ ）（うち博士課程） （２２） １６

内科系専攻 ３９ ４１ １０５．１
（ ）（うち博士課程） （３９） ４１

外科系専攻 ４８ ５５ １１４．６
（ ）（うち博士課程） （４８） ５５

生命科学専攻 ３６ ５０ １３８．９
（ ） （ ）（うち修士課程） ２０ ３１
（ ） （ ）（うち博士課程） １６ １９

鳥取大学

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
） （ ）(名) (名 ％

医学系研究科 機能再生医科学専攻 ３６ ４４ １２２．２
（ ） （ ）（うち修士課程） ２２ ２５
（ ） （ ）（うち博士課程） １４ １９

保健学専攻 ２０ ４６ ２３０．０
（ ） （ ）（うち修士課程） ２０ ４６

工学研究科 機械工学専攻 ４２ ５９ １４０．５
（ ） （ ）（うち修士課程） ４２ ５９

知能情報工学専攻 ４８ ５３ １１０．４
（ ） （ ）（うち修士課程） ４８ ５３

電気電子工学専攻 ４２ ６６ １５７．１
（ ） （ ）（うち修士課程） ４２ ６６

物質工学専攻 ３６ ３８ １０５．６
（ ） （ ）（うち修士課程） ３６ ３８

生物応用工学専攻 ２４ ２８ １１６．７
（ ） （ ）（うち修士課程） ２４ ２８

土木工学専攻 ４２ ３９ ９２．９
（ ） （ ）（うち修士課程） ４２ ３９

社会開発システム工学専攻 ３６ ４４ １２２．２
（ ） （ ）（うち修士課程） ３６ ４４

応用数理工学専攻 ３６ ２１ ５８．３
（ ） （ ）（うち修士課程） ３６ ２１

情報生産工学専攻 ３９ ２６ ６６．７
（ ） （ ）（うち博士課程） ３９ ２６

物質生産工学専攻 １０ １４ １４０．０
（ ） （ ）（うち博士課程） １０ １４

社会開発工学専攻 １５ １６ １０６．７
（ ） （ ）（うち博士課程） １５ １６

農学研究科 生物生産科学専攻 ５２ ６５ １２５．０
（ ） （ ）（うち修士課程） ５２ ６５

農林環境科学専攻 ５４ ６２ １１４．８
（ ） （ ）（うち修士課程） ５４ ６２

農業経営情報科学専攻 １６ ２０ １２５．０
（ ） （ ）（うち修士課程） １６ ２０

連合農学研究科 生物生産科学専攻 １８ ５９ ３２７．８
（ ） （ ）（うち博士課程） １８ ５９

生物環境科学専攻 １９ ５３ ２７８．９
（ ） （ ）（うち博士課程） １９ ５３

生物資源科学専攻 １２ ４４ ３６６．７
（ ） （ ）（うち博士課程） １２ ４４

附属小学校 ４８０ ４５７ ９５．２
（ ） （ ）学級数 １２ 学級数 １２

附属中学校 ４８０ ４６８ ９７．５
（ ） （ ）学級数 １２ 学級数 １２

附属養護学校 ６０ ５６ ９３．３
（ ） （ ）学級数 ９ 学級数 ９

附属幼稚園 １６０ １４０ ８７．５
（ ） （ ）学級数 ５ 学級数 ５

※１ 教育地域科学部は，平成１６年４月に地域学部に改組し，募集停止した。
※２ 教育学部は，平成１１年４月に教育地域科学部に改組し，募集停止した。
※３ 農学部農林総合科学科は，平成１１年４月に農学部生物資源環境学科に改組し，募集停止した。
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○計画の実施状況等

＊ 教育地域科学部人間文化課程は，定員９０名のところ，１０５名の学生が在学しているが，標準修
業年限内の学生は９４名であり，１１名の学生は休学等の理由により過年度学生である。収容定員を
超えているが，教育指導が不十分になるほどの学生数ではないので，現状で十分教育指導が可能であ
る。

， ， ， ， ，＊ 工学部機械工学科 電気電子工学科 生物応用工学科 土木工学科 応用数理工学科の各学科には
収容定員の概ね２０％を超える学生が在学しているが，教育指導に支障をきたす学生数ではなく十分
指導することが可能である。

＊ 教育学研究科障害児教育専攻には，三つの教育研究分野に３名の主指導教員がおり，収容定員６名
のところ１０名の学生の指導に当たっている。最近の学校に見られる学習障害児，注意欠陥・多動性
障害児に関する講義・研究も行っており，学部からの進学者に加えて，現職教員・社会人学生の入学

， ，者が約半数を占めるなどにより収容定員を超えているが 教員一人当たりの学生数は２～４人であり
助教授を加えて現状で十分な教育指導が可能である。

＊ 医学系研究科医学専攻，生理系専攻，病理系専攻，社会医学系専攻の充足率が低い最大の理由は，
医学科卒業後，鳥取大学医学部各講座に残る卒業生（卒後臨床研修制度後鳥取県内に）の数が４０人
前後（５０％前後）であることによる。
この対応として ）社会人入学の促進，２）年間２回の入学試験の導入と１０月入学制度の導入，1

３）論文博士条件を難しくして大学院入学の促進，４）外国人留学生の入学促進を行っている。さら
に現在，５）生命科学専攻・機能再生医科学専攻修了後，医学専攻に入学し比較的短い期間で２つの

（ ） ， 。学位を取得する制度 ダブルドクターコース の可能性を検討するなど 収容数の増加を図っている

＊ 医学系研究科生命科学専攻の充足率が高い主な理由は，生命科学科学生の大学院への進学希望は８
５％を越えており，研究へのモチベーションは非常に高いことによる。これらの学生を受け入れ指導
するために，生命科学専攻の各大講座及び寄附講座ゲノム医工学による，教授，助教授および学部内
講師（助手）合わせて１６名が協力し合って指導している。また，ティーチングアシスタントの協力
を得て， 教官当たり２人から４人の大学院生の研究指導を個人指導方式で進めている。1

＊ 医学系研究科機能再生医科学専攻は，平成１５年度に新設された鳥取大学唯一の独立専攻である。
基礎研究分野から医学分野へのトランスレーショナルリサーチをテーマとし，新分野として期待され
る分野である。特に社会人入学を積極的に受け入れることを目標としていることもあり，臨床医も多
く入学していることから，充足率は１２２％となっている。このような理由から医学専攻，生命科学
専攻の教官及び工学部の教官，さらには連携研究所（キリンビール株式会社医薬探索研究所）などの
教官も教育にあたり，十分な教育が実施可能である。

， 。 ，「 ，＊ 医学系研究科保健学専攻は 平成１６年４月に新設された その設置主旨として 地域に根ざし
地域に貢献する保健学の樹立」を掲げている。具体的には，進歩する医学や少子高齢化に対応できる
高度専門医療人の育成，保健学の教育，研究者の育成である。対象は，一般学生のみならず社会人で
あったが，第１期生であったため，この地域に働く社会人の応募者が特に多く，結果的には，定員２
０名を大幅に越える４６名を受け入れたことから，充足率は２３０％となっている。しかし，指導担
当教員数は２７名であり（教員１人あたりの平均担当院生数１.７名 ，研究施設，学生収容施設も）
確保されており，院生の指導は充分に可能である。

, , , ,＊ 工学研究科機械工学専攻 電気電子工学専攻 生物応用工学専攻 社会開発システム工学専攻
物質生産工学専攻の充足率の高い主な理由は，従来から入学を志願している者で優秀な学生には，更
に上の教育（大学院教育）を受けさせて社会に送り出すような方策を実施してきたことによる。
各専攻においては，十分な教育ができる範囲内であれば受け入れることとしている。現在の学生数

であれば十分な教育・研究指導が実施可能である。

＊ 工学研究科応用数理工学専攻の充足率を満たしていない主な理由は，他専攻同様に大学院教育を充
， 。 ， ，実させる方策は同じであるものの 志願者が減っていることによる しかし 入学者数を増やすべく

専攻全体で努力しているところである。

＊ 工学研究科情報生産工学専攻も，博士前期課程からの進学者を進んで受け入れるべき努力や会社等
に勤務している社会人を受け入れることを推進している。また，企業及び自治体等との懇談会等の機
会を通じて，社会人入学を呼びかけているいるところである。
その他，年度途中の秋季入学（１０月入学）について，学部内委員会で，検討中である。

農学研究科生物生産科学専攻は，２０の教育研究分野に２５名の主指導教員がおり，定員５２名の＊
ところ６５名の修士課程の学生の指導に当たっている。また，農学研究科農業経営情報科学専攻は，
６の教育研究分野に６名の主指導教員がおり，定員１６名のところ２０名の修士課程学生の指導にあ
ったっている。教育や研究の高度化に伴って大学院への進学率が上がり，各専攻とも収容定員を超え
ているが教員１人当たりの学生数は2.6～3.3人であり，教育指導が不十分になるほどの学生数ではな
い。また，助教授，講師，助手などの補助する教員に加えて，博士課程の学生も在籍しており，現状
で十分な教育指導が可能である。

＊ 連合農学研究科生物生産科学専攻，生物環境科学専攻及び生物資源科学専攻の充足率の高い主な理
由は，アドミッションポリシーにより，優秀な留学生，社会人学生を積極的に受け入れることを目標
にしていることによる。また，本研究科は乾燥地農学など特色ある農学教育を実施しているため，修
士課程からの進学者も多い。一方，教育方法は，教員の個別指導方式であり，現在３構成大学（鳥取
・島根・山口）における主指導有資格教員は１１７名（１６年５月）にのぼるため，学生定員を大幅
に上回る数の学生に対しても，十分な教育が実施可能である。なお，社会人及び，留学生に対しては
１０月入学も実施している。


